
改定金子資料目録 (箱ナンバー別)

この改定金子資料目録は、以前に作成された目録 (平成 12-13年度の科研費報告書にある目録)を孫田良平先生が、長年、原資
料を丹念に読み込み、内容をチェックした上で修正 。改定したものである。古い目録は、当時 時間の制約もあり、孫田先生が原

資料の体裁あるいは概要から内容を推測し、テーマごとに分類したものであった。しかし、何分、原資料は、故金子美雄氏が自分

の仕事のために手元に集めた資料であり、系統的なものではない。テーマごとにまとめられてはいるが、様々な資料 (統計、調査

報告、法令、通達、会議議事録)が混在し、年代が錯綜したり、日時 。年代などが不確かなものも多い。したがって、膨大な原資
料を一つずつチェックすることで、初めて多くの修正箇所が分かる。孫田先生は、ここ 5年以上、精力的にこの目録修正の作業を

行なった。残念ながら、孫田先生は、20H年 3月 11日 の大震災のために体調を崩され、ほぼ完成に近づいていた作業を中断せざ
るを得なくなった。

今回の改訂目録は、孫田先生の長年の努力と成果を入力したものである。まだ、ほんの一部、再チェックがなされていない箇所

があるとはいえ、前回の目録とは比べものにならないほど原資料に忠実な分類となっている。改定目録に目を通すことにより、研

究者はどのような資料がどこにあるのかが分かる。将来の研究者のために、大変な作業に心血を注がれた孫田先生には心から敬意

を払いたい。金子資料が、実は賃金研究の権威である金子・孫田資料であることを改定目録は良く物語っている。

改定目録にある資料の主要な部分はデジタル化され、CD― ROMの 形で、早稲田大学商学研究図書室で公開している (原資料
は紙の劣化が激しく、原則的に公開不可)。

改定目録の分類の構造は以下のようになっている。

・ 箱 :大区分のナンバー。特定のテーマ別。ただし、大区分の番号は、当初 資料を区分する便宜的に付けられたもので、必
ずしも正確な分類ではない。したがって、下記の中分類や小分類と対照する必要がある。また、資料は作成年に基づくもの

ではない。

・ 袋 :中区分のナンバー。



。 No.:小区分のナンバー。

・ タイ トル :文書の表題または内容。

。 分類 :資料のカテゴリー。

・ 著者名 :資料の作成者 (推定も含む)。

・ 年代 :資料が作成された年代 (推定も含む)。

・ 形態 :資料の形態で、その内容は以下の通りである ;

01=本 、 02=論 文、 03=雑 誌、04=抜き刷り、 05=内 部資料、 06=報 告書、 07=そ の他。

・ ページ数 :資料のページ数 (枚数)。

・ キーワー ド :資料に関する法令や制度など。

・ 備考 (孫田メモ):孫 田良平先生が作業中に記したメモ。

(2012年 3月 、早稲田大学名誉教授 鈴木宏昌)



箱 袋 no タイトル 分 類 著者名 年 代 形 態 頁 数 キーワード 備考 (孫田メモ)

1 1 1

生活物資の労務者用割当手続要
領 労働行政 経済安定本部 1948 06

戦後、配給、生産増強、勤労者生活、
意欲

1 1 労務加配食糧購入通帳 労働行政

合 県万 働 基 準

局、監督署 修
正

４７
正

‐９
修 ｎ

υ 連合軍使用人

1 1 現在の労務加配主食配給機構 労働行政 経済安定本部 ?

lV4/ 1U

(推 )

修正 05 2 企業体に売却、その他の場合、戦後

1 1 4

H備万務者に対する現状 (メモ,と
労務用物資配給手続について(案 )
修正 労働 行 政 経済安定本部 ?

lV4/ :U

(推 )

修正
戦後、配給対象、労務者数把握、安定
所別割当、労務者別割当

! 1

日傭労務者に関する労務加配実施
電5令百 労種力行 政 経済安定本部 ?

194710
(推 )

修正 05 2 メモ、労働省原稿用紙

| 1 C

労務加配主食配給通帳制実施要
領 (案 ) 労働行政

維茶王満物賃
局・農林省食糧
管理目

19485
修正 4

割当手続、発行主体及び受配資格
者、通帳様式など

1 1 11.6の 附表 (第一から第四)修正 労働行政 経済安定本部 ?
19485
修正

賞種 吾リコ栗種 、割 当叡 重 ス 足 のため

の資料、労務者数など、表、様式

1 i ε

目備漑万票、就男キ賑 、木秀 、不

人票 修正 労働行政 労働省 修正

19472
修正

瓶 万 表 、駆 刀 十脹 、期 方 刀口自己木 秀 、不

人票など

1 1 様式―から六 労働行政 経済安定本部 ?
1945～
53 ×

目備 万 務百 堂 球 言Ч収、万 務 刀u ttd王良

購 入 通 帳 など

1 1

照不‖二十二年度生清物貧需給丞
本計画設定要領案 労働行政

確 済 女 疋 不 司S王

活物資局

19482
修正 14

第一基不万針、第二需給計画設定は
左による

i 1

Budgetss Demmanded for Business
for Commodities for Workers 労働行政 不 明 1947 10

1～ 5節 (2頁 )2音F、 Document No.6(1
頁)2部、Document No 5(2頁 )2部

1 i 12
各省次官殿労務用物資の割当及
び配給の手続に関する件 労働行政

に済女疋不首卜弟
一、二、三副長
官 1947 通牒

1 1 Pitition from: 労働行政

Takashima,Uchiy
ama.Suhimoto И

サ

SubJect:Distribution of Commodities

for Construcuon Workers(3頁 )3部

1 1 14

Representation for the Additional
Ration System of Staple Food for
Laboress in the New Rice Year 労働行政

Association ot
Industrialists in
Hannan(South
Osaka) Districts 1947 (3頁 )3部、割当

1 1 Document No.3 労 イ重力行 政

Uhref ot the
Labor
Administration
Bureau, Welfare
Mlnistrv 1947 05

Po!icy for Dealing with Commodities

for Workers、 表、様式



1 1 Documetn No-1 労働行政 Cabinet meetins 1946 05 ×

(2ニュ)2音 |∫、Policy for Dealing with

Commodities fOr Workers

1 1 17 Document NO.2 労働行政

じhiet o† 4th

Bureau,ESBほ
か 1947 05

(6葺こ)2音 F、 Po!icy for Dealing with

Commodities for Workers

1 1 18

Hepresentation for Extra
Distribution of Commodities for
Workers 学 種力行 政

Uongress ot All
Japan Metal
Workers Union 1947 05 1

additional ration of rice /jt.
sake.ootato

1 1 19

Representation for Distribution of
Commodities for Workers 労働 行 政

Confederation of
Entrepreneurs
Unions 1947 05

We request the government would
follow the followine oricioles

1 1 20

Representation for the Additional
of Ration System of Staple Food
for Workers 学 llh行 政 不明 1947 1

aAssociation of Industrialist in Hannan
District

1 1 21 労務用物資対策 (案 ) 労働行政
万 1Nl百 縞与課長

修正

1946秋

修正 05 労働省原稿

1 1 22 労務用物資配給機構に対する意 昇 労働行政 不 明

19461火

修正 05
足義及ひ1タリ外、甲哭機構及ひその411
能、地方機構及びその機能、所要経

1 1 23 (別表 ) 労働行政 不 明

1940´V

53 ハ
υ 0 業種別、需要機関、交付機関

1 1 24 現物給与許可基準表 労働行政
経済安定本部民
生課 1948 05

潤脂、IIn噌 、/ミノ暇なと、一般自己給
量、現物給与量、東京闇物資、公定価
格

1 1

Method for the revision of the
prevailine wases bv Occupation 賃金 金子美雄 ? 1948頃 ハ

υ 8 メモ(裏にもメモあり)

1 1

一般職種別賃金改訂方法 11.25と
同じ 修正 賃金 労働省

1948.3

29 1多

正 05 民間賃金

1 1

■洒物頁υり万務百用吾リヨ手続景
領 (案 )1.11に成案あり 1.1.31と
11.361140と関連 修正 労働行政 生活物資局

田
修

‐９

２２

正 ハ
υ 4 「秘 J、 メモあり

1 1 28

圧禾力務煩
~l●

Jヽ灰跳a豚 ノヽ物頁 tJJ
割当及び配給方法改善要領と指定
配給物資の割当切符制における販
売業者の登録方法の改善について
(案 )修正 労働行政

経済安定本部 ?
後者は民生課中
西部員 修正

19482
修正 05 書1当 、配給、物資販売機関

1 1

労務用物貧配給機構の変遷及び

現状 労働 行 政

金子美雄直筆
修正 1948ヒ頁 ハυ 7 戦中 戦ヽ後メモ

1 1 30 Document No.4 労 働 行 政 各 省 1947 05 10 (5蘇1)2晋|`、 CommOditles for WOrkers

1 1

王店物貧の男務有用吾り当十統晏

領 (案 )1.11に成案あり 1.1.27と
1136.11.40と関連 修正 労働行政 生活物資局

]948.3

22 1参

正 4 「必」メモあり



1 1 32 断片資料 労働行政 不 明

1945´V

53 1 メモ

1 1 自己給 庁 一 冒 表 労働行政 ESB 1948 ハ
υ 1 配給

1 1 34 不明 (無題 ) 労働行政 不明

1945-
53 6 メモあり、業種別 交ヽ付機関

1 1 3

Method for the Revision of the
Prevailing wages bv Occupation 賃 金 金子美雄 ? 1948 表含む、GHQ提出

1 1

■洒物
‐
n‐の万務百用吾り当十統晏

領 (案 )1.1.1に成案あり 1127と
1.131,1.1.35,11.40と関連あり
修正 労働行政 生活物資局

19483
22 1参

正 4 メモあり

i 1

う
０

労務用物資対策に必要な経費 修
正 労働行政 金子美雄?

:И ノ午

度末
修正 40 メモ

1 1 3〔 Notification of Prevailing Wages 賃金 釜子美雄 ? 1948 ｎ
υ 4 表付

1 1 3C 別表 労働行政 不明

1 945～
6 「秘J業種、交付機関

1 1 4C

生活物資の労務者用割当手続要
領 (案)修正 労働行政 経済安定本部

“
修
円
３０

正 4 「秘
111に成案あり 1127と 1131,1
35,1136と 関連あり

1 1 41

万務刀日配王賞書d給通脹甲J実施安
領案について 労働行政 給与課 修正

1945-
1953 含日傭

1 1 42

改訂物価に織込む基準賃金につい
て 蒙計・物 価

経済安定本部と
労働省?修 正

:υ 40f/J

(推 )

修正 40 複数資料、生計費、賃金 1142と 1143は同一封筒

1 1 43 補正物価織込平均管令について 家計・物価
経済安定本部と
労働省 ?修 正

1948』認
(推 )

修正 30 複数資料、生計書 賃ヽ金 1142と 1143は同一封筒

1 1 44
1800円 ベース賃金経済安定本部と
労働省の検討データ(推)修正 賃金

経済安定本部と
労働省?修 正

(推 )

修正 5 工業など、表、グラフ、私的ノート、メモ 1.1.44～ 1149まで同一封筒

1 1 45
勤労所得税率改正意見に対する資
米斗 財 政 給与課?修 正

1948

(推 )

修正 2 賃金、生計費 1.144～ 1149まで同一封簡

1 1 46 価格の補正について 家計・物価 経済安定本部

19486
22 1参

正 3 方針、方式 1144～ 1149まで同一封筒

1 1 47 価格補正に際して 蒙計・IIn価
経済安定本部総
務長官 修正

:U40b
22 1参

正 談話 1144～ 1149ま で同一封筒

1 1 48 補正物価織込平均賃金について 賃金 経済安定本部

1948.6.

20 1多

T 物価 1144～ 1149まで同一封筒



1 1 49 賃金特別措置一覧表 賃 金 不 明

田
修

４‐９

２３

正 業種別賃金他 1 144-1 149まで同――圭寸箇

1 2 1

雇用状態訓食及ひその調食果、記
入手引 統計行政

労働省職安局労
働統計調査局 1948 雇 用

1 2 統計委員会議事録 統計行政

労働統討調合局

長 1948 50
職員の待遇、統討法、工栗調査、畜産
センサス、農林水産業調査規則

1 2 3 内外統計彙報第6号 統計行政

総埋 lT統討局研
究部 1948 20 英国統計教育、地方統計研究

1 2 4 内外統計彙報第7号 統計行政
総理庁統計局研
究部 1948 20 国連関係

1 2 5 内外統計彙報第 8号 締計行政
総l■庁統計局 IJl

究部 1948 05 20 ライス国際、統計教育、計画案

1 2 統計学の認識と統計学史の諸F.l顕 締計行 iEI
農林省統討調査
日 1949 ハ

υ 北川九大教授講演

1 2 統計関係法規集 統計行政

週昇入 巳 目房調

査統計部 1949頃 06 74 統計法

1 2 8 日本の統計組織の近代化の必要 統計行政

ス テ ユ /~卜 ・P
ライス 1949 ｎ

υ 68
瓢依 、日

^υ
り統 昌Tttu ttυ′呈 景 に 、統

計組 織 の折 代 化 の必 要
戦後の統計の近代化に大きな影響を与
えた文書

1 2 9 1計行政 総理府統計局 1950 ハ
υ 調査概要、担当員事務、調査員事務

1 10 工業統計調査員必携 統計行政

lE圧天 巳 日房 調
査統計部基本統
計 課 1949 05 36 調査の目的、範囲、その他

1 局発第四八号 統計行政 内閣統計局長 1947 05
焔不口二十二年年次到

"統
討訓食に関

する件

1 2 12 労働組合連合団体調査法 統計行政
労働省労lNl統計
調査局 1948 1 断 片 労働組合基礎調査の原型

1 13 各地方長官殿 i計行政 厚生省労政局長 1946 蚤営協議会の運営状況

1 2 14 労働情勢報告例規 (案 ) 労働行政
厚生省労政局

(推 )修正
(推 )

修正 05 労使関係

1

雇用状態調査及び調査表記人手
弓| 統計行政

男倒管職女局男

働統計調査局 1948 ハ
υ 雇 用

1 2 労働組合の教育活動調査について 労使関係 厚生省労政局長 1946 05 2 労働組合

1 福利施設調査票 労働統計
労 lpl大 臣冨房労
働統計調査部 不 明 05 6 票3頁、「必得 J6頁

1 家内労働事情実態調査要綱案 労働統計 給与課

19469
28 1易

正 保護政策資料

1

火舌 上ヽ場爆冗人舌調貧、万側天
害統計方法、死傷統計の作り方 )
修正 労働条件

万丞句女=誅万
働省産業安全研
究所 1949 × 安全衛生関連複数資料

1 1 毎月勤労統計調査施行心得 統計行政 不 明 不 明 7 現行 改ヽ正案

1 2 不明 統計行政 不 明 1950 3 毎 勁 統 計 、給 与 及 ひ 屋 用 果 件



1 毎月勤労統計調査要綱案 統計行政 不 明 1949 20 〕与及び雇用
1 4 Monthly Labor Survev 締計行政 金子美雄 ? イヽ UH 05 20 プリントとメモ
1 Instruction for the Entrv 統計行政 金子美雄 ? 不 F 05 プリントとメモ

1 6

毎月期万統計調食給与及ひ屋用

票 (案 ) 統計行政
労働 省 、総 埋 尉
締計 島

1940´ψ

1950 書き込みあり

1 事業所カード 統計行政 不 明

1945´V

50 05 書き込みあり、毎勤
1 8 資料雑 統計行政 金子美雄 1950曝 ｎ

ｖ 100 毎勤関 i

1 4 1 雑綴 労働条件
労 lpl統計訓査局

長 1950u頁 ｎ
υ 100 毎勤統計、労働統計全般

2 1 1 戦前から戦後にかけての : 助行政 つ
・

1927 05 寸者 、一 時 日

2 1 ;6回労務動熊調査結果報告速報 働行政 1942 ｎ
υ 曳時労務動 ll籠登,

2

産栗 bll標準労務重訓合散舌 (整埋

項目別 ) 労働行政 つ 1941 06 つ
・ 減耗率、女子労務者

2 2 3

圧柔別礫午万務重調食取古 玉ヽ圧

品別 ) 労働行政 つ 1941 06 石炭、金山

3 1

労 lNl者生活状態調査収支費目分
類内容例示 労働行政 厚生省労働局 1940 05 勤労収入、勤労外収入 231と同じ

2 家計簿 (記入用紙―調査票)修正 労働行政 厚生省労働局

1940?
修正 05 置帯表、受取賃金明細書

資料表紙昭和15年 ?の赤字は孫田記
入 234質疑応答と対応、233調査先
ル対応

2 3

万働有王滴 H大悪訓食の調食工場 、

鉱山名簿 修正 産業・企 業
厚王管万倒局

(推 )修 正
19407
修正 05 日本製鉄、秋田木材

232金 子メモと対応、234調 査先と対
応

2 4

世帝展に関するもの (厚生省困晋|∫

資料 ) 家計。物価 厚生省

1940?
修正 05 8 配偶者 世ヽ帯主 232の 金子メモと対応、233と対応

2 3 51勤労者生活状態調査要綱 (案 ) 労働行政

厚生省労政局

修正

19463
5修 正 05 7 家計簿、家計調査 232と類似

2 61

勤労者生活状態調査改案 (昭和22

年度分)修正 労働行政
厚生省 (推)修
正

1940.9

30修
T 05 8 家計簿、統計調査

2 7 消著者価格珊杏 家計・物 価 内閣統計局

19471
17修
正 現金支出日記票

2 8 労働者家計調査について 家計・lla価 労働省 修正
1947.12

.2修正 10 人件費、鉱山

2

労務者生活状態調査、最低賃金調
査、日傭労務者賃金調査、適正賃
金調査、一時間平均賃金調査 (昭
和21年度 )と勤労者生活状態第一

次案 (昭和22年度分)修正 家計・物価
厚生省 (推)修
正 1946 Э5 24 賃金調査 平ヽ均賃金

勤労者生活状態調査第一次案は236
(改案 )と関連



2 4 1 労働者生活状態調査要綱 労イ薔力行 政 厚生省労働局

19413
18修
正 05 家計簿、鉱山 金子赤字書込メモあり

2 4 2

労働右生清状態調査収支質自分
類表 労働行政 厚生省労働局

19406
修正 05 1 勤労収入、勤労外収入

2 4 3
労働者生活状態調査収支費目分
類内容例示 労働行政 厚生省労働局 1940 05 勤労収入、勤労外収入 231と同じ

2 4 4 旨定手持耐久品 (内閣告示案 ) 家 I 1示案 つ
・
05 啄具 、展具 、衣服

2 4 5 旨足資産及負債 (内閣告示案 ) 家 面 1示案 つ 05 資産、建物、動物

2 4 6

指定手持有価証券及貯蓄 (内閣告
示案 ) 経済行政 内閣告示案 ？

・
05 国際、地方債、規約貯金

2 4 7 指定手持消耗品 (内閣告示案 ) 家計・物価 内閣告示案 つ
・

05 飲食 lla、 光熱材料、衛生材料

2 4 8

‖X八旧 叔 万り0人直 帝 琢 族 王 昌†貿 と
各所生計費比較 修正 蒙計・物価 内閣統計局 1941 ハ

υ 生計費、住居替 水ヽ道光熱着

4 未婚者家計簿 家 田 つ 05 居表、未婚者表
4 10 家 田 つ 05 壁帯表、世帯員表

2 4 F生活者世帯家計簿 家 面 つ
・

05 住居表、世帯員表
2 4 12 l■l者世 i 五 つ

・
05 l■居 壁帯 表

2 4 13 豊家家計 , 面 内 卜拝 つ
・ 農業 i

ヌ
土

2 4 14 商家家計簿 (世帯主用 ) 計・物価 内閣統計「
つ 10 商家 ` 士入表、商家買掛元帳

2 4 家計調査及栄養調査要項 計・物 lll 内閣統計局 1941 54 給料生活者 、未婚者尿計調査

2 4 家計調査世帯数及未婚者割当表 蒙計・物価
内閣統計局 修
正

1941

修正 05 給与生活者、商家

2 1 国民総生産の長期推計 鮪計一鳥じ
確■ lT確済 研 究
所 X 05 43 lEl人消費支出、民間投資

2 1 実収支以外の収支比較表 鮪計 -10

力
.1馴
泊力・1期統昌T

調査局労働経済
課 修正

1948
修正 05 × 収支比較表、財産食込部分の計

2 C 2 全逓 5200円 賃金案の検討 鮪計 -10 X

19486
11修
正 05 X 摂取力ロリー及蛋白質、国民栄養調査

附表 国民栄養調査都市部摂取熱量
入手別一人一日当り月別調査 (厚生
省)食品別入手別栄養摂取状況調査
結果表 (東京都)東京との都市家計調
査消費者価格調査及都民栄養調査に
於ける摂取熱量比較 配給費配給別摂
取栄春量

2 労働者5人家族の栄養摂取状況 締計一般

"倒
省労働統討

調査局労働経済
課

194711
修正 国民栄養調査、カロリー



4 都市労働者家計調査報告 (二 統計一般

万1Nl百万働統討
調査局労働経済
課

～3修
正 05 × 家計調査、給料生活

5

CPSと各労組が主張する家計費と
の比較 修正 統計一般 労働省 修正

1948

修正 05 X .P.S、 国鉄

一般民間給与水準より推定せる官公吏
給与水準 (4月 )、 CPSより推定せる官
公吏給与水準 (4月 )、 官庁従業員改正
平均賃金案 (1948618)CPSよ り算出
せる官公吏賃金案 (629)

2 6

凋貿百側借調食
~I帝
ヨリ
~ケ
月

平均支出金額調 締計 -10 総理庁統計局

19485
修正 × 支出金額、消費者価格調査

2 7

二月じ PS.乙 IEE王討質を基促と
し物価改定の影響を考慮した六月
の生計費 統計一般

労働省労働基準
局給与課 修正

1948

修正 × .PS、 生計費

2 8

消費者 1山格調査―ケ月半均更出金

額調 統計一般 総理庁統計局 1948 × 家計費
2 9 賃金給与水準調査表 計 一 冊 X × 賃金給供水準

2 1

凋買有仙碕訓食一ケ月半均支出金

額調 家計。物価 総理府統計局 1950 家計費推移表、家計費内訳

2 2 消費者価格調査概況 家計・41b価
労lNl大 臣冨房労
働統計調査部 1950 05 9 消費者物価指数 家ヽ計簿

7 3 勤労者世帯収入調査概況 家計・物価
ガ 側 入 巳 目房 万

働統計調査部 1950 05 8 都市別現金収入、勤労者世帯

4 12月 に於ける雇用傾向 雇用・失業
万側天巳

・
日
・
房男

働統計調査部 1949 ハ
υ 8 労働者人口、労働力状態

凋貿百 1山借調食報肯割万有世帝
収 入調杏報告 蒙計・物価 総理府統計局 1949 05 消著者 lla価 指獅 _押令 J,入

2 7 6 昭和25年 1月 中労働争議概況 労使関係
万 側 入 巳 目房 刀

働統計調査部 1950 05 2 要求事項、繰越争議

2 7 毎月勤労統計 12月 分結果の概況 労働行政
労働大臣冨房労
働統計調査部 1950 05 2 ガス電気水道業、平均給与

2 8

泉牙げJ｀売彩]1山干冒致 (‖召本口25年 1月
変更のもの ) 家計。物価 つ 1950 05 1 小売物価指数

2 9 地域別消費者物価指数 啄ぞ冨十・ ツ勿1而 ？
・

1949 05 CPS、 国民栄養調査

2

国尿公務員給与に関する国会合弁
資料 賃金 つ

・
1949 8 CPI、 国鉄給与

2 11

裂道上栗年師階淑 bll、 地域別 、頁
令 1旨数 賃 金 ，

・
1950 1 個人別賃金調杏 都ヽ道府県別

2 1

標 準 耳 帝 の lX八旧 緻 及 地 取 万J琢
調 (家計調査 ) 蒙計・物 価 厚生省勤労局 1941 収支費目別比率、家計調査

2 2 第2回家調独身者 月別収支調 家 言十・ 1勿 イ山 厚生省勤労局 1942 つ
・
独身者 、勤労収入



2 1

弔 Z回双 夏 物 貿 調 、似 版 貿 調 、又
|ヒ書調 家計・物 価 厚生省勤労局 1942 ハ

υ 78 工場労働者、鉱山労働者 日召禾口164F。 子系E日言己jヽ

9 昭和20年 11月 基本統計資料 家計・物価 金子美雄 1945 つ

・ 日本銀行賃金指数、労務者生計費

日本銀行賃金指数、労務者生計費指
数 (内閣統計局 )、 内閣統計局賃金指
数、全国生計費指数 (内閣統計局 )、 調
査研究動員本部算定戦時最低標準生
計費、年令及経験年数別実収賃金 (軍

需省 )、 重要事業場賃金統計、
Classification of industry、 Actual

Houny Earnings、 工場法適用工場道府
県別工場数

9 地域別、家族構成別家計調査 冥 計・物 1山 つ
・

1946 ? 労働者生活水準調査 生ヽ計書指数

9 4
労働者生浩に於ける破服及身廻品
費調 (抄 ) 家計・物 価 厚生省勤労局 1942 14 工場労働者、鉱山労働者 29.1の 抄録

9 労働者生活に於ける飲食料品調抄 灰 計 ・ 物 価 :生省勤労局 1942 つ

・
工 場 労 働 者 ヽ鉱 山 労 働 者 291の抄録

1 生計費指数 家計・物価 金子美雄 1942 つ
・

lAl閣統計局給与課、買釜課、労働有
生計費 内閣統計局作成のため、除外。

:内労働に関する資料 家計・物価 土会局 1927 18 『塚内工業労働事情』尿内労働 社会局編『家内工業労働事情』摘記
1 1計要 労働行政 内閣統計局 1928 341 人口 労ヽ働組合、工場労働者 冊子

1 1 最低賃金改正案 賃金

中央賃金委員会
専門委員会

17修
正 4 最低賃金、賃金統制

l

労務者の給与改善応急措置に関す
る件 通牒 (厚生省→知事)修正 賃金 厚生省労政局長

1945.12

21修
T 05 賃金制度、戦後労働行政

炭鉱労働者は例外措置、附属 男り紙 1

厚生省令第49号 賃金統制令又は賃
金臨時措置令に基く労務者給与改善応
急措置に関する件左の通定む (B召和20
年12月 24日 )

1 現行公定最低賃金 賃 金 厚生省 ? 不 明 05 10 最低賃金、戦争直後労働行政

1 給与臨時措置令 (案 )修正 賃金 厚生省 ?
46(推 )
修正 05 3 讐令締制|ヽ 戦後労働行政 319と同文



3 1 最低賃金改正に関する雑資料 賃金 厚生省

1945-
46 05 最低賃金、賃金統制、戦後労働行政

地方賃金委員会改編に関する件依命
通帳 (厚生大臣、昭和21年 1月 11日 )
特別委員長報告原稿 (昭和21年 1月 17
日)最低賃金改正案 (日 付不明昭和
21年 1月 14日 司令部提出と同一 )
Minimuur Wage Draft decided by the

Subconlittee of the Specia‖ st's Wage
Commtttee(14,」 an 1946)、 地方賃金
委員会委員任命に関する件 (厚生省労
政局長、昭和21年 1月 17日 )、 最低賃金
改正に関する件 (昭和21年 2月 20日 、中
央賃金委員会決定 )、 最低賃金改正に
関する件 (昭和21年2月 20日 、厚生
省 )、 地方賃金委員会の設置並に運営
につ いて (童村 E口 )各 種 41t管

1 6

戦後直後の賃金給付統■llに関する
雑資料 賃金

1945-
47 05

買釜統甲1、 最低生浩賀、戦後労働行
政

3 1 賃金委員会専門委員会記録 労 1動行政 厚 生 省 ? 1945 05 最 i=賃金 、賃金統市u、 戦後労働行政

1 8 戦後賃金統制に関する雑資料 賃金

1945´V

46 賃金統制、戦後労働行政、賃金統計
3 1 送金などに関する件 戦時統制 厚生省給与課 1945 05 5 労働力動員、朝鮮人間題、強制連行

3 朝鮮人労務者への給与問題資料 戦時統制 厚生省

1945～
47 05 X 労働力動員、朝鮮人問題、強制連行

3 4 朝鮮人争議関係 戦時 厚生省 1945 05 × 労働力動員、強制運行、朝鮮人間題

3 5

all鮮人国 1本の不法行為取締に関す
る資料 戦時統制 厚生省

1945´V

47 05 × 強制連行、朝鮮人問題

3 2 6
朝鮮万務有への磯護予算関係貸
料 戦後処理 厚生省

:υ 40-
47 05 × 強制連行、朝鮮人間題

3 7 石炭、食糧配給に関する資料 戦後処理 厚生省 46 ×
給コ
Ｅ
薔
日

8 労働組合法関連資料 労働組合法 厚生省 1946 × 労働組合法の事務規定

2 9 朝鮮人労務者調査 戦時統制 厚生省

1946～
47 × 戦後処理、強制連行、朝鮮人間題

1

方 1動首災苦救助法案に関する意見
並参考資料 労働立法

日不工栗倶楽剖1

調査課 1930 565 労働者災害扶助法

2 労働保護法規並解釈例規 労働立法 厚生省労働局 1941
戦 Rll、 戦 中における労働者保護法に

関する法規および解釈 38種法律、協調会産業福利部

3 3 3
目
・
史法、公共企栗法、交通 =通信
法

確済 。公務員

法 杉村章二郎 1940 178
冨更法、公共企業法、交通 =通信法
の解釈に関するテキスト



4 1 徴用申請書添付書類 戦時統制

TJ「満 上 1′卜↑J弟 ~

工 場 1944 05 給与、賃金規則、概況

4 徴用労働者の保護行政 戦時統制 厚生省 ?
1941-
45 05

ほ用男働者への価給釜 、保護 、労働
条 441

5 1 昭和20年度予算復活要求書 労 lpl行 政 厚生省 1944 05 6 ,働行政 予ヽ算 戦ヽ日 充告‖
5 賃金行政諸経費 戦時統需J 内務省 1944 05 8 戦時統制、予算 、労働行政

5
＝
キ
菫
不 戦後 lll理 厚生省給与課 1946 ハ

υ × 統制に要した経費の調査

5

労働基準法、賃金調査に関する予
宣 甲稽

戦後労働行
政 厚生省給与課 1946 05 X 労働行政 予ヽ宣 、戦簿首後

5

財団法人国民勤労動員援護会歳
入歳出予算書 戦時統制

財団法人国民勤
労動員援護会 1945 21 戦時統制 労ヽ働者保護 予ヽ算

6 1

麻召人冨及ひ彼徴用者待遇調査

報告 戦時締制 × 1942 ハ
υ 戦時動 員 応ヽ 召者 徴ヽ 用者 闇顕

6 2

文 洲
'争
尖 ルい召 有 の 侍 通 、具 他 の 1ヌ

扱問題 戦時統制 労務管理研空会 1937 戦時動員 待ヽ渦

新規徴用時期別補給状況調 戦時統制 厚生省給与課

1942´V

47 × 戦時動員、待遇、徴用
昭和17年 1月 ～20年9月までの毎月の

新規徴用者数と援護人員

3 4 四軍需工場徴用規則 需咀 [生省 1945 戦時動員、徴用規貝り、軍需工場

1 希u 二生省勤労局 1943 06 102 戦時動員、通牒集

3 8 1

喘 不‖ZU午 反 威 出 ヤ 昇 即 利 侵 滴 景
求書

瓢 崎 万 側 イT
政 厚生省 1945 05 10 予算、戦時統制

3 8 2 戦争末期賃金行政雑資料
戦時労 lNl行
政 厚生省 1945 05 × 予算、人員など、ただし断片的で不明

8 3 職業調査書綱案 戦後 PrL理 :生 1946? 05 4 職務給、職業調査
3 1 家内労働 に関する資料 ヨ牛 晨資米 1946 06 前家内労働調査の摘記 2102と同じ

3 C 2 戦 時 需リ :生省 1945? 14 時 統 需‖の 予 算

3 3

財国法人国民釧男動 員磯議会解

散に依る清算終 了残余財産 弓1継の 戦後処理
財団法人国民勁
労動員援護会 1946 05 戦後処理

3 4 連合総 司令部よりの常書 戦後 nfl理 厚生省 ? 1946? 05 占領期の物価、賃金統制

5

昭本口20年 Fx蔵出予算節祠復店要
求書 戦時統制 厚生省 1945 05 20 戦時統制ノ行政ノ予算

4 1 1 給与実地調査報告 賃 金

厚生省労政局給
与課

194510
修正 06 120

地域別業種別賃金調、10月 期、労務
者標準家族都部別生活費調査

表中 経験年数とあるのは勤続年数の

意味(検索キーワードは勤続年数を採
月日)

4 1 2 給与実地調査報告 賃金

厚生省労政局給
与課

1946.1

修正 ＾
υ 63

地域別菓種別賃金訓、1月 期、労務者
標準家族都部別生活費調査

4 1 給与実地調査報告 (1) 賃金

厚生省

"収
局給

与課

19461
修正

IIEЧ ttu果 碑 万り員 玉 調 、万 粉 百 保 年 琢

族都部別生活費調査、1月 期 412と 同じ

10



2

給与実地調査報告(2)鉱業,陸上
運輸の部 修正 賃金

厚生省労政局給
与 課

194510
修正 06

鉱業之部、陸上運輸業における年齢
階級別経験年数別調査勤労者数調な
ど

表中 経験年数とあるのは勤続年数の
意味 (検索キーワードは勤続年数を採
用 )

4 1 局員給与基礎統計表 賃金

東票 IIS交通局労

働課労務係 1950 05 106
員笠 丁
~夕
、職 箱別・年齢 万日買 釜 丁

~

タ

4 3 最低賃金に関する算出資料 賃金 労働省

:V401
修 T 214 雪金締制・管金制庁 表紙の字は孫田記入

4 3 民間産業における職務別給与調査 賃金
ガ働省労働統討
調査局

1948.11

修正 06 「試験調査 l結果報告

4 4
終戦後における物価生計費及び賃
金の推移 賃金

ガ側泊ガ側机員■

調査局賃金調査
課

19485
修正 06 70 勤労者給与調査、都市家計調査

孫田が労働省入省時 (1949年 、賃金調
査課 )に最初に読まされたもの (証言 )

4 杏 法経 1島赫説 明彗 賃 金

全繊同盟綿紡音『

ム 1948 05
協議不一致に関する説明書、賃金交
渉に関する会議経過

4 3 C 単一為替相場設定と労働経済 "働
維済―

需0 噌田未二 1948 05 為替相場
4 3 金安定方策について 労働

`
× 05 :安定 表紙 の字 は孫 田記 入

4 3 賃金会議不調までの経過 日本 績協会 1948 06 20 新物価に応ずる賃金・恨職金 について

4 3 C 現況紡績賃銀批判 雪 銀
=概
l司監1矛吊納 首r

会闘争委員会 1948
社会的貰銀水準に於ける紡績買銀の

低位性

4 3 電産争議に関する調停案
員笠・万 1Nl宋
14 中山伊知郎 1947 電産組合提訴事項

4 3 金子美雄氏講演内容

五 十 夭 雄 氏

記録 金子美雄 1950 速記録
4 3 1 中 労 委 発 第 547号 賃 金 末広厳太郎 1948 C PII旨 数 な ど

4 3 1

電気産業労働組合争議の調停につ

いて 賃金

商工省電力局
修正

1947_12

_26修
正 ｎ

υ 電気事業の民主化についてなど
3 協会側提示案 賃 金 × 1946 07 生計費算出法など

4 3 労働統計調査局の一般活動計量 労働統計
労働統計調査局
長 1947 06 12 雇用に関する統計と調査

4 3 不明 (メモ ) 金子美雄 金 子 雄 1946 07
4 3 不明 (メモ) 金子美雄 金子 足雄 1946 07

4 3 不明 (メモ ) 金子美雄 金子美雄 1946 （
υ 20

"木
労働基準局給与課長宛

4 4 1 労働 力調査関係綴 用 労働統計調査「 1948
ハ
υ 25 労働録調査の標本抽 出方式、報告

4 5 1

ひ 巾展 ↑Jにお :丁0戦 月嗽 依 人 日唱
カロの循 向 締 計 -10 なし

1

1950 ｎ
υ 70

昭相 10年基準による人口階級男u rlD uf「

村人口増加の分析

4 6 1

戦前・戦後におけるPJT得分布統計

資料集 統計一般 統計研究会 不 明
ｎ
ｖ 第 1部戦前、第2部戦後

4 7 1 民間給与調査資料 (男 1冊 ) 賃金

人 威 省縮 与 局

修正
lUZ10 Z

修正 ハ
υ 民間給与調査要領

4 7 2 lll給 与調査票 賃 金 71こ l 不 明 07 7 日本語版 英ヽ語版



7

万働有退職釜文給率訓 t争栗倒S含

による退職 )修 正 雪 金 なし

19465
修正 07 3 事業の都合による恨職

4 4
午 師 、]大資 ス カ矢a又万り副司壬卦、,デ 1動有

数及び年齢別平均扶養家族数 雇用 なし

lU40

修正 07 3

厚生省職員給与調査報告 賃 金 厚生省職員組合

‐９４７⑪
師 06 7

平均月収額、家族一人当たりの月収
額

職員給与臨時調査報告 賃金 労働省

194710
修正 ｎ

υ 職員の賃金水準

所定就業時間外作業に対する歩増 賃金
厚 王 百 万 収 局

修正
194610
修正 07 20 早出手当、残業手当、深夜業 労働基準法作成の基礎資料 (孫田注 )

8

30歳 以上男子の労働者と職員の給
与比較表 賃 金 物価庁 修正

194610
修正

昭ホロ21年孫田記入、厚生省給与実地
調査報告 (411、 412、 421、 422)を転
用と推測 (未確認、孫田注 )

4 7 労働者退職金支給率調 賃 金 不 明

19465
修正 1 基本 月・日給 47.3と同じ資料 年月孫田記入

10 手当実地調査報告 賃 金

厚 玉 泊 万 1Nl基 準

局労働統計課
修正

19475
修 T 23 職業別手当の名称と支給条件

4 特別給与調査票 賃金

労働省 (推 )修
正

1947.10

修正 ハ
υ 販売一覧表 (自筆 )

鐘紡東京工場、明電社、石川島造船、
三共品川工場、日産化学王子工場、大
日本ビールロ黒工場、大日本印刷、京
成電鉄、松屋百貨店、丸見屋商店 (現、
花王)向島工場、関東配電工務課荒川
出務所

特別給与調査票記入心得 賃金

労働省 (推)修
正

194/10
(推 )

修正 ｎ
υ 4 4711の 記入心得

7

Establishments of which Payment
in Kind will be surveved 賃金 なし 不 明

ハ
υ 1 実物給与調査の対司令部提出企業名

14 実物給調査票 賃金

労働省労 1動統討

調査局 なし 07 調査予定工場会社名、記入心得

4 7 労働争議二依ル賃金引上状況調 賃金

厚王伯男収局紹

与課 修正

1945-
6 05 8 生活事情調査概況

4 × 金 ラ下F 不 明
ｎ
υ 1 意見

7 Instruction for Entrv 金 不 F 不 明
ハ
υ 3 用者数、賃金

18

上 果 万 側 百 の 員 与 Xほ 喘 時 の 市
与支給状況調 (推)修正 賃金 不 明 1946 07 1 臨時の給与支給状況調 昭和21年4月 ～9月 平均は孫田記入

8 1 緊急就業対策事業箇所表山口県 研究資料 不 明 1954 ｎ
υ 2 山口の地図

2 物価指数 (日次 ) 物価

厚玉管割万局縮

与課 1920 05 10 物価指数

12



4 8 全繊同盟の当面の賃金政策 金 × 1967 ハ
υ 10 賃金体系是正の目標など

4 8 一般職種別賃金決定の方法 賃金 労働大臣 1947 05 20 公共事業賃金に関する方針について
昭ホロ22年 以下、鉛筆孫田書入
19471125129の資料あり(入力者注 )

4 8

―股職種別賃金に関する件依命通
牒案 賃金 労働大臣 修正 1947 ハ

υ 2 一般職種別賃金の決定方法 牛:812の 草案 (入力者注 )

4 8

一般職種別賃金額決定案に関する
意見 賃金 大蔵省

lU4ノ ll

26 1多

正 05 5 公共事業費の意味など

4 8

一般職種別賃金の決定に関する説
明 賃金 労働省

194711
.25修
正 05 3 一般職種別賃金の意義

4 8 8

公共事業日備労務者標準賃金に
関する件 労発第155号 修正 賃金

確済女足不部弟
4部長、厚生省
労政局長 修正

20修
正 05 5

公共事業日傭労務者標準賃金準則な
ど

4 8 9 給発第 14号 賃金

厚王百万収局紹
与課長 1947 05 3

公夭争栗 目情万粉百保牛頁笠午只りぴ

ど

4 8

l政府に対する不正手段による支

持請求の防止等に関する法律」に
関する解説 労働立法

建設工業経営研
究会

12修
正 02 48 共同省令第5号について

原語  Bill to protect the government
from uniust claims

4 8 会発第 207号 労 種力市 決 × 1948 20 法律第 171号の運用方針

4 8

一般職種別賃金に関する件 労働
省発基第72号 修正 賃金 労働次官

194712
13修
正 05 法律の趣旨 485と関連 (入力者注 )

4 8 1
聯合軍総司令部指令 政府諸支出
の削減に関して 修正 労働立法

連合軍総司令部
修正

1947.9.

12修
正 05 20 政府諸支出の削減に関して

4820と関連 表題は参考資料1参考
資料2政府に対する不正手段による
支払請求の防止等に関する法律案抜
粋 (19471122、 4810と関連)参考資
料3公共事業賃金に関する従来の方
針について(19471122)参 考資料4
公共事業日傭労務者標準賃金に関す
る件 (1947320、 経済安定本部第四部
長・厚生省労政局長 )

4 8 14 官報 号外 修正 定期刊行物
運輸省 労働省
修正

10修
正 ハ

υ 1 一般職種別賃金表

4 8 1 公共事業処理要綱 労働行政 閣議決定

1946.9.

23 1参

正 05 戦後、経済安定本部 附表 公共事業順位表

4 8 1

公共事業日傭労務者標準賃金に
関する件 労発第155号 修正 労働行政 厚生省労政局長

1947.3

20 1多

正 05 公共事業日傭労務者標準賃金準則
4.8.13参考資料4と同じ(入力者注)附
表 公共事業地方別標準賃金日給額

13



4

公夭争来日備万務石保牛貞笠収
正申請について 経建第64号 修
正 労働行政

経済安定本部建
設局長

!UZlノ ノ

26 化易
正 05 5 公共事業日傭労務者標準賃金準則

4 18

公共事業日傭労務者標準賃金準
則改正について 基発第311号 修
正 労働行政

椎済女疋
^司
う建

設局長 厚生省
労働基準局長
修正

19478
13修
正 5 公共事業日傭労務者標準賃金準則

4 公共事業地方別標準日給額 労働行政

19478
13修
正 05 最低生活基準の策定

4818の続き資料 (入力者注)「第二小
委員会計画案」という関係ない資料あり
(番号4)政府に対する不正手段によ
る支払請求の防止等に関する法律案に
関する意見 (日 付は孫田記入、4820と
関連 )

4 8 2C

一般職種別賃金決定方法に関する
件案 修正 賃金 労働省

194712
9修 正 20 一般賃金7k準変動の測定

一般職種別賃金の概観を得るのに適し
た資料 (入力者注)労働省告示 (案 )、
一般職種別賃金の決定に関する説明
(19471125労 働省)、 資料1-般職種
別賃金決定の方法 (司令部提出案 )
資料3公共事業関係賃金と進駐軍関係
賃金の調節について 資料4基本日給
基準表 参考資料1以下(4813と 同じ)

4 21 各省令 賃 金 各大臣 1947 20 法律第 171号の改正

4 8 22

収層に対する不正手段による支払
請求の防止等に関する法律 法律
第171号 修正 賃金

内閣総理大臣片
山哲

1947_12

12修
正 20 法律第 171号について

4 8 23 基本日給額基準表 賃金 ×

1947.10

.8修正 労働省告示
4816～ 4820に関連 昭和22は孫田
記入 (金額から推定 )

4 24 給与統制法 (仮称)要綱 修正 賃金

厚生省労政局
修正

lV40.4

22 1雰

正 10 給与規則
4 25 労働省告示

承認額一覧表

金
1働
大臣 1947 一般職種別賃金について 4825の 一部と同じ、ただし金子メモあり

4 ●
乙 賃金 労働省 × 申請額一覧表

4 う
乙 公共事業地方別標準日給額 賃金 労働省 1947 10 承認額一覧表

4 28 公共事業日傭労務者賃金一覧表 賃金 X × 各表

14



4 公共事業労務者賃金決定方金| 賃金

厚生省労政局給
与課 修正

47(推 )
修正 05 1 賃金基準・日給額

4 う
０ Labour Reouisition 賃金 占領軍 後 05 4 英文

4 8 GHQへの提出書類
賃金統計資
料 労働省 1947 ｎ

υ 1 GHQへ の資料手書き、英文多数

封筒のメモ書き(赤坂敬子 津田出身
―橋大学から本)赤字は孫田記入
占領軍へのプライベートレターあり(孫
田注 )

1 1 基準法関係通IIX 労働 寺決 給与課長

1 948 Rll

後 05 350 判例など

5 2 1 労働基準局通牒 労働立法 給与課長 1947 05 労基法

労務用物貧対策に関する件 (194759)
労務用物資に関する件 (1947129、 経
本 )

5 2 日本の労働闇頴 労働立法 時事通信社

19469
15修
正 03 30 労基法草案

5 3

口

“

不‖ZZ年夏万 1pl塁手法地 fT規則
作成に関する資料集 基準法施行
準備関係 修正 労働立法

厚 ■ ■ ガ 側 基 準

局 金子個人
修正

1947

修正 05 100 労基法、賃金

5 4 工場鉱山労働法規 労働立法
協調 f:j重菜 7昌本1

音「 1938 01 378 工場法
5 5 芽生 刊号 文 集 不 明

ハ
υ

5 6

聡及ひ鈴 1史用栗務に対する勧舌円
嬢塗 4fh 労働立法など

万側 泊 師 人少 年

局年 少 労働 課 他 不 明 米の年少者の労働事情
5 7 労4動衛生規則案要綱 労働条件 不 明 不 明 20 労働衛生

1

上場 法 関 係 法 1タリ、身体 障 舌 寺 祓 及
瞳客 オキ断 対 嘉 労働立法 不 明 不 明 05 100

健康診断、職工名薄記載の心得 、エ

場法 職ヽ工死傷報告

5 2

労働基準法給与関係施行・解釈例

規草案、労働基準法施行規則案
(第二次案)修正 労働立法 不 明

19476
～7修
正 05 100 給与関係

表紙文字 (孫田記入)給与関係施行
規則 (案)194777賃 金委員会官制案
194778労働基準法施行規則第三次
案(194771)5.36の 作成原稿

5 3 労働保護関係法規集 修正 労働立法 厚生省労政局

194610
修正 01 377

⊥ 物 法 、上 果 万 側 百 最 18年師 )ム、万
働者災害扶助法

5 4

喘不uZZ午法伴弟 :0ノ言明 側丞準
法の施行に伴う政府職員に係る給
与の応急措置に関する法律)によ
る給二す給 lllE目 || 賃金

大蔵省給与局
ζ維 ヽ 修 T 1948 05 10 超過勤務手当、災害補償等の手当て 大蔵省給与局 (孫田記入 )

5 5 独逸における家内工業労働法 労働立法 給与課 1946 05 38 家内労働に関する法律報酬について

15



5 6

万 1Nl基牛沃施行に関丁る節常 修
正 労働立法

労働省労働基準

局

19479
修正 01 労働基準法の内容、手続き方法など 532と関連

5 7

万倒基準法阜果に関する公聰貪意
見摘銀 労働立法

厚生省労政局労
働保護課

19469
修正 05

万働朱 1午、万働契約寺、労働基準法
の内容

8 日本の労働問題 労働立法 社
И
サ

ｎ
υ 30 σ)葺二重こ・角翠言■

9 愛知労政と工場
労使関係・賃
金 愛知労政新聞社

lυ 40 :

30 1易

正
（
υ 10

労働組合、質問など、平均賃金、東京
賃金男の最高

5 不 明 労使関係 不 明 不明
ｎ
υ

合柔種 別万 倒 協 祠 の適 用 車E囲、杯 暇
峯

5 1

労働基準法案解説、質疑応答、一

般資料
厚生省労政局労
働保護課 修正 1946 05 500 労基法、解説及び質疑応答

金子書込みあり 資料 1国際労働総
会に於て採択せられたる主要条約案及
勧告一覧 (抄)2労働諮問委員会最終
報告 (抄)3対日理事会に於ける労働
問題に関するソ連代表勧告及び連合軍
最高司令部の意見 4「労働保護に関
する主要問題」質問に対する意見概要
5労働基準法草案に関する公聴会意見
摘録 6現行労働保護法令の摘要 7
労務者の就職及び従業に関する件 8
現行労働保護関係法規集 9米英ソ各
国労働保護法規集 統計資料

5 1 労働 保 護 法 関 係 働立 ) 師 1946 05 300 表紙 赤 字 (孫田記 入 )未 肇理ヘ
6 1 1 使関{ 不 F

ｎ
ｖ 1

6 1 2 企業 厚生省労政局

19461
修正 05 会社経理統制令

6 1 3 企業 不 明 不明 05 企業再建整備法の改正

6 1 4 労働立法 法制班

1957.3

修正 労組法案の文献の目録

1 賃金の比較試算 賃金 X X 3 年齢別賃金表

6 1 基準法関係メモ 修正 労働立法 給与課長

19478
修正 30 労基法

基準法給与問題関係 (解釈についての

問題と回答の基礎 )メモ (制定過程 )
孫田記入
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6 2 2

労働関係法規改正に関する意見
(:彗こ) 労働立法

日本経宮者団体
連盟

lU46.V

8修正 10 労働関係法改正
労働組合法改正意見 (案)19489労働
関係調整法改正意見 (案)19489

2 労働基準法についてのメモ 労働立法 不 明 不 明 × 労基法 (3枚 )
万働基準局の意義 工場法と労働保険
についてのメモ

2 4 調停委員会以後 労使関係 X 1948 10 調停・国家公務員法についての件

2

万 1Nl有 災吾 葡 慣 1呆 llX法 の 一 剖Sを改
正する法律案要綱 社会保障 不 明 不明 3 災害補償、保険関係の成立及び消滅

2

万働者災吾葡慣保阪委員会第四
回打合会議議案要綱 社会保障 不明 不 明 3 労災保険

C 2
万倒有災吾葡慢保 lllttTJ「 l日 条又
対照表 社会保障 不 明 不 明 05 20 労災保険
8 労災保険事業概況 不 明 1948 05 4 労災保険

2 労災保険事業月報 (9月 分 ) 不 明 1947 05 7 災保険
2 10 :保険事業月報 (10′ ) :B」 1947 05 災保険
2 〔保険事業月報 (11 1947 05 7 険
12 労災保険事業月報 (12月 分 ) 不 E !947 05 険

2 労働関係調整法答申 修正 労働立法

ガ紛法市り香議伝
会長 三宅正太
郎 修正

¨
修

４Ｗ
３‐

正 24 労働関係調整法法案専 JIE
厚生大臣河合良成宛 附属 労働関係
調業法専綱

6 14

全国労働行政主務課長会議 指示
事項 修正 労働立法 厚生省労政局

1946.10

修正 7 労働関係調整法、労働組合法

6 労働関係調整法の施行について 労働立法 厚生次官 修正

194610
15修
正 14 労働関係調整法 厚生省次官通牒

6 労 1行 イ 労働立法 不 明 不 明 労働関係調整法
6 厚生省労発第五〇四号 労働立法 厚生省労政局 1946 13 連合軍関係労働者災害扶助

6 失業保険法案逐條解説 労働立法 職業安定局

1947.8

修正 74 失業保険
6 1 労働関係調整法案       | ウイ動コ→ 不 明 不 明 芳lNl関 係訓整法

6 2C 職業安定法案         | 労働立法 職業安定局
19478
修正 職業安定法

6 2 Draft of Japanese Constitution

例規に関する件通牒 修正

日本国憲法 不明 不 明 日本国憲法の英訳

6 2 22 労働立法 厚生省労政局長

19466
1修正 労働組合法

2
●
ι

厚生省発労第四四号 労働関係調
整法の施行について 修正 労働立法 厚生次官

194610
14修
正 06 8 労働関係調整法 新62246215と同じ ただ [´ ED艦ふιJ

2 職業安定法案 労働立法 厚生省 修正
12修
正 06 32 職業安定法 新62.25給与課長判 金子印 あり

C 2

職発第ニー八号 身体障害者職業
安定に関する件 修正 労働立法

万側泊臓来女疋
局長 厚生省社
会局長 修正

194712
3修 正 06 10 職業安定法 新6226
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6 失業保険法案 労働立法
臓 来 女 疋局 修

正

19478
修正 ｎ

υ 失業保険法 新6227

6 労働関係調整法施行令 (案 ) 労働立法
労収局 (IIE,修
正 不明

ハ
υ 労働関係調整法 新6228給与課長判 金子印 あり

6 28 労働関係調整法案 労働立法
男 収 局 tIEり 修

正

1946

修正 ハ
υ 労働関係調整法 発斤6229

6 労種力糸日捨ド共 労働立法
厚 玉 伯 万 収 局

修正

1946

修正 06 労働組合法 発斤6230

6 30 労働関係調整法案 労働立法
厚生省

"収
局訓

査課 修正

lU40.0.

8修正 ハ
υ 労働関係調整法 新6223

6 労働組合施行令 (案)修正 労働立法 不 明 不 明 06 労働組合法
史料のタイトルは法を脱字(入力者注)
ただしくは労1動組合法施行令(案 )

6 労働関係調整法 労働立法 ハ
υ

”
， 去 未整理ヘ

6 1 労働組合法 労働立法
労働 省 労 政 局

修正
1949

修正 07 労働組合法 新632

6 2 都道府県労働主務部長会議資料
万側 ユ 法 、万

億 関係 労働省 1949 05 400
芳lNl関 係調整法、労 lBl組 合 、労便関
l系

6

全国労働基準局長、全国労働主務
部会、合同会議資料

労働行政・戦
後 複数 1950 05 100

GHQ、 全国労働基準局、労組法、労基
法、失業対策事業、労使情勢、産業災
害

行方不明 ?撮 影資料が不明 記述は
未整理分 (639と対応)ただし,撮影資
料は別のもの。

6 1 官吏減俸問題に関する調査 修正 賃金 社会局労働部 1931 01

凧悸同題、肌悸反対運期の砒 冽、万
働組合運動

2 労働組含法 立 法 土
`

1932 01 1142 組 )

6 3 労働組合法案の沿革 労働立法
fI〔ラ::′モ言〕ヽ ]lJ二 ,1屁多

'正

192912
修正 01 労組法案 (私案 ) 新641

6 1 労働組合に関する各国法令 (― 労働立法 社会局

1930ノ

修正 01 英、仏、独の法令

2 労働組合に関する各国法令 (二 ) 労働立法 社会局

1931 1

修正 01 114 伊、露等の法令

6 労働組合に関する各国法令 (三 た`) 土会月 不 明 01 272 その他の法令

7 1 1 大臣事務引継書 労働行政 労働省

194810
修正 05 ×

賊 貝 衝 薄 、万 側 伯 誠 直 法 、備 止
~17昇

など
7 1 1 法

`予

] × 1947 05 × 労政局 労ヽ働基準法

7 2 2労働省設置法施行令 予政 × 1947 05 X 助省職

7 3 3労働省
`

× ×
（
υ X

7 4 4労働省訓令第 1号 労働行政
郡遭府県労 lNl基
準局 1947 05 X 労働行政、労働省

7 5 5労 lpl省 令第 3号 労働行政 × 1947 × 民臣 :米窪満亮、労働
`
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2

労働省所管行政整理による整理足

員表 (案 ) 労 イ重h行 政 労働省 1949 05 × 行政整理定員表

2 7 6労働省発総第15号 労働行政 労働次官 1947 05 × 労働大臣、労働関係公益法人

2 8

7労働者災署補償保 llA加 人事栗場
数及 7ド労イ|力者数調 労働行政 × × 05 × 保険加入事業場数、労働者数

2 8労働省告示第 1キ 労働行政 × 1947 05 × 平均賃金

10 9労働省局課長名 行政 × i947 05 X 労働省局課長名簿一覧

7 労働基準局長会議大臣訓示 労イ薔1行政
労働大臣米窪満

冗 1947 05 ×

刀働基準法、万 1Nl関係、=国郡■
E肘

県労働基準局長会議

7

都道府県労基局長会議に於ける指

示事項 労働行政 労基局 1947 05 ×

監管課、男災保 lla課 、女宝誅、何王

理 _給与譲

7 2 締計調杏機構縮小反対の理由書 労働行政
阪計機構縮 月`反
対共聞季 昌会 1952 20 労働統計調査

7 2 14 務処理に要する人員配置表 労働行政 1949 × 「務処理人員配置法

労働行政 雇用統計 × X 務概要、係別現員配置表

用人員表 子政 賃金調査課 × × 賃金統計

7 2 (最小)調 千政 労働経済課 1949 × 所要人員、理論生計費係

7 2 1 × × × 07 X

3 1

昭和24年労働省告示第五号第二

條に基く平均賃金決定夕1 労働行政

労働省労働基準
届給与課

lυ OZ 0

23 1易

T 05 ”
， :雨 片業言11・ 2・ 3

3 2 7回都道府県 労働行政 労働基準局 1952 05 2
給与課長争務予l宮云議 、男働泊天伝

議宰

7 3 指示事項 労 lul行 政 × × 05 10 局長訓示、課長総括指示

7 4
剤S追肘 県労働基準局軒樹S職員一

覧表 労働行政 × 1952 05 名簿

7 5 昭和 27年度年間事業計画 労働行政 与課 1952 最低賃金関係、職種別賃金関係

給与課指導係の設置について 労働行政
労 1動省労働基準

局長

1952.6.

4修 正 05
剤S追肘県万1W曝午局長、IIE力万 1Tl墨
準局給与課機構及び事務分割の基準

3 就業規則 (賃金関係項)中間集計 労働行政 労働基準給与課 × 05 4
宝産栗及ひ差栗別果討、宝庄栗現俣
別集計

3 協定額締結事業場及労働者数 悦 イ重1行 IEI × × 05 5
漁法 bll争栗

"1勤
者数、凛法 bll職榎 bll

歩建調
基発第四四二号請員結市りによつて

雇用される林業労働者の平均賃金
について 労働行政

労働省労働基準
局長 1952 ｎ

υ 4 各都道府県労働基準局長、請負給制

7 3 職業分析調査第一次報告 労働行政 × 1951 05 ×

磯 秋 喬 具 上 来 関 係 臓 種 ガ 類 衣 、職 程

別賃金総括表、年齢階級別賃金階級
男ll労 lah者 介 IFI寿

7 家内工業の概況報告について 労働行政
万働管万働基準

局長

1952.6

3修 正 11 家内工業・報告様式

7 12 退職金調査結果表 労働行政
労働省労働基準
局給与課 修正

1952.5

修正 05 20 締計表・概要
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7

民間企栗において退職金需り度中に

採用している退職年金制度 労働行政
万 働 伯 万 1Nl基 準

局給与課 修正

19525
修正 一般的考察、退職年金制度の一般化

14 昭和27年 6月 給与課行事予定 労働行政 × 1952 1 月刊予定表
昭本口24年労lpl省告示第5号第2條
に基く平均賃金決定事情のための
試算方法について 労働行政

労働省労働基準
局長 1952 05 法第12条第 1項

7 林業に於ける平均賃金調査結果表 労働行政
労働省労働基準
局長 1952 06 木材・伐出業、一人一稼働日当り賃金

基発弟442号に基く協足額の承認
基準について (林業請負給制の平
均賃金)修 正 労働行政

労働省労働基準
局長

19526
4修 正 05 林業労働者の平均賃金 PWに 基く賃金を決める

7 1

万働基準法の一部を改正する法律
案 労働行政 × × 05 労働基準法

7 3 1

屋タト労働者職栗別買金調査と一般

職種別賃金との比較 労イ重力行 iEI X 1952 ｎ
υ 全国平均 府ヽ県男||

三刈地万におけるカラ紡産業の実
態調査結果報告 労働行政

労 f動省労働基準
局給与課 1952 06 発展の沿草、生産工程など

7 統計報告調整法 労働行政 × 1952 05 続 計 委 員会 ヽ法 律

労働経済速報 労働行政
労 lDl省労働基準
局給与課 1952 05 労働経済指標、修正消費者物価指数

3 2〔 賃金制度合理化指導指針 労働行政
労働省労働基準
局給与課 1952 05 賃金制度、修正標準職務記述書

綿紡績職務給研究会 日本紡績協会と
労働省給与課、十大紡

5 1 労務研究 v。112 労働行政 日本労務研究会 1959 03 64
仲宗川笠属万働組宙の統一万働覇1網
の内容、など

7 6 1 賃金問題について 賃金

厚生省労政局金
子給与課長

194610
.11修
正 05 × 賃金問題、カロリー 7.71の一部に同一資料あり

7 6

新物価体系策定に関する基本資料
集 物価 大蔵省物価部

19463
15修
正 05 121 物価体系、主要物資新統制価格表

7 6

`第

二冊)新物価体系資料 物価 給与課長

19469
修正 ハ

υ × 物価体系、新物価政策

7 6 4 (第二冊 )新物価体系資料 物価 給与課長

194610
修正 06 × 通貨金融政策、石炭価格打合会 物価安定基本方針 (1946102)

7 6 エンゲル{系数と米価 彰J面
初仙 lT弟二部王
要食品課 × 06 エンゲル係数、米価 4ヽ1a価

7 1 訓話 修正 労働行政 吉武恵市 修正
194610
8修 正 ＾υ × 吉武恵、村岡駒吉、鮎沢巌

77(地方労務官教養講習総講義録)は
一綴り

7 8 1 物価関連追加予算綴 労働行政 給与課長 1947 05 × 労務用物資配給事務 1 lI「 閣 ミ竜彪5■■ふ じ
7 1 昭和 23年度歳出概宣専求喜 労働行政 労働統計調査局 1948 05 × 費用、労働者調査
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7 2

万 101百 災 吾 f南慣 休 瞑 1寺万り云 p■蔵

入歳出概計書 労働者災害 労働省 1948 05 X 保険料収入、保険経費

3

Business Program from January to
March 労働行政 労働省給与課 1948 05 × 給与、労働基準法
4 日23年度一般予算編成概要 労働行政 ::」男ミ 1948 05 × 予算、賃金調査、賃金構成
5 日23年度予算綴 労働行政 1948 05 × 経費、主員会費、労組設立解散状況
日23年度予算概算要求書 労働行政 労働科学研究所 1948 05 × 労災保険費、保険費月

フ

喘 不‖Z3年度 万 泊 助 官 、万 1Nl百災 晋
補償保険特別会計歳入歳出概計 労働行政 労働省 1948 05 ×

万 1Nl石 災吾 fm慢休 l「I、 准 貢 (安全 週
間など)

7 8 昭和23年度労基局予算書 労働行政 給与課長 1948 05 X

基準行取、女宝行政、衝生行政、技育E
者巻成

7 給与問題審議の一般方針 給与

第一小委員会
修正

19475
2修 正 05 × インフレーション、給与改定間顕

第二小委員会作業計画案 194752
暫定業種別平均賃金策定計画(案 )
194764

7

給与局に左の二課を置いて其の事
務を分掌させる 賃金 ×

1946

(推 )

修正 05 最低賃金法、厚生課、賃金制度
71012と71022と同じ 産業報国会の
紙葬侍用(時期 41t申綿 Itl)

7
つ
乙

新物価体系に於ける賃金政策 (メ
モ)修正 物価

厚生省給与課
修正

1946

(推 )
修 下 07 賃金水準、最低生存線

7 笛一次価格許常一瞥寿 物価 物価庁 修正
19477
5修 正 X 主要食糧の消費者価格・生産者価格

7 封 筒 X X X 新 聞

7 金物価関係の安定 労働行政 GHQ 1947 20 金杉引画融]イ系
7 金公聯要求根拠の基準生計費 行 政 X × 05 4 日本人栄養要求量標準

7 物価緊急措置要領 (未定稿)修正 労働行政 物価庁

1947.5.

26 1多

正 05 12
賃金と物価との無限の循環的上昇、
公定価格の調整と据置

7 17 賃金問題に就いて 労働行政
厚生省労政局金

子給与課長 1946 02 40
終戦後における通貨、物価、生計費及
賃金の変動

7

食糧欠配に伴ふ特殊手当支給に関
する件 労働行政 踊信院

¨
修
４Ⅳ
‐Ｏ

Ｔ 5 支給、食糧

10 国民所得と賃金 労働行政

′トオ労響自副司壬主Fうし需
三課

194611
2修 正 × 国民所得など

7 10 20 供覚 労働行政

全通信従業員組
1947 X 労働基準法、最低賃金制

10 21 経済政策に関する事項 労働行政
経済安定本部訓
案

10修
正 × 混乱の克服、安定

金子メモあり、特に戦後の統制政策に
ついて
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7 1
●
ι 労働省機構 労働行政 ×

帥的
師 05 X 大臣官房、給与局など

1枚 ロメモ(孫田記入)、 労働省発足時と
大中冨に異なる

7 1
●
ι "働
組貧の貰釜形態に対する関′b

及意見 労働行政
稗余川県教 育民

生部労政課 × × 賃金引上率
給与局設置に要する経費 労働行政 × × × 給与局職員配 i 71022とイ井合

●
ι

「レイバーアドバイザリーコミッティ」
に関する勧告 修正 労働行政 ×

19467
29 1参

正 10 レイバーアドバイザーコミッティ
り
‘ Cfficial Oreanization of Wase Board 労働行政 GHQ 1946 Sentral Wase Board 71022とイ井合

7 1 賃金物価安定に関する質疑応答 労働 行 政
経済安定本部官
房企画課 修正

194/_10

.15修
正 05

賃金物価関係、労働行政関係、生活
物資関係、官公吏関係

7 2

戦時統制令廃止と工場法の疑義解
釈 修正 労 種力行 政

厚生省労政局
修正 1946 05 X 給与統制に関する要綱

労発550号賃金統制令等廃止に伴ら、給
与行政に関する件(1946926)法 律第
44号国家総動員法及戦時緊急措置法
は之を廃止す(19451219)労 発第598
号の2工場法に関する疑義解釈につ
いて(1946114)労 発第598号 工場
法に関する疑義照会に対する回答
(1946114)

7 3 物価統制令 物 価

1946

修正 20 終戦後

表紙赤字孫田記入 物価統制令 物価
統制令施行規則 物価統制令の施行
に関する主務大臣の件 (194635閣 議
決定 )

7 4 署求事項 労働行政 日本鋼 1 1946 )5 × 鶴見製鉄、本組合承認
7 5 に関する調停案 働行政 1伊知郎 1947 × 福利厚生
7 6 働行政 × 1947 × た外労働者、坑内労務者

7 賃金物価関係の安定 労働行政

仕果泉央及蒙り‖H
新西蘭及印度代
表部 1947 × 結論並に勧告の趣旨、実質賃金

7 8 刀価統制に対する意見 杉引面 X × Э2 × 経済運反一般の特質、宮利 1生

7

鶴縮釜のインフレーション防止効果
について 物 価 × × 02 × 数式、補給金産業、租税負担額
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物価統制に関する効令案喜綱 物価 X

姥
修

４円
‐６
正 05 X 物価の安定、価格統制

最近における賃金物価の推移 物価

経済安定本部総
裁官房調査課 1947 05 × 賃金の動き、定期給与

12 給与局設置に要する経費 給与 X

‐９４６
⑪
幌 05 X 最低賃金、賃金制度

産業類及び馬鈴の価格決定 物価 X 1947 05 × 生産者価格 、パリティ計算

l 1

昭不口25年国勢調全、央又運肛軍畏
員職種の職業分類符号表 統計行政 総理府統計局

う
ι 英和辞書

ε 1 日本標準産業分類第 2巻 締計行政

続計委員会事務
局 1950 産業分類

1 職業名解説表 統計行政
労働大臣冨房労

働統計調査部 30 蹴業名一瞥

1 査員必携

勢調査必携別冊

統計行 ] 谷理 l 局 1950 の趣 旨

1 統計行 ] 内閣糸 1940 54

1 小委 員会報告第一 締 計 行 日 X × 05 × 分 萄

2 1 日米比較 統計行政
統昌†賛貝云事務

局 1950 05 X 第14回 センサス中央計画

2 工業労働関係職業分類 統計行政 X X 05 X 職業分類

8 2

人口動態調査における職菓及び産
業記載の手引 (案 ) 統計行政

厚王天巨 目房執

計調査部 06 × 死亡届

8 2 4
嘔 不‖ZO年 国 勢 調 嶋L′羽胴えf黒

'P'唄
唄

目表案 統計行政
万 側 泊 ガ 側 机 昌T

調査部 1950 05 × 職業分類

3 1

昭和十五年国勢調査産業分類及
職業分類 国勢調査 厚生省労生局 1946 07 54

昭 不u†立 午 国 勢 調 貧 圧 来 ガ 頌・臓 循
表

8 2

CLASSIFIED INDEX OF
OCCUPAtt10N

職業分類 (米

国 )

US Department
Of Commerce,
Bureau Of tthe

CENSUS 1940 ハ
υ × 米国における職業分類

8 3

CLASSIFIED INDEX OF
OCCUPAT10N

職業分類 (米

国 )

uじ りepartment
Of Commerce,
Bureau Of The
CENSUS 1940 07 × 米国における職業分類

8 4

CLASSIFIED INDEX OF
OCCUPAttION

職業分類 (米
国 )

US Department
Of Commerce,
Bureau Of The
CENSUS 1940 07 × 米国における職業分類

8 5

CLASSIFIED INDEX OF
OCCUPAT10N

職業分類 (米
日日)

Ubり epartment
Of Commerce,
Bureau Of The

CENSUS 1940 ｎ
υ × 米国における職業分類
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ε 6

Workers on Metal and Metal
Products ...

械栗分類 t木

国 ) × × 4 職業分類 (鉄鋼、織物等 )
8 職業分類幹事会議事録 職 : 分 X 1949 07 1949年 2月 5日 職業分類幹事会議事録
8 8 案 分 労働統計調査部 1950 ｎ

υ 職業分類 (日本 )
8 1950年 国勢調否用産業分類 [分相 X 1950 ハ

υ X 産業分類 (日本 )
昭本口25年目勢調査用職栗分類瑣
目表 職業分類

統昌†憂員家 lla栗

分類専門部会 1950 ハ
υ × 職業分類 (日本 )

ε 工 業 労 働 関 係 職 業 分 類 職業分類 × × 07 職 分類 (日 本 )

ε 断 jヤ資料 つ
・

つ つ
・

ｎ
υ

? 断片的な資料

〔 4 1 職 分 柏 ・ 西 菫 今 柏 写 計行政 × 1949? 05 × 国雪調査、職業分類
ε 5 1 職

`)糞

百i野米斗 行 政 × ×
ハ
υ × タイ圭i i料/国勢調査・職業分類

8 5 2 日召 口25年国勢調査職業分類 統 行 II F統計局 1950 05 ×

8 3 国際職業分
一一̈
一ロ
統 イ予] 助事務 1948 05 国勢調査、職業分類

8 4 Classified Index of Occuoation 統 行 政 X X 06 42 19401F

ε 5 コ勢調査員必携別冊

`予

II 内閣統計局 1940 54 1940年 国勢調査

5 C

An International Classification of
Occupation 統計行政 ILO 1948 国勢調査のための資料

6 1

u“不uZb年国勢 調食 用職 栗 分 類 唄
目表 (案 ) 統計行政

統討委員宏職栗
分粕菫門部全 1950 14 職業分類、国勢調査

6 職業分類幹事会議事録 統計行政 不明 1949 職業分類

1 1 各種産業分類対照表 統計行政

労働省大臣冨房

労働統計調査部

1952_5

修正 06 国勢調査、職業分類

1 職業分類バンフレット 統計行政 X X 06 120
職菓分類資料 (1940ア メリカの職栗分

類など)

1 3 19回統 計 委 員会 議 題 統 計 行 政 × 1950 ハ
υ 100 職業分類項目表

9 2 1 不明 (職業分類 ) 統計行政 × × 07 150
特殊 III能工、生産工程従業者、及ひ

単純労働者、大分類 4・ 5・ 6

2 2 不明 (職業分類 ) 統計行政 X × 07 100
持殊授肩
=⊥
、生産工程征栗有 、及ひ

単純労働者 、大分類フ

2 3 職 E 分類草案 統 十行政 労働′ × 05 者

9 2 4 職業分類草案 統計行政 労働省 X 4 子 造の職業

2 国 調査 締 十イ〒] 総理府締計局 1950 ｎ
υ 1 査の調査表

2 ミ名及職業名索引 統 十イ青 内閣統計局 1931 ハ
υ 120 X

7

国勢調査の試験訓査用産菜分類
内容例示 統計行政

統討套員云職柴

分類専門部会 1950 07 24 ×

9 2 8 職業分類内容例示 締計行政

統討委員会職栗

分類専門部会 1950 114
その他の特殊 III能工、生産工程従栗
者^及 7ド粕 ll・l行 業者

職業産業アルフアベット索引 統計行政
統計委員会事務

局 1950 ハ
υ 82 ×

1 ヨ勢調査の小委員会構成 統計一 ζ X 1949 05 100 国 調 査の準備資料

2 センサス調査 ,計一 ζ 総理府統計局 1950 ハ
υ 120 国勢調査、標準産業分類案等

9 3 3
喘 不‖ZO年 国 勢 調 貧 、央 X違 瞳 早 安
員職種の職業分類符号表 鮪計 -10 総理府統計局 1951 07 24 進駐軍要員職種 (英語・日本語表 )
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4 1

賃金雇用調査及び個人別賃金調
査結果 賃金 総理府統計局 1948 （

υ 毎月勤労統計調査との比較

4 雇用状態調査結果概要 修正 統計一般 不 明 1947頃 〕5
産莱別雇用状態、地域・性別の雇用
J★熊

4 事業所統計調査結果速報 締計 -10 総理府統計局 1947り頁
圧来入ガ類万り現来非現果争果 FJT、 征
業者数

4 労働統計調査懇談会 {動糸 1949 14 会の発言記ξ

4 般 不 明 不 明 38
屋用状態調査について、失栗保 ll■関
係統計報告

4

Of

Occupation
lnternational
Labour Office 1948

4 業分 総理 l 1950 07 1

4 総理 l 1950 ｎ
υ 4

4 1940年アメリカの職 総理府統計F 1940 05 20

4 10 ミ理 l 1947 ハ
υ

4 工 不明 X ハ
υ 35 第一 lll能 労働者 第ヽ二半枝能労働者

4 12

Major Occupational Groups and
Divisions 行 政 不 明 不 明

ｎ
υ

4 1 表 不 明 1949 ハ
υ 分 (職業・教育関係 )

4 14 国勢調査の調査区 不 明 1950 ハ
υ ×

4 15 不 明 1949 ＾
υ 13

運輛 関係 、通 信 征 畢 有 、工 栗 ′J｀委 員
会 決 申 室

4 の ノlヽ国

'理

不 明
ｎ
υ 10

4 雇用統計月報第 11

万1Nl種万1Nl統員†
調査部雇傭統計
調査課 修正

19495
修正 07 23

4 18

万1動 Vt員†訂可
`筐

局
雇傭統計調査課
修正 1948 最初の雇傭統計調査課の仕事

9 4 1950 01 181 名、説明及び内容例示

9 4 20 幹事会の意向 計一般 統計委員会 1949 ｎ
υ

職業索引表作成に対する指示、職菜
分相第 2草案に対する希望・意見

4 21

ロノ`一卜・S・キ
ンビー 不 明 07 6 海外労働市場、戦前

4 不 明 1950 ハ
υ

4 23 不 明 不 明
ハ
υ 8 ILO、 アメリカ、日本の定義

9 1 一般

統計委員会畢務

局 05 150
標準分類貧料 、山トイツ、フフンス職
彗とるヽき百

10 1 1 (第 18回～ 21回 ) 家 計

厚生省労収局労

働統計課 修正

労働省労働統計

局調査局労働経
済課

1946 05 10 生計替 (大都市のみ ) 目録では 1012と入れ替わっている

1 2

都市別二週間生計費総括表 (第 1
回～26回 ) 家 計 1946 05 14 生計香 (大者Б市のみ )
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1 1

Ill雨別―世帯当り二週間生計費
(第 13回～17回 ) 家計

厚 王 泊 万 収 局 刀

働統計課 修正
1947

修正 05 14 生計費 (大都市のみ )

1 1

郡 r13別―世帝当り二週間生討質
(第 1回 ～12回 ) 家計

早王百万収局男

働統計課 修正

1947

修正 05 生計費 (大都市のみ )

1 都市別5人世帯当り二週間生計費 家計
内 閣 統 昌T局凋 賀
者価格調査 1946 05 1 生計費 (大都市のみ )

l Б市別二週間生計詈 家計 合与課長 1946 05 生計費 (大都市のみ )
1 7 消費者価 家計 内閣統計局 1946 05 2 生活用品の物価、CPS

1

勤労者生活事情調査要綱 (通牒 )
修正 家 計

厚生省労政局給
与課

19461
修正 05 4

生計費 (調査目的・時期・対象・方法な
ど)

勤労者勤労生活事情調査の件

(1946125)勤 労生活事情調査要綱
(1946122)

2 勤労者生活事情調査報告書 家計

厚生省労政局給

与課 1946 生計費

2 勤労者生活事情調査報告書 家計

厚生省労政局縮
与課 1947 5 生計費

4 勤労者生活事情調査報告書 家計

厚 生 泊 力
.側
基 準

局労働統計課
修正

～4修
正 生計費

2 勤労者生活事情調査報告書 家 計

厚生省労政局給
与課 1946 05 24 生計費

2 勤労者生活事情調査報告書 家計

厚生省労収局給

与課 1946 05 200 生計費

10 2 勤労者生活事情調査概況 家計

厚 生 泊 ガ 以 局 綱

与課

:U40.:

修正 05 20 生計費

10 2 勤労者生活事情調査結果表抜粋 家計
l旱玉 百 万 収 局 綱

与課 1946 05 14 生計費

10 2 都市家計調査結果表収支総括表 家計 不 明

1 94

47? 05 1 総数・給料生活者・労務者

10 10
郡 中 ス 言T調食 積 未 衣 ス 昌T買 内 訳
表 家計 不明

:U40

47? 05 1 総数・給料生活者・労務者

10 2 勤労者生活事情調査要綱 家計

厚生省労政局給
与課

1946´V

47 4
生討質 (調査日的・時期・対家・万法な
ど)

10 3 1

最低生活基準の決定方法 (英文)
修 T 家計

労働省労働経済
調 修T

15修
T 13 生計費

ボールペンの字は孫田記入、作成部署
は孫田の記憶による

10

1人当り1日 当たりの摂取した力口
l,一昌 家 計

労働省労働経済
課 修正 1948 05 20 生計費

史料にS(N)utHJon secJon Werare
Ministryとあるが,厚生省栄養課の素材
を使って労働省が作ったもの (孫田注 )
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3

まね返りを見込んだ七月の生計費
|五人家族 ) 家 計

労働省労働経済
課 修正 1948 05 1 生計費

史料には労働基準局給与課とあり、た
だし仕事内容から労働経済課と推定
(孫田注)金子氏が給与課から統計課
に移ったときに 人間を引っ張った

4 P.S.と最低生計費との比較 家計 不 明 1948 ハ
υ 1 生計費、CPS

3

東京都世帯人員構成別最低生活
書 家 計

労働省労働経済
課 修正

1948.6

修正 05 1 生計費

史料には労働基準局給与課とあり、た
だし仕事内容から労働経済課と推定
(孫田注)金子氏が給与課から統計課
に移ったときに 人間を引っ張った

4 1 消費動向調査集計結果表 家計・物価
隆済企画庁調査
書B 1957

国民生渚 (一般世帝の樹S、 展栗世帝

の部 )

4 2

収止戦後基準 =郡 巾凋貿
小午傾

数について 締計 -10
確■ lT調食 司ゝ赦
計課 1955 70 国民生活 (CPI他 )

4
限界泊質性同から兄た塚討凋貿の

動向 統計一般
経企庁調査局統
計課 1958

国民生清 (限界凋質性 1可 、FJT侍弊刀

性 )

4 消費品目分類内容例示 家計・物価
公
心 汁月 1956 消替品 目分委

4 家計費目分類内容例示 家計・物価 念 1956 05 十番 目分

1 4
尿歴生漕水準に関する調整政策に

ついての報告 蒙計・Ith価
国際連含経済種

会事務局 1957 06 国民総生産、所得配分

4
家庭生活水準に関する訓整政策に

ついての報告 (その 2) 家計・IIn価
国際運含経済種
会事務局 1957 06

■ll盃給何 、大栗保瞑 、fI云休厚 I―

い¬〔

10 5 1 大蔵省生計費 家計 物価庁 修正

1946

修正 05 生計費 表紙は給与課長 (持ち主 )

10 2 大蔵省職員家計調査 家計

経済安定本部生
計書課 修正

1945～
48 05 86 生計費

表紙は給与課長 (持ち主)職員家計調
査結果表 (1948720,1948224,
194813, 19471020, 1947.830,
19474.10,19471210,日 付なし1946
年分のもの )

3 票準生計費 修正 家計 不 明 1946 05 生計費 表紙年号は孫田記入

4 職員家計調査結果表 家計

経済安定本部物
価局生計費課

13修
正 05

1052の資料に入れ忘れたもの (入力者
推定 )
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10 1 都市別家計調査 蒙計・物 価

経済安定本部、
厚生省労政局労
働統計課 修正

1946～
47 ハ

υ 200 生計費

都市家計調査結果表(19478分 )世帯
構成及実収階級別一ヶ月平均収支内
訳 (194611分)都市家計調査結果表
(19464. 19479`0)

10 2 都市家計調査結果表 家計・物価
厚 王 伯 万 収 局 万

働統計課 1946 05 20 生計費、都市別、世帯数

10 3 都市家計調査結果表 蒙 計 ,Ith価
厚生省労政局労
働統計課

1946～

47 生計費、都市別、世帯数

10 4 都市家計調査結果表 家計・物価
厚 玉 伯 万 以 局 カ

働統計課 1946 05 7 生計費、都市別、世帯数

5 都市家計調査結果表 家計・物価

厚生省労政局労
働統計課 1946 05 20 生計費、都市別、世帯数

6 都市家計調査結果表抜粋 家計・物価

男働管
"lNl統
討

調査局労働経済
言果

1946～
47 10 生計着 都ヽ市卯|ヽ 世帯数 19467´V19478

6 都市家計調査結果表 蒙計・IIn価

万 1Nl泊万 1pl統昌†

調査局労働経済
課 1947 生計費、都市別、世帯数

6 8 都市家計調査結果表 家計・物価
厚 玉 伯 万 峡 局 万

働統計課 1947 生計費、都市別、世帯数

7 1 専門委員会標準生計費関連資料 家計

編与番議云尋「1

委員会用給与課
長編 修正

1947.2

修正 05 160

生計費、家計調査 (者6市別、東京・名
古屋・大賑ただ)

7 第二委員会資料 修正 家 計

給与番議会第二

委員会用給与課
長編 修正

1946.12

5修 正 05
生計費、家計調査 (都市別、東京・名
古屋・大阪など)

10 3 標準生計費 (物価庁調 ) 家計

経済安定本部物
価局 修正

16修
正 05 160

生計費、生活水準、農家現物収支対
照表 表紙年月は孫田記入

正常最低生活基準 家計

縞 与 誉 議 云 弟 一
ノ:ヽ黍 昌会 修 T

lU4ノ

修正 05 34 エネルギー摂取、住居規格基準

10 7 正常最低生活基準策定資料 家計

給与番議会第二

小委員会 修正

1947

修正 05 150 生活水準 10740D・iS米斗櫛扁

1 1 日本鉄鋼業と職階制度
駄 硼 来 の 賊

階制度 日本鉄鋼連盟 1950
職階市り度における詰問題、職断 u委

昌会附帯調杏報告
職階制専門委員会報告、里村春高 (富
士製鉄 )

1 2 現下賃金安定の具体策 賃金制度

H不 収 お 確 済 釧
究所 1948

員 笠 女 疋 、員 王 体 糸 υり埜 偏 、日貧 肛

員の給与の問題 研ヽ究通信

1

生産作栗に於ける職務糸タリ並に職
瞳賃金格差

告子工場り副司任≧

一 瞥弟 日本鉄鋼連盟 X 06
員笠 借 た 、liX粉糸夕り、最 尚霰 1`頁王 、
能率 給

1 4 新らしい労働賃銀 雪金闇頴 産業復興会議 1947
貰銀 1日上 けと圧栗優興 、呆呆郡 日田

及ヤミ物価指数表

1 5 十条製紙労務管理資料 労務管理 十条製紙勤労音『 1958 労 1動 力・賃金管理 、福利厚生管理
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1 職務給と労働組合 職務給
十条製織労組書
記長大野茂窮 1963 05 14

生店保障か買釜の第一原則、職務給
と産業別統一交渉

11 1 7 賃金討論集会テキスト 職務給

日不労組総同盟
総合調査委員会 1960 06 合同酒精の職能給設定、職務給制度

11 1 8 賃金討論集会テキスト 職務給

ロハ ガ 租 綱副pl出

総合調査委員会 1960 06 100
†宋我 棋 、本 国枚 勁 、呆 示 電刀 、女 川

電機 、日本放 送 協 会

1 能率給の問題 能率給

日不 王 圧 ほ 不 司S

賃金問題研究会 1960 05
縞 与 市りの 語 原 貝り、調 食 及 ひ 調 食 長 、

プレミアム給与制or出 来高払い給与制

1

昭相 27年二栗の媚陀1壻市u言子、多竃沐斗
1 職階制度 X 1952 7

作栗職旱、分類、職形灰、畢務破 flTIT城
堂 職ヽ落評価

1

臓 分 市り反 夫 地 ロリの縞 与 杯 糸 、貧不キ

2 職分制度 X X 05 4
墨
^編
、臓務刀‖昇、肩踏 編、家族千

当、特殊作業手当

1 12 職 /7■N悧1庁 に 関 す る協 7書 今 文 制度 主友金属工業 1960 05 綱

2 1

正栗確日調宜安貝云によ0果 )キ週
信 (株 )監査報告 企業 労働省 1948 06 10 東洋通信 (株 )監査報告
2 1947紡績賃金 金 日本紡績同業会 1947 × 綿紡賃金

2 職務給規定 企業

瞳淵柄碩 t休リバ

垣工場 1950 05
賊 務縞 規 疋 、職 務 積 丞 、来積 食 疋安

素

2 西陣機業に於ける労働事情 企業

示者|;肘労 1動音|∫男

政課 1950 従業員、労働時間、賃金、労働組合

2

工場 に於 ける晨ス通動者に関する

調杏 企業

井森陸十、冨出

嘉郎、山根常 男 1949 X

変知県四刀u戊郡挙甘口J卜 J夕 日馴早
工業 (株 ) 挙母町 (ころも)は現豊田市

2 賃金資料 企 業

示 郡 万 1Nl塁午 局

給与課 1950 05 × 賃金指数 毎ヽ月賃金調査結果

2 7

l=争万J憂,1雌積ノ席、ヨ駅日+lllll)ム じヒカ
式 修正 企業 × × 05 × 評価点数表

2 8 大理石概説 企業

休ヽ ,大稿 、人 埋

石商店 1950 05 ×

亦 坂 ufr宝 生 幽庄 1じ伯 訊 明 、看 有 の種

精

2

不1落における7■会的階層 1じのスケ
イルについて 研究資料 山本登 1950 （

υ X 日本社会学会第23回大会研究報告

2 10 什 墓 和瞑 確 給 ノ評 価 方 法 二 東オテ 賃 金 X X 02 l■事別基礎給

経験工初任給算出例 雪 金 × × 04
無縫願工人初任給基準、給男ul■争給

昇給基準表

綱 産 東京都交通局 1946 05 正

2 個人給ノ制定二就テ × X X 賃金制度

14 日本的給与制度 賃金 労働科学研究所

lU44 Z

修正 X 生涯給制度、作業給実施方法 日本の賃金体系百年史

2 東洋レーヨンの概況 企 業

東浮レーヨン

(株 ) 1950 03 東洋レーヨンの生い立ち

1 労働法学研究会報別冊資料第 1号 賃金 労働法学研究所 1961 03
年 切 肝 夕」型貞

=、
臓 再じ編 の考 え力 と

イ乍しJ方

Q 2

年 功 円 人手 営理 Tll度 の遊 ltlじ につ

い¬[ 賃金

日不王圧 1■不司1

生産性研究所 1961 05
住友金属の職分市り度 t実施までの維

緯、概要、問題点 )
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3

万働組含幹測∫尋門講性・貧料 (頁

金 ) 賃金 日本労働協会 190
刀租事部回けの講崖 t貫釜

'で
使 用さ

れた資料

3 資料 職務評価 × X × 作業職掌代表職種職務評価格付

級制度パンフレット 級制度
東洋レーヨン人
墓部 X 30

果 ,キレー ヨン 、叙 TllFxυ′し みヽ 、祓 市リ

度の運用方法

3 級制度の現状と運営 級制度
栗
'平

レーヨン人

事部 1959 ×

東洋レーヨン、紋 Tll度の構成要素、緻
制度の現状の運営

4 1 労働統計月報第 10号 労働統計

二 升 跳 Lu万務 司
調杏 誤 1949 06 28

二升孤 Lll、 出灰肩
=挙
種移衣 、家族備

成別人員比率図表

4 鉄鋼賃金10年のあゆみ 賃 金 日本鉄釧運盟 1958 01 後の鉄鋼賃金の歴史

4 3 賃金統計経営者団体調査 賃 金 X × 05 ×

昭不口20年代個別企業の賃金統計を集
めた資料

5 1 職務給の研究 賃金

金子美雄、製薬
業職務給委員会

30修
正 01 144 民間賃金、職務給、賃金制度

5 2 民間産業に於ける職務別給与調査 賃金
芳lul省 労働統討

調査局

1948.11

修正 06 民間賃金、賃金制度、職務給

制概要 賃 金 王 子 1949 （
υ 34 民扁 金、賃金制度、職務給

4 L‖贋表 金 三菱 1 機 1950 141 民間賃金、賃金 職務給
5 日本油脂株式会社職階制規則案 賃 金 日ズ疇由‖冒 つ 10 民間貫金 、賃金制 l 職務給

6 当社職階給給与構成 金 日オC自‖冒,デ {動課 1949 民間賃金、賃金制度、職務給

5 7 制度調査報告書 賃 金

三井狐 Lu市り度調
杏碁 昌会喜落島

lUOU.Z

修正 70 民間賃金、賃金制度

8 標準職務手順表の解説 雪 [ 三菱 i 1950 05 賃金 、賃金制 Fx

9 職階制の栞 三菱 1 1949 05 30 罰賃金、賃金制度、職務給

10 日給者基準職務格付一覧表 三菱「 機 1949 05 110 民間賃金、賃金制度、職務給

11 三菱化成繊維本部職務給制度 賃金

二変化灰繊維不

部

1950月可
後 05 民間賃金、賃金制度、人事制度

三菱化成繊維本部の資料 賃金

二 柔 1鍬 概 維 小
音F

1 950Bll

後 05 4 民間賃金、賃金制度、人事制度

職階給制実施要綱 賃 金 王子製紙勤労書 1949 05 18 民間 憎員 金、賃金制度、人事制度

11 14

ソ運 邦に於ける給与市り度と労 lNl基
準 賃金 王子製紙勤労部 1949

０
４ ソ連邦に於ける給与制度・労働基準

11 要素別等級表 賃金

(王子裂織 ?'動
労部勤労課 雌 職務給のための職務分類

11 職名職務内容総覧 職務内容 王子製紙動労 1949 光名及び職務内容の説明、王子製紙

職階給制実施要綱 賃金

(土子 製紙 ?,職
階給制実施要綱 1949 18

職階 嗣1度と結 与 、氏同 員笠 、買 笠 制

慮

1 1 渉外週報
足 /Jl刊行物
等 不 明 1946 142 渉外週報

1 2 決議文 労働行政 内山正人 1947 06
日偏労lNl者に対する特令需り足要望

書、公共事業運営に関する要望書

1 3 関経協報告第九号 労働条件
関東経済有協宏

協力部 不 明 06 職・工員の身分制撤廃について
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12 1 4

有灰非冨唱産対末晏綱 (閣議決
定)修 正 産業 内閣 修正

1947.10

3修正 06 産業政策

12 1

戻llBttlNl看福 lll厚生拡充の件閣
議真請理由 労働条件 給与課長

1947.11

修正 4 炭鉱労働者福利厚生 表紙赤字孫田記入

1 三横通達20第六三号
万働朱件・頁
令 所長 1945 就業時間、賃金制度

12 1

発労第一号 労働争議の調停に関
する件依命通牒 修正 労使関係

り早土 泊 万 以 局

長、内務省警保
日長

1945.11

12修
正 労働争議

12 1 (別紙)終三秘令第三六五号 占領政策
終 瓢 運 給 甲 大 手

務局 1945 連合軍進駐軍の経費

12 1 石炭生産確保緊急対策二関スル件 産業 不 明

194512
4修 正 石炭生産確保緊急対策

12 1 臨時復員対策 失 業 金子技師 1945 ｎ
υ 60 臨時復員対策 第八 十 二 回帝 国議 会 一般説 明資料

12 1

財団法人国民勤

"動
員磯護裳ヘ

の疑義照会 修正 労働行政 小畠黍牛

194510
.8修正 06 戦前

12 1 12

国民勤労動員令廃上に関する勅令
(案 ) 労働立法

厚生省 (推 )修
正

1940V
28 1参

正 ハ
υ 22 国民勤労動員令廃止に関する勅令

1

レイバー・アドバイザリー・コミッテー
勧告 労働立法

厚生省 (推)修
正

iV40ノ

27 1易

正 06 120
日本における労働立法、労働組合法、
労働保護法、組合関係等

「レイバー・アドバイザリー・コミッティー」
最終報告

12 1 14 緊急労務供出令 労働行政
厚生省 (IIE'修
正

iV40 1U

2修 正 05 3 労務供出

1 徴用解除に関する件 労働行政 厚生次官

1946.2

28 1参

正 05 8 徴用制度、終戦

12 1

ボツダム亘百の条項受話に全る経

緯 占領政策 不 明 1945 ポツダム宣言
1 法 改 正 軍 案 日本国憲法 不 明 不 明 05 憲法、草案

1 通秩序確立対策要綱 国 I 不 明 1947 05 22 流通

12 1 国際憲章予備草案 国際 不 明 不 明 05 蚤済政策、雇用、国際連合

12 1 20 職業政策に関する件など 占舗 iE●告 /1・ガ GHQなど

194511
28 1多
T 05 7 職業政策、労働者の就職及び従業 日本政府に対する覚書

1 賠償施設撤去措令に伴う労務対策 労働行政

商工省賠償課

修正 不 明 05 4 賠償施設の撤去、賃金水準

1

国民勤労動員援護会解散後の○
○事業実施方針 労働行政 不 明 不 明 05 1 雇用扶助費、徴用慰労金
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2 1

占領軍指令に関する賃金安定、労
組民主化、労働政策 労働行政 金子編

1948～
1949

修正 ハ
υ 200

GHQと賃金安定政策、業種別、労働
基準法

19481210)、 吉田茂総理宛マッカー  |
サー書簡 (司令部発表、19481219)、
総合施策大綱案要旨(抄 )(安本事務局
案、19481223)、 総合施策案成る(朝
日切抜、19481227)、 経済安定方策案
(労働省案、19481228)、 経済安定方
策と労働施策について(労働省、安本と
の連絡会議に提出、19481229)、 賃金
安定方策 (労働省、194914)、 民主的
労働組合及び民主的労働関係の助長
について(労働省発令第32号、
19481222)、 経済九原則実施に伴う失
業対策 (194914)、 賃金安定方策(案 )
(194915)、 賃金安定方策に関する参
考意見 (労働省、1949.1.5)、 総合施策
大綱案要旨(抄 )(安本事務局案、
19481223)、 経済九原則実施に伴う労
務対策 (安本提出、194917)、 企業合理
化資金も考慮 (朝日?、 ?)、 賃金安定
に三原則徹底 (東京、194919)、 税制改
正に重大関心 (毎日、194919)、 生産
の阻害許さず (朝日、1949128)、 労資
協議会の勧告発表 (?、 ?)、 労資協議
会の結論 (時事、1949130)、 レート300
円を前提 (読売、1949126)、 社説直接
続制か間接続制か (?、 ?)、 標準賃金
制を考慮 (朝日、1949122)、 九原則と
今度の労働運動 (?、 ?)、 炭価の調整
に焦点 (日 経、1949122)、 食糧品等に

補給金 (朝日、1949126)、 戦後経済の
概況と今後の問題点(経本企画部調査
部長、194924)、 経済施策の基本的考
え方について(私見)(経本企画部調査

課長、194924)、 労働法規の改正を強
力に指導援助 (読売、1949.2.8)、 インフ
レはどう収まる(1券田貞次、日経、

i2 3 1

嘔利ZU平 77J下弟04Z言不ソγム亘
言の受諾に伴ひ発する命令に関す
る件に基く労働に関する団体の主
要役職員への就職禁止等に関する 占領政策 厚生運輸内務省 1946 8 産業報告会、協調会

2 国際特信断片
面積 収 末・足
期■l行物 国際特信社 1946 40

反動選李法による反動総選李、反共

統一戦線

法律 財政等 金子美雄等

1949肩同
後 200

シヤワフ祝市u使即回、万働管誠直法 、

勤労統計、雇用状態調査 労ヽ組法

4 1 企業整備に伴う退職金の支給状況 賃金
万働統討調食司

`賃金調査課 1949 40 退職金形態、算出法、近況
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4 2 退職金規定調査 賃金

労lpl統計調査部
賃金調査課

194710
修 T 退職金算定基準

4 3 都市家計調査 家計 物ヽ価
労働省労働統計
調杏 島

194ノ

19483

修正 200 都市別家計調査 表紙ボールペン字孫田記入

1 4 賃金構成調査結果表 賃金

労lNl基準局労 lpl
統計課 1946 45 会社男1、 職業別、平均給与 194611月 調査分

1 4

終戦後の物価の推移、労働者生活
に関係して 物価

力・1勤■力側統員T

調査局労働経済
課 1947 40 小売物価指数

4

経済再建初年度においてとらえる
べき主要経済対策の骨子、未定稿 経済計画 不明 修正

1948
修T 05 100 経済再建対策方針

経済再建初年度においてとるべき主要
経済対策の骨子 (第二次草案未定稿)
(経本官房、筆写不明、194823)、 今後
六ヶ月の経済情勢の見直し
(1948128)、 1948年の経済状況判断
(経本物価局、1948113)、

4 7 標準生計費資料第二号 家計、物価 不 明 1947 06 40
業種別労働人口、平均賃金、時間比
茎

赤字金子記入、ボールペンは孫田記

入、暫定業種別平均賃金算定の基礎
数字について(1947619)、 官公職員の

給与水準について (閣議決定、
1947513)
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1

全労基局配布資料、昭24-6給与課
長会議西1布替料 賃金

労働基準局給与
言異管令需‖睫テイ系

19496
修正 05 188

日雇労務者賃金調査、三共製薬不払
い

第二回都道府県労働基準局給与課長
事務打合会日程表、一般職種別賃金
の改定を必要とする理由(1949625)、
(二 )決定又は改正の方法の改善関
係、労働省告示第四号に規定する職業
の認定基準について(案)(1949625)、
主要食糧不正受配絶滅対策の実施に
ついて(中央経済調査庁次長、
1949516)、 昭和二十四年度労務用物
資配当基本計画設定要綱、昭和二十
四年度上半期煙草労務加配配当計画
表 (経済安定本部物価局、1949415)、

昭和二十四年度上半期酒類労務加配
配当計画表、啓蒙宣伝実施状況報告・

工場事業場及寄宿舎等の調査数及調
査官の調査に当りたる人員数・対象別
による不正受配並に処理状況調・寄宿
舎飯場等不正受配並に処理状況調・不
正受配推定人口並に石数報告 (中央経
済調査庁、5月分)、 (三 )緊急失業対策
法、(四 )受刑者関係、最低賃金関係資
料 (国内関係 )、 最低賃金関係海外資
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5 給与課長会議資料 賃 金 労働基準局

1948.9

8修 正 05 138 配給、賃金、月収

指示事項、給与課事務分担表(給与課
長宮島久義、194898)、 一般職種別賃
金の改正に関する件 (労働省発基第15

号、1948818)、 一般職種別賃金の改
正について(労働基準局給与課長、本
給発、1948831)、 公共事業直傭労務
者標準賃金改正について(労働基準局
長・経済安定本部建設局長、基発第
1294号、1948818)、 土木建築業及び
貨物運送業に於ける一般職種別賃金
改正方法、石けん及地下足袋等作業用
品の労務用配給実施要領案 (経本生活
物資局・商工省生活物資局、
194862)、 業種別分類に依る労働者平
均月収表 (1948.6分 )、 CPS資料 (1947.8
～1948)、 労務用加配米割当資料、官
報(Pw額 )

1 1 アメリカにおける賃金決定機構 賃 金 金子美雄 1959 06 賃金決定方式、職務評価

13 1 転機に立つ賃金 Fnl題 賃 金

笠子夫雄・天刈

内その他 1959 03 D 『生産性』、年功賃金・歴史
1 ムい能力の算定法 賃 金 金子美雄 1962 03 生 産

13 1 4 支術革新と賃金 賃金 金子美雄 1960 03 労 1報』賃金水準 、賃金格差

13 1

杯質改善の焦 点、買釜■ll度の fJTし

い方向 賃 金 金子美雄他 1959 03 『経営者』体質改善、職能給

1 労働経済本年の課題 雇用・管金 金子美雄 1960 03 4
l関 四維 剛 履 用 問 題 、貞 笠 杯 糸 の 同
題 ^申年 十‖

13 1

日経運・総評の“賃金 自書
"につい

て 賃金 金子美雄 03
「

"1動

法
~F研
究宏報』二夏稽道、女足

雪令

1 8 金総論 1962 83 賃金構造、生産性、賃金制度

13 1 9 金管理ハヤワカリ 1951 2 マネジメント』業績給、生産分配賃金

1 10
最 修 貰 笠 市りの 街 国 Clp夫 晴 と荻 力` 国

に於ける問題 賃金 金子美雄 1956 06 最低賃金

13 1 賃金管理ハヤワカリ 賃金 金子美雄 1957 03 2 マネジメント』賃金管理、賃金水準

1

頁霊沢疋磯碑の特色とロスの最近

の賃金政策 賃 金 金子美雄 1963 06 ′
十 賃金決定機構・賃金政策

1 最近の賃金問題 賃金 金子美雄 03 7
買笠 Fn3題 u目 万 妨 夏不キ』じPb・ し円 、

職 階制
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1 4 4 雇用調整論 労使関係 金子美雄 1975 03
U冨公

"働
』、春闘、レイオフ、層用調

敗

1 4 西独の動労者家計 ・形引面 1972 03 2 l公労働』勤労者、家計
1 4 因 終 ≧=:L≡ 1972 2 「公労働』労使関係
4 7 谷委員会報告 婆 ど:]L 1972 :公労働』物仙安足収東、労 :h糸日イ等

4 8 人 金 1972 D3 2 公 労働』ベースアップ、官5 格 差

4 9 らの 賃金 金子美雄 1970 5

」目■や,刑朝』FllEl^糸 、フア1興膠11糸、1回
別賃金

1 4 10 賃 金 金子美雄 1972 2 『官公労働』ベースアップ、官民格差

1 4 これからの 賃 金 金子美雄 i970 5

I・目
・/AN労
働 』買 宝 杯 糸 、男 使 関 係 、個

剛l管令

4 12 こ於けるFpl題 点 賃 金 金子美雄 1956 26 フランスの最低賃金制、賃金審議会

4 13 金子委 員長 総ヽ論堰子 (案 ) 雇 用 金子美雄談話 不 明 05 雇 用・ 盲 令 ・ 経 済 政 策

4 14 賃金制度の新しい方向 賃金

笠 十 霧 Jl■ 、日 町

その他 1959 ｎ
ｖ 会談、日本経済、職能給

4 賃金制度の新しい方向 賃金

王 十 義 /AIL、 日 町

その他 1959 03 会談、日本経済、職能給

13 4 技術革新と賃金問題 賃金 金子美雄 1958 03 所得、賃金 、賃金決定

4 アメリカにおける賃金決定機構 賃金 金子美雄 1959 02 35
賃金決定機 41E、 賃金体糸、フリンジ・

ウェッジ

13 4 英国労働関 f系の背 髪にあるもの 労働階級 金子美雄 1956 03 指 導 者 階 級 、労 1動右 階 紋

女子賃金
買宝 、在宏保
瞼 締ヽ計制慮 金子美雄 1946 不 明

帰人の収人、買釜杯糸、釜子氏の講

演時の資料

20 玉賃金制について :子美雄 つ 02 6 」郎 1■ E詈 1證市u

21 イギリスの雇用労働と社会保障 金子美雄 1954 4 全雇用 労ヽ組 、労使

3
●
４ 蚤λ 5ケ年計画と 金問題 金 金子美雄 1956 ｎ

Ｖ 金と生産性

1 :形態合理化の 題 点 金 金子美雄 1959 03 4 給与形 襄等、賃金体系

2 i管理ハヤワカ : 賃金 ]=子
L 1957 03 2 定期昇 、学歴

0 3 日ラミ経済の現状とラモ年度の見通し 経済見通し き子 1962 03 5 景気、車出 入

1 4 物価と賃金 賃金 金子美雄 1960 03 4
∫昭和同人』コスト・インフレ、消費者物
1面

5 5 物価と賃金 賃金 金子美雄 1960 4
『昭零口同人』コスト・インフレ、消費者物
1而

13 5 C 書 評 ^小島 411司 著『 言 令 形 熊 』 盲 令 金子美雄 1949 「労務研究』職務給、職階給、賃金論

1 5

ホーナスの 1■格とその女疋化をめ

ぐつて 賃金

笠 十 夫 雌 、LH甲

慎一郎他 1959 03 『双肩』一時金、年鑑臨給制度
5 8 術重新と労働組合 1960 労働時間、雇用

13 C 経済動向と賃金 1963 03 景気動向、賃上げ

13 理特別研究セミナー 金子美雄 1962 ハ
υ 研究会の議事録

金制とこれからの中小企業 金子美雄 1958 02 低賃金制

5 1 日 , 蚤済の現状と本年度の見通し 日本経済 金子美雄 1962 03 こ経済の動

13 5 1 職 秀給の意義と問題点 賃 金 金子美雄 1962 03 職務給、同一賃金
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14 1 1 労働生産性と賃金計画 獲 金 金子美雄 1961 白紙

1

食栗における適止買釜基準につい

て 賃金 金子美雄 1958 4 適正賃金、賃金決定 生ヽ産件
1 1 技術革新下の成果配分と賃金体系 員金 金子美雄 1960 成果配分、技術革新、生産性

1

王庄旺

"働
天
~F、
買釜尋門講座丁

キスト 賃金 日本生産性本部 ,964
巾場 の IIA天 、雇 用 の唱 天 、国際 日田

労 陣

1 5

最近における生産性、賃金、物 lWl
の動向 賃 金 金子美雄 1962 経済成長 賃ヽ金決定/個別賃金

1 賃金討論集会テキスト 賃金

日ハ万 1Nl組言総

合調査委員会 1960 職能給

1 生産 1■の向上と賃金 、時間短縮 金 金子美雄 1962 01 生産性と賃金 、最、グラフ

14 1 8 賃金の見方、考え方 金 金子美雄 1961 01 10 岩戸景気の決算報告、賃金体系

2 1

王景↑栗における頁笠争情 輌 稚
工業)修正 賃金

労働省労 l■l基準
局賃金部 1963 01 賃金事情調査記入要領

14 2 2 賃金計画と企業年金 優金 金子美雄 1963 01 賃金計画の意義

14 3 技術革新と労働組合
万働維済
~

舟豊 金子美雄 1960 02 34
万倒 組 宮 、万 1Nl時 間 、枚 flTIIttTJTと貞
金

14 2 4 生産性と賃金決定 賃金 金子美雄 1963 01
『生産 1■労1勤人字テキスト』泊質有物
{面

14 2 5 一時金の数式化について 堡 金 1962 0 28 潤分配、賃金管理

14 2 :制度 賃金 :可
Lヨ 1963 0 105 金格差、賃金構造

14 2 7 雪金の長期安定計画について 埋 金 さ子美雄 1960 0 レジュメ、詳細不明

14 2 8 生産性向上と成果の配分 賃 金 ≧子美雄 1959 生産性概念 、意義

14 2 9 言金 闇頴総合研究会テキスト 狸 金 :子 雄 1962 0 白紙 (記入なし)

14 労使 関係講座テキスト 労使関係 雄 1962 Э 、賃金動向 (レジュメ)

14 3 1 賃金計画の個別管金について 捏金 金 子 雄 1961 ハ
υ 額言金方式 個ヽ別賃金方式

14 2

弟 ]四員 笠 官 埋 特 万り妨 九 て ミア ー
研究報告書 雪金 金子美雄他 つ 01 56 研究報告に対するコメント

3 賃金管理と昇給制度の基本問題 賃金 金子美雄 1959 01 つ

『賃金管理の異務に関する特 blllJl究
講座』

14 つ 4
わが国における最世買釜の1■碕と

その実施について 雪 金 金子美雄 1957 （
υ 3 最低賃金、賃金決定

5 物価分科会報告 家計・物価
隆済番議会総言

部会物価分科会 1963 国民所得倍増計画、長期経済計画

6

団体交渉と労便協議希りをめぐる諾

問題 労使可燃計

生産性九り11地万

本部 1965 7 団体交渉、協議制

経済成長と賃金 f 金 子美雄 1965 2 経済成長 、賃金上昇、賃金構造

1 日本経 景気動向 ≧子美雄 ？
・ 成長率、経済見通し

4 2 労働組合の賃金政策 言 金 金子美雄 1965 2
=国
万 側 租 言 王 庄 圧 甲 大 訂 雨 果 云 7
キスト、ベースアップ

4 3 金 論 金 つ
・

生産性、年功序列賃金
4 4 4 義テキスト 元動向 金 子 1965 07 50 ノート形式、白紙多数
4 4 5 管理講習会テキスト 金 金 子 鳥雄 不 明 07 賃金管理
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6 生産性をめぐる賃金問題 賃金 金子美雄 1964 ｎ
υ 分酉己率 、価格 (レジュメ)

7

労働条件近代化の方向に立つ労使
閣係 労使関係 金子美雄 1964 01 レジュメ、詳細不明

4 生産性と賃金・物価 金子美雄 1964 01 分酉己率、価格 (レジュメ)

4 9 日本経済 1動向 金子美雄 不 明
ハ
υ 挙済 匝 昇 率 ・ 経 , し

4 発済 生 j 1■ 金子美雄 不 明
（
υ 生産性・賃金国際比

工
父

4 1 日本経済 景気動向 金子美雄 不 明
ハ
υ 経済成長率・経済見通し

4 2 日本の経営と労働 賃 1 金子美雄 不 明 01 レジュメ 詳ヽ細不明

4 Q 賃金理論の再検討 理 金子美カ 1959 賃金水準と分配率 、 金思想

4 4 一時金の数式化 金子美″ 1962 28 一時金の多角的検言

1 1 国家公務員給与法 公務員給与
労働省給与課他
修正

194710
～ 11

修正 05

国家公務員給与法案、大蔵省給与

課、昭22.928/石炭労働者の能率賃
金

臨時措置、大蔵省原案・労働省修正意
見最終措置、←孫田記入 国家公務員
給与臨時措置法案についての処置案
(閣議決定、19471128)国 家公務員
給与等臨時措置法 (案 )に対する意見
(給与課、19471028、 書込みあり)国
家公務員給与等臨時措置法 (案)に対
する意見 (給与課、19471028)十 一
月十四日政府使用労務者の賃金関係
委員会出席者名簿 徴用慰労金及補
給金の送達不能分について(給与課、
1947115)国家公務員給与法案に対
する意見 (給与課、19471015)石 炭
労働者に対する能率賃金制度について

(給与課、1947109)石炭労働者賃金
制度改正要綱 必要力ロリーに関する
資料

1 政府職員に対する賞与/退職金 公務員給与
入 厩 伯 縞 与 厠

修正 1946 05 10
政府職員の買与/退職金の規疋 (昭
2111.19日 付 ) 退職金のものは15174と関運

1 3 職階による新本俸実施順序 修正 公務員給与

大蔵省給与局
修正

1948.4

5修 正 05 8
職陸『による/J「給与の ,等沐斗、日召本田23.4.5

日、統計あり

1 4 官庁職員関係想定闇答 公務員給与
入厩百縮与局

修正

1946.8

修正 20
冨庁職員給与想足問合 7月 収止楽、
日召218月

1 5 官吏給与の計算 修正 公務員給与
人威省給与局

修正 1946 05 昭和21年 3月 ～6月 の給与統計

1 6 標準賃金資料 公務員給与
厚生省給与課
修正 1947 05 20

官公吏 1600円基準案、昭22年 6月 19

日

暫定業種別平均賃金算定の基礎数字
について(1947619)官 公職員の給与
水準について(閣議決定、1947513)
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1 7 公務員給与諸資料 公務員給与 給与局 1946 05 20
1946年 11月 の給与改足のための詰資
*1

1 8 公務 員給与諸資料 公務員給与 給与局 1947 05 20 給与改足に関する資料
1
C Enforcement of Lab. Standard-Law 労働立法 労働省 1948 05 8 労 1動基準法細則の英訳

1 官吏給与制度改定案 公務員給与 主計局 1945 05 5

.目.更
縮与 Tり度収止栗 (王討局楽 )日召

20、1129
1 政府職 員給与関連 資料 公 矛 員給与 給与局 1946-7 05 20 職 員給 与 に関 す る資 料

1 12

職員組合の待遇改善要求に対する
検討資料 修正 公務員給与

大蔵省給与局
修正

194612
修正 05 100

職員組合待遇改善要求に対する検討
資料/統計あり

昭和 15年から占領初期の公務員給与
の概観を得るのに便利な資料 (入力者
キヽ)

1 2 l

行取竪埋に関る破竪埋者の処置寺

について 労使関係

lバ 閣 総 埋 天 巳 及

大蔵大臣通牒案 1948 離職方法 151113と 同じ

2 千人百円水準堅持の必要について 賃金
経済安定本部物
価局 修正

19479.

29 1易

正
ｎ
υ ×

東京都に於ける配給食糧摂取量実績
推定及び見込み

2 国鉄給典 ノート 厚生省 1948
国鉄買釜水準に関す0資料、国鉄私
鉄民間職種別賃金比較表

1 2 4 労組賃金要求 賃 金 全官労事務局 1948 ×

中に新聞1全逓新聞」有り、新給与委
員会提案の賃金ベース

2 公務員給与関連データ(政府案 ) X 1948 X 『庁従業員新給与水準案の説明

2 退職金支給
'

× 1947 （
υ 1 職 金

2 所得 Tii源泉徴収箱表 X 1947 05 給与所得 10月 頃

1 俸給関連の法令集
員 玉 、公 務 貝

給与 ×

IWO～
1945 05 350

公務員関運の法令果、明治・大正・H召

和(20年まで)

4 1 政府職 員の俸給関連の法律 公務員給与 × 1948 05
昭和23年 6月 以降の政府職員の俸給
に関する法律案、平均月収3791円

4 公務員給与資料 公 含与 × 1948 05 20 公務 員給与に関する要求書

1 4 3 政府職員の新給与 公 糖員給与 X 1948 05 昭 23年公務員給与表など

4 4 臨時給与委員会報告書 //ヽ予基虐雪黎合与 × 1948 06 20
饂 時 編 与 妻 貝 云 の 取 首 書 い鮨Z3Z ZU
日及び3月 6日 )

15 4 5 全官公の賃金交渉 公務員給与 × 1948 05 30
全官公庁労組の争議の経過など、手

書きの資料あり

5 1 給与勧告 公 密員給 与 人事院 1950 03 54 人事院 月報 (第 5号 )

15

国家公務員給与に関する資料 修
正 公務員給与

内閣総理大臣官
房審議室 修正

1950.2.

3修 正 ｎ
υ 60

人事院勧告 (1950年 )に関する資料、
新聞切り抜きなど

新聞切抜、公共企業体仲裁委員会の

裁定に服すべき仮の地位を定める仮処
分申請事件の判決 (労働省労政局)

15 5 3 国家公務員ベース改訂 公務員給与 経済安定本部

194912
5修 正 05

国家公務員給与ベース改訂 (昭 25年 1

月36日 )

改訂版 (1213赤 字、1949125)、 国家公

務員給与ベース改訂について (経済安
11刻、電部、1950126)
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5 給与ベース改訂資料 公務員給与 人事院
iV4U―

i950 05 40
給与とIF2仙 /給与ベース引き上げ反
対など

1 給与ベース引上げ 公務員給与 X 1950 05 30
公務員の給与ベースに関する金子メ
モなど

1 5 C 7877円 給与水神 公
ヌ
カ 人 1949 7877円 給与水準に関する説明

1 5 7 7877円給与フk準 公 努 人事院 1949 ハ
υ 人事院広報局の出

I 5 8 給与関連資料 公務員給与 人事院 1949 60
1949年 12H、 7877Hの給与関連の貸
米斗

6 1 官庁新給与体系詳説 修正 公務員給与 大蔵省給与局

19438
修正 ｎ

υ 250

1948年 8月 に公 fljされた国尿公務員
新給与体系の詳説

15 7 1 公務員給与表 公務員 × 1945? 95 60
又部省、外務省、運輸省などの給与と

人員、ただし年月日不明

8 1 人事院勧告 公務員給与 人事院 1951 06 90
喘 不‖Zb年 lU月 13日 何 、綱 与 収 員J関運
の資料 (勤務地手当など)

人事院勧告俸給 : 公務員給与 人 1 1951 06 30 22年 8月 26日 イ寸優覇含騒護果
1 与改訂説明資本 公

Ｅ
Ｆ

ト 人事院 1951 06 30 上記の改訂の説明資料
3国民間給与実態調査 公 努F } 人事院 1950 06 :3回 民間給与実態調査速

8 新勧告の解説 公務 合与 人事鵬 1950 1950年 3月 の人事院勧告の解説
戦前・戦後 、公務員給与及び所得
禾■4当十日 公務員給与 人事院 1955 4

ノ、ヨヨ防lσ)撃等米斗、日召不口4f「 、14f平、17

年、29年の給与

l 1 1 職種別代表官職一覧表

公務員職桓

分類 人事院 1952 05 公務員職種

l 公務員に勤する試験

公務員諷駁

概要

人畢院 /AN務員司ゝ
三宅部員 修正 X 32 公務員試験の説明

1

丁HE SECOND INTERNA丁10NAL
CONFERENCE ON INDUSTRIAL
RELAttIONS 1967 会議記録 Mr.de G市 rv i967 06 労使関係の形態の変化に関する会議

1 職種の名称および定義

公務員職檀
分類 × X 05 公務 昌職種の定義・分類

1 勧告説明資料 公務員給与 人事院 1950 05 X

告裡 公 務 員 の悸 積 表 、現 イT公務 貝稿
与の実態 (1949)

1 2 1

公 ■ 杯 寺 方 組 の給 与 収 疋 要 不 につ

い¬〔 公務員給与 公 務 制1障調 杏 索 1956 05 X

組宮 の頁 笠 収 疋景 不 、またでの 河 末 、

給与水準引上げ額

1 2

昭本口30年度 /JT買金の要求概況につ
いて 公務員給与 X 1955 05

国方、宝電 7E、 磯方 r3‐と、fJr頁霊晏
求 調ヽ停申議事項

1 2

二公位五現栗万組 の買釜要不調

(3010以 降賃金 ) 公務 昌給与

労

組
助省労政局労
果 1955 05 21

国万、磯万なとの員笠晏水 lAl谷、=
電通、全専売、全逓、全林野、全造幣

1 1 労働関係法令審議会議事録 議事録 労働省 1951 05

堅長音婁光俊 、弟 ]回から10回まで
(昭禾□26年 lo月 12日 ～ 27年 3月 19日 )

4 1 一般職の職員の給与に関する法律 給与 人事 8 1951 05 一般職職 員給与、

1 4 国家公務員法 法律 人事防 1951 05 国家公務員法の説明

4

人事院帽令 11-X別 表第 11(選考
の基準 ) 人事院規則 人事院 X 05

人手 選 有 の 基 準 、早 歴 `賊狸 維 願・買
洛
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4 新任用制度の要点
公務員の殊
用制度 人事院事務総局 1952 新任用制度の説明・要点

5 人事院規則

公務員の採
用制度 人事院 1952 05

械員の仕免、職員の身分保障、人手
記録

6 新任用制度の解説

公務員の殊

用制度 人事院事務総局 1952 05 新任用制度の意義・原則

7

人畢院 TH‐↑ 8-2、 8-3新仕用 Tll度
の実施について (通知 ) 人事院規則 人事院 1952 05 45

人 手 llxIB下 、人 手 瞬 規 則 、颯 貝 CJ91士

免 新ヽ任用制度実施の通知

8

人争異判週沐‖吾υノ採式及ひ日E戦

事項等について(通知 )、 実施につ
いて、懲戒処分に際し職員に交付
すべき文書の記載事項 人事院規則 人事院事務総局 1952 05

人事異動、人事記録の実施、懲戒処
分

9

職階制に基づく各基本給表の等級
踊1蹴綸寿 基本給 人事院 1952 ｎ

υ 20

rT収城基不給与衣、寺叔別賊緻表、
技能職・研究職 。公安職・税務職・医療

職・数吉職

等級の基準 1 準 人事院 X 05 21 F準則参ヲ

11 :の説明 人事院 1952 05 И
竹 更の作成・方法・概要

4 国家公務 員給与準則の案 法 人事院 1951 × 人事院総裁、浅井清、国家4

4 1 人事院指令8-2(案 ) 人事院指令 人事院総裁 1952 05 38
人事院規則8-12(職員の任免)の実施
について

4 14 国家公務員給与準則の概要 公務員給与 人事院

19525
修正

給与準卿l二果の超 百と作成万針、給

与準則|の構成

4 15
給与準則の案の実施及び切替の

概要 公務員給与 人事院 1952 05
初 l■給、昇給及ひ異動に1キつ基不給

の決定に関する基準要綱案など

16 1 国鉄給与改定資料 公務員給与 公共企業体 1949 05 X

調停甲請吾、押取類疋吾、国獣賊員

実質賃金低下状況調

5 専売ベース改定資料 公務員給与 公共企業体 1949 05 ×

194鋼可停  [響請 番 °
=尋
元万 組 、lυ49

仲裁請求書・公企体仲裁委員会事務
日

5 公共企業体給与資料 公務員給与 統計部長 × 〕5 × 公企体通信第 1号、国鉄機構図

5 4 WHIttLEYISM 労働行政

」AM ES
CALLAGHAN
MP. 1953 Э2 40 X

1 1 塚歴囚職の実情 女子労働 婦人少年局 1955 13 大阪市対象、工賃、技能形 F

1 看護婦労働実態調査速報 12 女子労働 婦人少年局 1950 Э5 不 明

ヌ千関連貧料 シ鍬 スヽ■万 1Nl、 使用

人労働 )

1 婦 人 女子労働 不 明 不明
ハ
Ｖ 不明

女子関連貧料 多数 t頁貧丁
~夕
、屋用

機会など)

2 1「毎勤 | 賃 金 労働統計調査部 1952 06

2 l,J斤 案 ) 雇用統計 労働統計調査部 1952 05 の手短なレジュメ

2 支ヨ女 I冒蔵 1言十 労働統計調査部 1952 05 任
貝 支の算定法法の :

2 職業分類関連 雇 用 不 明

1950肩雨

後 ＾
υ 不 明 ドイツの職業分類アリ

| 2 「職 業別雇用観測 1の意義と方法 雇 用 雇用調査課 1952 05 ル
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目動車修埋工l屋用観測」調査票
記入心得 雇 用 不明 不 明

ハ
υ 20 調査票もあり、調査票の説明

!職業別雇用観測 |の意義と方法 雇 用 用調査課 1952 05 ル

2 8

目動車修埋工1雇用観演1」調査栗
実施要綱 (案 ) 雇 用 不 明 1952 05 18 調査項目のレジュメ

1 9 雇用の一般的、長期的見通し 雇 用 雇用調査課 1952 05 44
八日、出玉拳丁

~γ、圧来万り駆果有鍬
データ

被解雇者実態調査結果速報 雇 用

万 1Nl伯 雇 用 調 食

課 修正
194912
修正 05 20 解雇理由など、アンケート調査結果

2 解雇者実態調査結果速報 雇 用 雇用調査課 1950 20 雇理由など、アンケート調査結果

2
英国で行なわれた看護的職菜に関
する改善 女子労働 婦人少年局 1952 7 優秀な看護者の採用戦略 (賃金 )

2

フランスにおけるス畢使用人に適

用される団体協約 女子労働 婦人少年局 1952 05 4 協約内容 :畳性保護 休ヽ 1段など

2 14 収書通報 その他 国立国会図書館 1952 07 49 収集本のリスト
2 15 着図書及資料目録 その他 1952 （

Ｖ 26 :本のリスト

統計情報 統計

統討委員云事務

局 1952 03 海外統計 (国内含)情報の紹介
2 職業名解 その他 労働統計調査部 1951 30 S26職業別賃金調査用
!職業別雇用観測 1調査要綱 (案 ) 不 明 不 明 05 用事情の調査項 目

2
尿争労働者の地位及労働条 1午に

関する専門家会議報告書 雇用 婦人少年局 1951 ジュネーブで開催

1 潜在失業の理論 失業

維 済 ■ 回 lT調整
部民生労働課

195512
修正 Э5 72

夭 来 の 坦 日雨 :,管仕 大 果 υ′ftiTυ′
`か

り

方

3

万 1Nl刀 帝 編 調 食 砧 未 取 首 日ヽ式捩 調

査)修正 雇 用

万 働 省

"働
統 討

調査部 修正
19518

修正 95

水職 有・駆 職 有 の 休 用 宋 肝 nll備 成 石
ド

3

the significance of full employment,
and full emploved plolicy in Japan 雇 用 昭和同人会 1957 18 雇用における農業の役割など

3 失業保険業務月報 失業

賊 来 女 疋 局 ガ 側

市場調査課 1952 03 事業所数、被保険者数などデータ集

3 業別賃金調査結果 金 労働統計調査音F 1952 06 42 求人側の賃金データ

人口動悪調食における職栗及ひ庄

業記載の手引 (案 ) 職業 統計調査部 1950 05 24 職業名の修正

3 日本の人口と経緯について 雇 用

毎 日fJrFHD住人口

問題調査会 1951 06 経済成長と人口増加

3 8 日本最近の人口状態と人口問題 雇 用

毎日新聞社人口

問題調査会 1951 06 人口増加の抑制の必要

3 9

‖

“

不‖Zノ午 Jx~万側 統 訂 調 食 訂 国
~

警寿 労働調査 労働統計調査部 1952 06 13 調査時点、項目など一覧表

3 10

problems of population and
gconomv 雇用

毎 日新聞 7■人ロ

間頴調査会 1951 02 25 人口増の将来展望

l 3 職業別雇用観測」の意義と方法 労働調査 雇用調査課 1952 ｎ
υ 18 調査項 目の検討
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4 1 1950労働力調査改善に関する論議 調査 × 不明 ×

レンユメン鍬、,「刀倒刀のだ義、記入
説明など

: 失業1青勢速報 失業

安定局矢栗対策
課 1949 411

第15号、16号、17号、3号、失業・争議
状況

2 近の失業情勢と対策 失業 不 明 不 明 不 明 17-5-16D5護不高
5 3 一般鉱害復旧進捗表 失業 不 明 1954 05 4 テ ー タ

4 労働力調査報告 雇用調査 総理府統計局 1948 ハ
Ｖ 1211 1～ 12号

雇用統計 月報第 7号 雇用 雇用統計調査課 1949 不 明 田分類データあり

G

/AN夭
職 未 女 疋 助 Xほ /A・夭 万 1Nl女

定所事業状況速報手引 失業 労働市場調査課 1948 05 30 安定所の活動状況

労働市場状況 雇用動向 労働市場調査課 1949 05 不 明 蜂屋 埋 田 、栗 種 別 瓶 員 数 な と

8 失業情勢速報 失業

犠栗女足局夭栗

対策課 1949 05 1冊 第 1～ 11号、17-5-1と同じ

18 1 1 生産性と賃金について 賃金

日本経宮者団体
連盟事務局 1962 42

生産性と賃金、分配率低下のメカニス

ムと言金

1 労働と経済 賃金

囚外

"lW騰
済 IJl

究会 1961 02 46 賃金問題、長期経営計画、労 1動組合

1

買釜研究講性、当口丁る頁釜問題
の焦点 賃金 福利厚生研究会 1963 02

買釜 、物価、生産性、長期買釜女足苅

策

18 i

賃金政策をめぐる1964年 度春季闘
争の闇頴 占 賃金

栗東縫冨管理協
△ 1964 X 春季闘争、物価と賃金

18 1

い●不u3じ午 反 ノ
=国
万 1Nl組百 玉 圧

性討論集会テキスト 賃金

宝国方 組 生 産性

企画実践委員会 1963 89 賃金体系、企業別年功賃金

1 (

l賃金管理近代化の進め万」に関ず
る特別研究講座 賃金 労働法学研究所 1961 104 賃金構造、初任給、職能給

2 1 賃金近代化のために 賃金制度

新産別賃金研究

^ X 02 賃金近代化、職務評価、職務分析

: 2

アメリカにおける貫時   (l事務と

経営」内 ) 賃金制度 金子美雄 1959 03 賃金事情、職能給制度

1 2 3 アメリカの賃金問題 金制度 き子美カ 1950 02 賃金問題、職能給

1 2 賃金総論 金制 I ざ子美カ X 02 × 職能給、賃金、生産性と価格

1 2 生産性と賃金 賃金制度 金子美雄 02
万側 王 圧糧 、回俗 父 沙市り反 、員王 こ

物]イ面

1 2 6 脱皮を迫られる日本の賃金 賃金制度 金子美雄 1963 02 × 雪金問題 職ヽ能給導入、コストインフレ

1 2 春季賃金闘争 賃金制度 労働法学研究所 1963 02 144 春季賃金闘争、福利厚生費
1 2 8 これからの中小企業と賃金 賃金制度 金子美雄 × 02 X 経済発展と中小企業、初給賃金

1

Members of Wage Determination
Soecialists Studv Team パンフレット

Japan
Productivity
Center 1959 （

υ 金子美雄

2 最近のイギリス労働事情について 海外
日本化字繊組協
△ 1954 01

イ干 リス 、万 倒 争 精 、ツフ ノト/ン エ不
ラルユニオン

3 英国の労働事情 海外 金子美雄 1955 01 12

TUC、 マルクス、ストライキ、英国労働
綱合会議

18 3 4 日本の賃金水準 賃 金 X 1963 01 34 討論会語録
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理 N0112

エコノミスト9月 1日

関西経協3月

決定基準をめぐる

画の個別賃金について

今後の日本経済と雇
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5 1 さ評大会と日本の労働運動 労使関 |系 1960 02 1 と経済 1総評運重
5 :性と賃金 賃金制 l

手
に 金 子 1962 02 10 「相互銀行J生産性、賃金

1 5 1 化 金子g FAt X 02 系、賃金格差
1 5 1 生産性向上とその成果の配分 金 金子美雄 1957 02 生産性と労使関係」生産性向上

5

総詳・金労・日経運の賃金政策につ
いて 賃金制度 金子美雄 1962 02 30 「労働法学研究会報」生産性と賃金

5

国民経済の発展と賃金制度の合理
化 賃金制度 金子美雄 02 И

十 賃金制度、国民経済発展
5 地方公務員給与の諸問題 公務員給与 :子美 FAL 1972 02 「日本労働協会雑誌J地方公務員給与
5 2C 定年制の将来 金 :子 性 1973 02 10 「日本労働協会雑誌 J定年制
5 2 横断賃率論の根拠とその現実性 賃金 性 02 賃金率

18 1 メモ ノート l■t X 07 × 莫 冨書・1虫言告・ノーート

1 1 OECD物価安定の諸政策 家計・物 価

日本経済訓査協
議会 1963 01 各国所得物価指数、賃金

l

イタリヤ :賃金決定事情と賃金、物
価の動き 蒙計・物価

日本経済調査協
議会 1964 01 29 各国所得物価指数、賃金

19 1 職務分析 労使関係
万働省労収局労

働教育課 1946 職務分析

2 ! Current Pension Problem 社会保障

lndustrial
A/elfare Societv 1954 01 Pension

2 「賃金審議会資料 | 賃金

労働省大臣冨房
労働統計調査音R 1951

a駅国家囚

"働
買釜法、アルセンテン、

インド スヽイス

: 2 各国最低賃金制度の概要 督令・海外
労働省大出冨房
労働統計調査割 1951 14

国際万 1Nl意 享 、管国最低賃笠沃、最

低賃金決定機関条約批准国リスト

2 4 最近の諸外国の家内労働制度 賃金・海外

ガ 側 ■ 人 巳 目房

労働統計調査
部、庶務課国際
労働係 1949 30

各国最低賃金、家内工業の定義、有
給休暇

2

米国労働省施行1947年家計費調
査に用いた方法 家計・海外

万1剛伯天
労働統計
労働経済

ヨロ房
調査部
採 1949 米国家計調査方法

19 2 生産性の国際的比較 産業・企業

万側伯天

労働統計
晰種力経落

巳 日房

調査部
翼 1949 05

一人当たり実質所得比較方法、業種
男1

2 見返り賃金について 産業・企業
万 倒 伯 天 巳 目房

労働統計調査部 1949 05 7 海外援助法ガリオア、イロア

2 8 米国の最低賃金制度 海外

万倒泊天巳目房
労働統計調査部
庶務課国際労働
係 1949 05 11 米国最低賃金法

2 C 日米両国の給与支出面の比較 海外 米国経済研究所 01 145
助 侍 祝 、王 討 貿 、物 lm拒鍬 、良 賀 の 日
米比較

2 海外労働経済月報第十三号 海外

労働管人腱
・
目
・
房

労働統計調査部 05 70
本国、イメリ/、 四狙、lL臥の雇用向
題、最低賃金制
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11 西ドイツの賃金決定事情 海 外

日不経済調査協
議会 1964 05 ざイツ 地ヽ域 別賃金 労ヽ働組織

1 各国における最低賃金法 海外

万 1期泊 入 巳 目房

労働統計調査部 1953 05 130 海外労働行政研究資料3

2 ドイツ労働法令集 海外

乃
・
1期泊 入 巳 目所

労働統計調査

部、国立国会図
書館調査立法考
杏島 1953 05 130 ドイッ労働法

カナダ労働法令集 海外

7Jアγ、国上国
会図書館調査立
法者杏局 1953 05 130 ドイツ労働法

4 新着図書及資料目録 その他

国王国云凶吾鮨

支部労働省図書

館 1953 図書目録

技能者養成状況 産業・企業
男働 省 労働 基 準

局技能課 1952 05 技能者育成

3 6 毎月勤労統計調査規則 統 計 不 明 1951 05 6 目目|

労働経済指標昭282月 分 統計

万 側 伯 入 巳 目房

労働統計調査局 1953 05 3
生産宿数、履用 TH~数 、買笠 TH~数 、他各

種指数

8

日

“

本口28年 1月 分、メ門質首 7刀 1山子目叡、
消費実態調査概況 統計

労働省大ヒ冨房
労働統計調査部 1953 05 家計収支、家計費指数、物価指数

19 3 S

公夭職 栗女疋 FJT不 人陥↑ 、就取状

況報告 統計 不明 1953 05
新規 不 人双 、紹 介 lT数 、就 取 1午双 、栗
種別、男女、など

1 3 企業整備状況 統計

労lNl省職菓賢足
局市場調査課 1953 都道府県別事業所数、整理前後人員

3

職 栗 甲 分 瑯 リー 股 の TJT規不 人 数 、

求職者就職者数 統計 不 明 1952 業種別・男女別求人数など

3

夭栗保 llX保 阪料 甲舌吾にようi~■
鮪計結異都告彗 賃金

万1Nl百八日目房

労働統計調査部 1951 34 各種賃金統計

3 1 毎月労働災害統計調査結果表 労働条件
労働省大臣冨房
労働統計調査部 1952 05 各種労災関係統計

3 14 失業保険業務月報 雇用・失業

万側伯臓果女疋

局労働市場調査
課 1952 05 30 被保険者数、事業所数

1 3 職階制テキスト第一章～ 労使関係
人事院事務総局
給与部職階課 1949 05 300 職階制に関する用語

1 3 1 OEEC賃金と物価上昇 賃金

労働統討調査剖
`調査課 1963 05 賃金、物価上昇

4 1

本 国確 済 と屋 用 法 (ハンセンの 米
国経 済 よしハ 海 外

稚済■回lT総賞
計画局 修正 1958 05 80

屋用法、含同経済委員貸、トルーマン

政権

47



1 4 雇用法、過去と将来 海外

経済企画庁計画
部 修正 ×

ｎ
υ 雇用法、経済安定

雇用法10周年記念論文集。制定に携
わった政治家。あるいは企業家や学者
の論文を集成したもので,キーワード以
外の多数の論点を含む。

| 5 1 Ford 労便関係 AFL―C10 X D4 X

1 5 約 Detroit Edison 労使関係 へFL=C10 1958 04 20 1958年版労働協約

5 ,テ {動 1脇都]US Steel 労使関係 AFL―C10 1952 04 50 1952年 の労働協約

5 労低力f鶏部l Kaiser Stee! 労使 関係 へFL― CIO 1956 04 50 1956年の労働協約

5 社会保障の国際比較 社会保障 × × 03 ×

19 1 デトロイト・エジソン・CO規則集 労働規則 エジソン社
1950`手

代 不 明 管令ギータ 蹴ヽ落評価合

2

戻鉱労務者の生漕環境に関する対

策意見など 賃金 不 明

1960f「

代前半 不 明

石戻労働者関連テータ、買笠。年笠間

題

3 米国の最低賃金制度 賃金

労働統計訓食洲∫

庶務課 1949 ｎ
υ 公正労働基準法

C 41経済総合対策への提言 景気動向 総合政策研究会 1961 06 国際収支悪化、有効需要抑制

5

米国各州における最低買宝法 1寸属

命令の概要 賃金

労 1動基準局給与

課 1950 06 46
最低賃金、適用範囲 、適用者 、そのフ

ロフィール

米国各州における最低賃金制度の

腰蓼 賃金

労 lyl基 準局給与

課 1950 06 手続 罰ヽ則、適用者、除外例など

占領初期の海外資料 (2)その他占
領期勉強資料 労働関連 不 明

1940■
「
代

＾
υ 不明 米国立法など

7 1 ソi車芋r労 1動 ,去 海 外 厚生省労働局

19429
修正 01 ッ:車李R学争1動 ,去

7 アメリカ合衆国労務法 海外 厚生省労働局

19429
修正 アメリカ合衆国労務法

2C 1 1 総含経済計画案 維済討回 発済審議会 1955 つ
・ 経済 5ヶ年計画、国民総生

j

2C 2 1 経済5ヶ年計画 蚤済計画 経済企画庁 1957 多 数 長期経済計画、経済 5ヶ年計画

3 1 国民経済バランス論 経済計画

縫所企回庁調査

部統計課 1956 93 国民経済バランス表

2C 3 国民所得資料月報 経済計画

経済企回庁調食

部国民所得課 1956 国民所得、国民経済勘定

2C 3 長期見通しの方法 (専門別 ) 経済計画 計 画 第 一 課 1954 01 133 鉱工業、国民所得

2C 3 4

工菜生産 IFA大 に際 しての立地岡考

察

庄 栗・食 栗絵

藩計 画

科字板術庁資源

局 1957 01 373 工業展開、工業地域、工業立地

20 4 1 経済計画 登済計画 研究会 1949 05 多 う 再建研究

20 5 1 経済 目立 5ヶ年計画 登済計 ≧画庁 1955 05 多数 自立5ヶ年計画関係資料

21 1 1 民間給与関連 賃金 給与課長 不 明 05 不 明 賃金関連資料のスクラップ

21 2 1 主要争議経過 労働運動 不 明 1951 03 不 明『中央労働時報』1年タ

21 3 1 東京都労働争議月報 労働争議

万 1NllT万以 誅 カ

政係法規班 1949 06 不 明
労 lNl争 議 、解決報舌 、産栗万り、発生汗

数

21 4 1

1948、 繊維賃金改定のためのテー

タ、各種産業 賃 金 不 明 1948 05 不明 賃金表、業種別データ

21 2 賃金表 賃 金 不 明 不 明 05 不 明 賃金表 、繊維業
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賃金表 金 不 明 不 剛 05 不 明 繊 維

5 1

昭本口22～23年綿紡、電産、石灰な
ど、賃金交渉資料 賃金 不 明 1947 05 不 明 平均賃金

5

戦後 1948年秋 百領軍説明用栗種
男‖ヨF士勤嵯雪(卜燿事業I 賃金 不 明 1948 05 不 明 工業平均賃金 cヽPs

6 1 凍 報 労使関係
欧 退 早 瓢 上 来 確

営者連盟 1947 05 不 明 月収調査表、人員調査、協定書
6 総同盟大会記録 労使関係 不明 1947 05 GHQ、 労働課、経扉復興会

6

終戦直後の鉄鋼労務―並に戦時
中の回顧一 修正 労使関係 鉄鋼統制会

19459

修正 05 84 戦災者、労務者、特別手当

戦後、日労研 (日本労働研究所)を設立
した鯨平亮氏が責任者として献本したと
推定される。輔氏は社会局理事官から
鉄鋼統制会 (孫田注 )

6 中央労働委 員会に関する資米 労 イヨ関係 不明 1946 不明 電産争議訓停委員1 、特別勤務賃金 メモ類

6 電気産業に関する資料 労使関係
厚生省給与課編

(推 )修正 不明 不明

電庄 争 議 調 停 套 員 云 、甲 大 刀 働 要 貝

ボールペン書き込み (孫田記入 )

21 1 主要産業賃金の戦後の動き 賃 金

労働基準局給与
課 不 明 賃金体系、改定事項、歴史事項 宮島・細川コンビ(孫田注 )

1 1 足期昇給制度のあり方 金 子 1956 D3 研 :
ベースアップ

1 日本
又
土 と労 {動 rr ワ 金子ヨ 1964 35 18 賃金水準、生産年 人 口

22 1 3 金 雄 1965 労働生産性 賃金格差
1 4 つ

・
05 13 生産性、賃金格差

1 ≧月ト 雄 ，
・

Э3 金水準、 金構造
22 1 金 系について 金 金子美雄 つ

・
05 9 年功序列賃 1 本 給

22 1 7 蚤済 罫金 金子 : 言雄 1965 05 賃金フK準、生 i 三年歯 人 口
●
ι 1 8 賃金 賃金 金 子 鳥雄 つ

・
05 、 1主ij 人 口

1 金 理の問題点と今後のあり方 ≧ 金子美雄 1965 05 3 刀任給、ベースアップ
●
‘ 1 10 日本 1彗金問題 Ё ≧子美

"

つ
・
05 差、コスト・インフレ

22 1 従業員特株制度 経済

王す乗 Jlt・入不u

証券株式会社調
査部 1963 01 253 IBM、 大和証券

22 2 1

総評・全

"。

日維連の賃金政策につ

いて 賃金 金子美雄 1962 03 22
「労働法字研究会報』、賃金政策、日

経 1車

22 2 2
SEMINAR OF ECONOMIC
PLANNING 経済計画 金子美雄 1961 05 24 Labor. Emolovment. Economic

22 3 日本の賃金問題 賃 1 ≧ ど子美雄 不 明 05 、生産性

22 2 4 雑誌等に掲載した論文 目録

笠十夫鷹氏

本人の著作、
記録ほか 金子美雄

1948-
52 ×

22 5 日本経済の動向と賃金問題 賃金 金子美雄 1962 03
じ甲夭万 1pl崎 取 』、貞 釜 間通 、確 済 期

向

2 6 日本の生活水準と賃金問題 賃金 金子美雄 不明 06 i活水準 、 :希

22 2 7 日本 経 済 の 現 状 径 , :子 : 雄 1957 05 14 ヽ巨 ぞ 遣

22 8 日本経済の現状 経 済 :子美雄 1957 05 入輸 出、 金格

'

勿価指数
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2 労働組合と生産性 使関係 雄 1962 01 1生産性、生層

問題、完全Л

性 、公正賃金

22 10 アメlリカの賃金問題 金 :子 雄 1950 01 賃金 月 日 、

22 2 生産性と賃金 金 雄 1963 01 :性、団体交 , 、ヽ成果配う

22 12 :性と賃金 金 :子 雄 1963 01 :性、団体交 , 月に易1画己/7

22 3 1 不完全雇用の現状と問題点 雇用・失業 金子美雄

195610
1修正 03 『経営者』、限界生産力

『経営者』10月号、第10巻第9号、pp 22-

'4
22 2 海員 産業 全 日本海 員協会 1956 03 82 全 日本海員組合

3 帝国人絹の技能給に関する研究 賃金 金子美雄他 1951 03 6 帝人、技能給

『週刊日労研資料』通巻138号 、1951年

3月 15日 発行、33、 pp 9-32

22 4

公全体等職員の争議権に関する立

法政策のあり方 労使関係 金子美雄他 1975 05 7 スト権 労ヽ働運動

3 賃金通信 賃金 労働法令協会 1980 36 給与、

22 C 総括、経済情勢/賃上げ 賃 金 :子美雄 1984 03 36 国民所 尋.狸早上 |ザ

22 4 1 経済動向と賃金問題セミナー 賃金 :子美雄 1974 東京コース、大阪コース

22 4 日本の賃金 F.5顕 金 金子美雄 不 明 半 埼
一
Ｊ 金と言金

日本の賃金問題 金 金子美雄 不 明 12 平均f 金と賃金

4 4
51年 Fx政治経済の動同と労働問題
の行方 労使関係

星期 特 別 セミ

ナー 1976 04 30 自民党の崩壊、雇用安定

4 5 '86日 本経済と賃金のあり方 金子美雄 1986 :慰 賃金率

4 6 賃 金 金子美雄 1979 05 10 金労便関係、インフレ
●
ι 5 1

僣
Ｆ 金 日本労務研究1 不 明 05 金形態、能率賃金制

22 5 2
く生産1■労働アカテミー丁キスト

'生産性・賃金・物価 産業・企業 金子美雄 1980 05 労働生産性、賃金決定

22 3 最低管金制をめぐる諸問題 賃金 金子美雄 1956 01
1世界 C/J ttlpl』、最搭員 TTll、 元 =雇
田散笛

22 4 賃金と雇用 婆 金 金子美雄 1957 172 月 ミ金、賃金体糸、完全屋用政策

22
日不 の買貧、昭不Ц40年 1ヽの回顧と
50年代の展望 賃金

日本人手行政研

究所 1976 01 190 金水準、賃金構造、給与構成

22 6 賃金論 賃金 日本労働協会 1964 01 118
^

7

人 手 瞬 硼 盲 凛 縮 刀 同` つもυ′
~~員

金政策、労使関係は転機に
買■・万 使 関
係 金子美雄 1982 03 6 エコノミスト』ヽ 公務員ベア凍結

22 8 定年延長とこれからの賃金制 05 4 :年更量、年功賃金カーフ    _
22 9 1985 03 3 竃金 i E信』、春闘、賃金決定   _

10 春 の 1983 2 ミ闘、労働組合、ドリフト春闘

22 1
己二
一̈ロ 1951 33 国際的賃金、最低賃金、能率賃金

22 2 1947 D3 2 金 委 員会、CPI
一
ヽ 〕ける労務管理 (上 ) 1954 便協 力体■ll、 労務管理者

●
ι 4 1949 64 管理 、人事

5 1955 D3 2 J働生産性         _
22 英国における雇用と賃金問題 1954 日労研資料』労使関係

各国における最低賃金制とその性
格 賃 金 金子美雄 1957 03 最低賃金制、『経営者』
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6 i働基準
`壺

力17 金子 ; 雄 1949 30 労働法 争ヽ議法
6 国労働組合法 働組合法 :子美雄 1955 03 5 1産業裁判所法、労働争議令
10 英国労働組合法 卜,去 i子 : 雄 1954 3 団結禁止法、労働組合法
英国労働組合法 (3) 組合法 :子美雄 1955 『労働基準』、国家公務員、調停F裁
12 労働基準          | 組合法 :子 : 雄 1949 英国労働組合法、仲裁法

22 6
生産性の測定・成果の配分につい

て 賃金 金子美雄 1958 02 25 生産性の配分、生産性向上

官公労働

笠千夫雄不
人の著作・記
録 官業労働研究所 1949 Э3 48 労働経済

22 賃金形態合理化の問題点

五十乗雄ハ
人の著作・記
録 金子美雄 1959 4 賃金形態、給与形態、基本給

所得倍増計画と今後の展望

王 す 乗 雄 ハ

人の著作・記
緑 金子美雄 1961 03 7 賃金構造、賃金格差

22 7 能率賃金概論 賃金 ≧子 雄 1961 01 管理』、能率給、賃金体制
22 8 労働 i 賃 金 き二『L: 1雄 1963 03 28 金水準の国際比 :

9 日本経済と賃金問題 賃 金 :子美雄 1956 03 3 i金問題、経済問i
22 20 労働 及 び 雇 用 雇 田・失 業 三

[『

= 雄 1959 05 7 国民所得、賃金

21

最低買釜 Tllとこれからの甲ノlヽ企栗
経営について 賃金 金子美雄 1958 03 6 『職場』、最低賃金制

22 22 関西経協 労使関係 L美雄 1970 03 問 題

英国の労働情勢 僕1{系 L美雄 1955 02 ヨの労働情勢

1 生産性と賃金

釜子夫 FAE不

人の著作・記
録 金子美雄 1961 01 生産性、団体交渉制度、賃金と物価

22 2 '75年春期賃金交渉の展望

王十天 /1■ハ
人の著作・記
録 金子美雄 1975 01 8 経済動向について、春闘

22 わが国の物価問題と賃金決定

宝子夫雁不

人の著作・記
録 金子美雄 1974 01 2 賃金、生産性、物価

22 4 生産性と賃金について

笠十夫 /11E不

人の著作・記
録 金子美雄

19622
修正 42 分配率低下、企業別賃金決定

22 5 社会的賃金の確立めざして

笠千夫 FAE不

人の著作・記

録 金子美雄 1964 01 2 賃金横断化

22 1 現代のエスプリ

五十乗JAIハ

人の著作・記
録 袖井孝子 1978 × 定 年
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2 公務員の給与の問題点

笠千夫 III不

人の著作・記

録 金子美雄 1961 01 20 ベースアップ、公務員

22 3 賃金近代化のために

=十
夫 雄 不

人の著作・記
金最

新産別賃金研究
△

不 明 01 賃金制度、労使

8 4 '85年春闘直前セミナー

五十夭雄
^人の著作・記

録

目小員王 41Attt
ンター産業労働
調杏所 1985 01 賃金決定基準、配分政策

22 8 60歳定年時代の賃金政策

王す乗 Jl■
^人の著作・記

録
日本賃金研究セ
ンター 1979 01 60歳定年、高齢者処遇

23 1 1 速報賃金資料Vd.2 No23 賃金

労lNl文化社貫釜

調査部 i949 93 20
敢 18員王 7守果言 、最 15員笠 υ′忌 義・

沿童・実 施 見通 し等

23 1 2 最低賃金実施に伴う影響 賃 金

労働省労働基準
局

1956.10

J8修
正

社会党、総評、法案に基づく最賃影響
の言式算

2〔 1

労働問題懇談会給与小委員会 (第
3回 )議事録 賃金 労働省

1956_11

19修
T 01 41

宮島神奈川基準局長による静岡缶詰

業界業者間協定の説明と各委員の議
論

小委員長 rF山伊知到S委員 唐島基
智三、早川勝、大田薫 労働省側 百
田正弘 (労働基準局長)、 堀秀夫 (労働
統計調査部長)、 村上茂利(総務課長 )
宮島神奈川労働基準局長による静岡
の説明。宮島は前静岡労働基準局長で
この時点で栄転したばかりであつた(孫
田オ)_

23 1

労働問題懇談会給与月`委員会 t弟
4回 )議事録 賃 金 労働省

1956.12

4修 正 01
(栗首聞

'協
足によう最低頁釜万式の

案とそれをめぐる議論

う
こ 1

甲′J｀■栗の磯冽 ― -7Rl出庄果を甲
心として 産 業

東京労働基準局
調査課 1956 01 74 中小企業、輸出産業

23 1

業者間協定による最低賃金方式の

実施について 賃金 労働事務次官

19574.
12修
正 ハ

υ 4 最低賃金方式 通牒 対地方労働基準局長

23 1 7

最低賃金法はどうあるべきか――

今労試案を中心として 賃金 和田春生

1957.5.

5修 正 01 最低賃金法

和田は全労最賃委員長 竪山tll思 (生

活問題研究所)の指示によって、孫田

良平・佐々木孝男がデータを作成 (孫田

注 )

23 1 鉄鋼労務通信 No.644 労働行政 日本鉄鋼連盟 1959 10
酬琢万租朴 、昌工万組スト、ハ順製

鉄は 4月 9日 に妥結

23 1

業者間協定による最低賃金実施状
況 賃金

万 1Nl伯 万 側 墨 午

局給与課 (推 )
修 下

1959.8.

i修正 06 40 業者間協定による最低賃金実施状況

23 1

栗有 闘協 足 によう最 低 頁 ■ 需り実 施

状 況報 告 賃 金 不 明 不明 06 10 協定賃金

23 1 業者間協定実施状況報告 賃 金 不 明 不 明 06 14 最低賃金の協定ならびに甲請決議唇

52



23 1 12 業者間協定の実施状況 賃金

労働省労 lNl基準
局

1959.11

修正 06 従業員の職種別最低賃金額

23 1 法第9条に基く最低賃金決定状況 賃金 不 明

1 9602
修正1 06 最低賃金額

23 2 1 各国における最低賃金法 賃金

労働省大臣官房
労働統計調査部

19531
20 1易

T 07 130
米国、英国、フランス、カナダなどの最
低賃 金 内外労働資料一覧 (目 録)を付す

2 中労委における賃金闘争の展開 賃 金 大野丈雄 1949 557
最1■買釜市u・ 半均買釜制、スフイト嗣l

確立闘争

23 2 新しい賃金の出し方 賃金

中央労働委員会
事務編 修正

20修
正 01 C・ P・ S、 C・ P・ 1、 標準生計費

中央労働学園版 戦後の賃金決定のメ
カニズムを概観するのに便利な資料
(入力者注 )

2〔 2 最低賃金に関するメモ 賃金 金子美雄

:V40~
19462
修正

ｎ
υ 40 私的メモ・ノート 最1■賃金改正要綱 (案 )を付す

23 2 缶詰製造業概況調査結果報告書 産業
偲 局 万 側 暴 牛 局

調査課 1957 06 ●
４ 生産・流通・労働・金融・経理

０
乙 2 最低賃金制について 雪 金

労働省労働基準

局

19574
修正 38 社会党の最低賃金法案

●
ι 2

菜看間協足による最 1=賃金万式の

実施について 労働省発基第61号

修正 賃 金 労働事務次官

1957.4

12修
正 ハ

υ

業者間協定による最低賃金方式の実
施について

23 2 8

栗看間協足による最低買霊万式の

実施について 労働省基発342号

修正 賃 金 労働省労基局長

1957.4

22 1参

T ハ
υ 8

業者間協定による最低賃金方式の実
施について

23 9 中小企業振興審議会中間答申 企 業 X

195610
.18修
正 07 F静葡l駆ヨイ系崖郵百

23 1 最低賃金制の構想 賃金 日本労働通信社

15修
正 01 最近の給与問題と労働経済情勢分析 宮島労働基準局給与課長の講演集

2 最低賃金制の研究 賃金

日本鉄鋼業経営
者撞需編 修正

lV40.0

20 1易

正 01 123
最低賃金制の発達、最低賃金決定の

基菫
日本経済新聞社発行 厚生省瀧本忠

男技官の協力

23 労働問題研究 金 中央労働学園 1947 01 最低賃金の理論的基準

●
乙 3 4 賃金と生計費 賃金

日本生漕問題 IJl

究所 1950 73 1950年度経済情勢と賃金・雇用

23 3 5 最低賃金関係資料 賃金

労lNl書労 1動基準

局給与課

1950.6

修正 05 産業別規模別平均賃金

23 3 賃金研究 賃金

日不万倒週情 fI
騨:イ千 1949 ハ

υ 48
産業政策に万同と内容を興えるものと

しての最低賃金制

23 3 蟹賃金実施に伴う影響 賃 1 労働省労基局 1956 05 11 社会党最低賃金法実施に伴う影響

23 8 ]改正報告 任貝 × X 06 12 [低賃金に関する協定書
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23 4 1 最低賃金審議会議事録 賃金

労働省労働基準
局 修正 05 450 中央賃金審議会議事録

珊嘉彗誌 1瞑咀謄黙 |

労働組合連盟会長)、 高野実 (全国金

属産業労働組合同盟主事、日本労働
組合総同盟本部総主事 )、 滝田実(全
国繊維産業労働組合同盟会長)、 原口

幸隆(全日本金属鉱山労働組合連合会
中央執行委員長 )、 藤田藤太郎 (日本
私鉄労働組合総連合会)使用者代表
熊沢貞夫 (苫小牧製紙株式会社常務取
締役)、 進藤竹次郎 (東洋紡績株式会

23 5 1 最低賃金制に関する答申 賃金

労働省労働基準
局 修正

19545
修T 01 396 低賃金の実態・低賃金の原因

24 i 1 生活費資料

笠十美雅氏

本人の著作・

言己銀ほか 金子技師

一削
０４‐９
餡 05 340

生計費、住宅難、豪州に於ける賃金統
制、基準栄養要求量

1 2 業種別平均賃金に関する新聞記事 賃 金 給与課長 つ 05
平均賃金、物 lll賃金、実質賃金、食い

込みの赤字

24 2 1

賃金規則の是正其他、給与関係事
務指導専籠 賃金 金子技師

1943.6.

15/16
修正 05

指導要領 (帝国精密工業・三菱重工な
ど)
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24 2 給与関係法令改正 賃金 金子技師

1944.8

修正 05 44
給与調査、軍需会社の給与行政簡素
化、軍需会社勤労管理規則

賃金形態関係研究事項案(194537)
給与調査要綱 (前のものの附属資
料?)軍需会社に対する給与行政簡
素化の件(91に指導部に提出)法令
適用の実状他 (日付なし)軍需会社勤
労管理規則 (省令)要領案 (1944823)
軍需会社勤労管理規則運用要領 軍

需会社に対する給与関係行政簡素化
の件(19448.22)軍需会社法施行令
改正勅令案 (1944822)軍 需会社法
施行令改正関係条文 (日付なし)戦時
行政特例法 (1943318)許 可認可等
臨時措置法(1943318)戦 時行政職
権特例 (勅令、19433.18)

24 国民徴用扶助制度に就て 社会保障 厚生勤労局

19438
修正 05 40 国民徴用扶助

24 4

工場 争 栗場 征 栗 員 の 月 貿 玉 店 と座

業能率増進に関する意見 家計 日本経済連盟会

19428
修正 26 食糧問題、住宅問題、衣料問題

24 2 現行業務員賃金規則 修正 賃金

東京航空計器株
式会社 修正

19445
29 1多

正 05
個人請負利益金、奨励加給、初給賃
金

24 2 G

工場・鉱出菫具のltの手栗場にお

ける賃金形態 賃金

言 湾 総 首 肘 総 務

局労政課

19434
修 T ス

υ

買金形態の調査の結果、体栗率 、請

色禾‖幕率

24 2 賃金統制関係法規
買釜・戦時統

湘| 厚生省労働局

1940.10

修正 62 賃金臨時措置令

24 2 国民徴用関係法令

買釜・戦 時統

脚l 厚生省職業局
19416
修正 44 国民徴用令

24 2 国民徴用令関係規程 修正
員王
°瓢 呵机

告‖ 厚生省職業局

1942.1

修正 05 国民徴用令

24 2 国民徴用令関係規程 修正
買釜・戦 時統

制| 厚生省勤労局

19439
修正 05 78 国民徴用令

24 2 重要事業場賃金統計 締計 -10 厚生勤労局

1943.10
修正 05 雪金統計表 (男女年齢・業種別 )

24 2 12 日給修正表
統日†
~般・員

令 不 明 不 明 07 つ
・

●
乙 1 日給修正表線図

グラフ・統計
一般・賃金 不 明 不 明

（
υ

つ
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24 1

輌不争唄 割万何以上粉課長争粉

}T合会 修正 賃 金 金子技師

1943_7

修正 05 10 賃金形態

24 2 勤労規範草案 (工場編 ) 戦時統制
軍省総動員局監

理部勤労課 1944 01 109 勤労規範

24 1 重要事業場労務管理令運用方針 戦時統制 厚生省労働局

1942

(推 )

修正 05 事業所規則集

24 4 改正賃金統制令の解説 賃金 金子美雄

iV46 4

20 1易

正 ハ
Ｖ 26 賃金統制令 産業機械統制会

24 4

/AN足
最 低 買 金 、最 呂初 縮 貫 釜 及 刊

綸督 令標 塗 箱 賃金 厚生省労働局

19419
修正 ハ

υ 最低賃金、最高賃金、業種別

24 4 4 賃金臨時措置令に就て 賃 金 厚生省労働局

193911
修正 05 協定賃金、賃金基準

付録 賃金臨時措置令、賃金臨時措置
令施行規則、船員給料臨時措置規則、
賃金臨時措置令の運用に関する件、賃
金臨時措置令の会社に関する件、賃金
臨時措置令施行に関する件 (依命通
牒 )、 賃金統制令、賃金統制令施行規
則、賃金統制令第二条第一号の事業
指定、賃金委員会官制、国家総動員法
め

24 4 5

工場並鉱山労働者の賃金沢疋昇

給に関する規定 賃金 厚生省労働局

19393
修正 05

嚇員、上場 、跳 Luの 日結 、字闘 り、臓
障別
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24 4 言金統制関係法規 賃 金 厚生省労働局

194010
修正 05 賃金統制令、男女別

賃金統制令、賃金統制令施行規則、賃
金統制令改正勅令施行に関する件依
命通牒、賃金統制令第二条第二項の
実物給与評価額の指定、賃金統制令
施行規則第二十条第一項の自米、精
麦及食事の価格の指定、賃金臨時措
置令抄、賃金臨時措置令施行規則抄、
賃金臨時措置令第十五条の組合及団
体指定、賃金統制令抄、賃金統制令施
行規則抄、男子未経験労働者初給賃
金決定に関する訓令、男子未経験労働
者初給賃金決定に関する通費集、女子未
経験労働者初給賃金決定に関する訓
令、女子未経験労働者初給賃金決定
に関する通牒、国家総動員法抄

24 4 土会政策時報 賃 金 1調会 1939 03 力

24 1 車輌統制会、会報附録 賃金 金子美雄

一則
０４‐９

後 ハ
υ 賃金

24 2 雪金統悧1令の解説

戦時統制・賃
令

大日本紡績連合
会労務部

lV4Uノ

27 1多

正 05 ●
０ 賃金統制令

厚生省賃金課長大橋武夫氏校閲、労
務問題叢書第二篇

24 3 賃金統制に関する外国立法例 賃金 厚生省労働局

19393
修正 賃金統制

イギリス、カナダ、キューバ、アメリカ合
衆国、オーストリア、ドイツ

24 最近のイギリス労働事情について 海外
口仝 1暉 概 稚 而
△
ム 1954 イギリス労働事1青

24 管理工場補給規程及取扱心得 戦時統制
財団法人国民徴
用援護会

1944.9

修正 05 国民徴用令

24 6 国民徴用扶助制度に就て 戦時統制 厚生省勤労局

1943_3

修正 05 40 国民徴用令

国民徴用令抜粋、国民徴用扶助規則、

国民徴用扶助起草施行細則準則、国

民徴用扶助規則運営方針及事務取扱
尊籠 _徴用樗誰墓落動成善徐

24 賃金算定に関する労働科学的見解 賃金 厚生省労働局

19415
修正 05 督金労働時 FElの調査要綱 労働科学研究所委言モ
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日本育ヒ率 金 日本書E率協会 1947 03 職 皆制度 、賃金問題

5 9 工場 請ヽ取 賃ヽ銀、制度 注意書 賃金 オウヤサブロウ
194210
修正 06 49 賃銀

大矢二郎『請取賃金制度論』としてダイ
ヤモンド社から1944年に再刊。一編を
削除 ―ヽ編を付け加える(入力者注 )^

1 労務調整令関係法 :生省勤労局 1943 94 労務調 「関係法規

24 会社経理統制令解 1938 経理統制

24 6 3 勤労協力給与 賃金 金子技師 1945 ハ
υ 28

勤労報国 llX員に対する手冨規準額改
定の件

24 6 4 時統需 厚生省勤労局 1943 05 101 力令関係法 1

24 6 5 資 金子技師 1944 05 戦

24 6 蚤理統制 令 戦時統
1 1子枝自雨 1944 05 60 理 〈

「

24 C 7 貴族院財政副 明資料 ≧子技師 1944 05 220

24 1 最低賃金と最高初給賃金 賃 金

厚生省大橋賃金
課 長

19419
25 1易

T 01 174 賃金統制、最低賃金、最高初給賃金 大日本産業報国会 冊子

2 賃金諸形態に関する資料 賃金 金子美雄

10修
正 01 85

賃金の分類、賃金算定式、各種賃金
形態の優劣 工場管理研究所

０
４ 7 3 管理工場補給規程及取扱心得 賃 金

財回法人四氏倒

用援護会

19449
修正 01 補給金 2455と同じ

24 7 4 重要事業場労務管理令関係法規 戦時統制 厚生省労働局

19422
修正 01 国家総動 員法など

重要事業場労務管理令、重要事業場

労務管理令施行規則、国家総動員法
妙

7 5 会社経理統制令に関する法令 産業・企 業 大蔵省会社部

19423
修正 140

会社経理統制令 (施行規則、運用方
金|)

金子メモ多数あり,会社経理統制令、
会社経理統制施行規則、会社経理統
制令1里日芳金|

24 我が国における家族手当 賃金 財団法人協調会

19404
修正 01 110 家族手当

社会政策時報229号広崎真八郎,孝橋
正一の論文をまとめ直したもの

24 7 7 か 家 言 面 公 1 1948 88 調査

24 8 産業厚生時報 雑誌類
産業厚生時報社
修T

19417.

30 1参

正 03 52 賃金政策、労働者年金保険法 大阪の雑誌 (日刊 )

24 9 労 務 者 一 時 間 平 均 言 令 副]否報 告 賃金 1939 06 平均賃 1 女 HII・
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24 7 労働者生活状態調査報告

家計・物価・

(賃金 ) 厚生省労働局

:V4U4

19413
修 正 （

υ 家計簿、地域別平均収支など

24 労 lDl者 盲 金 調 否 報 告 (二 賃 金 厚生省労働局 585 賃金 (男 女別・菓種別・級別・地域別 )

24 8 1 厚生省発労第二号 労働行政 厚生省労政局長 1945 会社経理統制令

24 ε 2
会社縫埋統制令甲社員給与に関す

る運用方針 労働行政

lFヲL`ョ El`僣≦∫ヽ ]ヨ目三り 11夕》

正 不 明 07 退職金、基本給、諸手当

3

会社経理統千u令の計 pJ及承認に

関する依命通牒 厚生省発労第二

号 修正 労働行政 厚生次官 修正

1946.1

15修
正 07 会社経理統制令

4

特別経理会7■の企業整備に伴ふ

退職金補給申請手続に関する件
厚生省発労620号 修正 ■ 4重h行政

厚生労政局長
修正

194611
23修
正 ハ

υ 会社経理統制令

24 8
Enforcement of the Enterprise
Reconstruction Act 鶯 41httIE●

じhiet ot the

Labor
Administration

Bl』 reau
４６
正
‐９
修 07 2 労働政策全般

24 8 G 従業員の給与等に対する優先弁済 労働行政 不明

‐９４６
⑪
雌 1 給与弁済について

24 温職 令 閣係 賃金 給与課長 1947 50
特万u竪埋貸在 、■栗丹屋整備法 、退

職金
未整理、ただし2489以降と似ているも
のあり(記入者注 )

24 8 The comoanv's Account Control 戦時統制 不 明 !940 会社経理統制令

8

賠償撤去工場離職従業者退職金
確保等について 賃金 商工省賠償課

19475
13修
正 05 20 退職金、最低生活必需品

●
乙 8 10

Labor Policy in connection with
Reconstruction of Industry 戦時統制 不 明 不 明 06 会社経理統制令

24 8
The Company's Account Gontrol
Ordinance 戦時統制 不 明 1940 05 4 会社経理統制令

24 8 12
補給費及徴用慰労金整理に関する
件 修正 賃金

厚生省給与課

修正

1946.7

20 1参

正 5

国民勤労動員慰労金、委員会の歳入
出

24 ε | 従業員の給与等に対する優先弁済 労働行政 不明

帥⑪
腕

ｎ
υ 1 給与弁済について

24
●
ι

企業再建整備に1半ふ労働対末に対

する司令部労働課の意見 企業 不 明 1946
企業再建整備に伴う労働対策に対ず
る責 甲

24
会社経理応急措置法施行規則に

定むべき退職金に関する事項 賃金 不明 不 明 l艮職金データ

24 15 会社経理応急措置法案 賃金 不明 不明 29 理応急措置法案
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24 8 16
管理指定工場の労務対策 (給与)
要領案 賃 金 厚生省給与課

田
修

‐９

‐７
正 労務対策

24 e 退職金に関する説明 賃金 不 明 不 明 05 退職金
会 7■経埋応思晴置法に関連する退職

金の意味がわかる資料

24 8 根腑 令 関 係 賃金 金子技師
И
■ 05 260 退職金

企業再建整備法に関運する退職金に

ついて未整理資料

Labor Policy connection with
Reconstruction of Industry 労働行政 不 明 不 明 05 労働政策

●
ι 20

貸位位員亜に男務者に対丁る饂崎
の給与支給に関する件通牒 労発
第十八号 修正 賃金 厚生省労政局長

19451
25 1多

正 1 臨時給与

24 8

Explanatory Memorandum
concerning Dismissal Alllowance 賃金 不明 不明

ｎ
ｖ 3 失業手当て

24 8

Retirement Allowance for
Dismissed Employee in connection
with Reconstruction of Industry 賃金 不明 不 明 05 2 退職金

24 8 23

云他維埋統制市甲fI貝緬与に関 ,

る主務大臣を厚生大臣に移管する
の件 賃金 閣議決定

19461
8修 正 1 給与に関する主務大臣の移管

24 8 24

Draft of Ministries' Order
Concerning to the Retirement
Allowance 賃金 不 明 不明 05 恨職令

26 l 1 我国の戦前賃金体系について 賃金 丹生谷竜 1960 05
明治以来の賃金体系の変遷、戦前の
学権h闇題

丹生谷竜。一高、東大卒。三菱レイヨン

入社、日経連に出向、のち、三菱レイヨ

ン常務、同社退社後、熊本県立大学教
幸3^

26 2 1

産業報国運動関係資料 日録第一

輯 修正 労働行政
労働運動民料食

員会昭和班

19575
修正 05 23 産業報国連盟、大日本産業報国会

26 2 大正期編別構成案 労働行政

万働連剛民不キ食

員会大正班 修
T , 05

メーデー、友愛会、信友会、革進会、
大 准 会

3 労働運動史料統計篇 労働行政

万 側 運 剛 工 科 貪

員会労働統計部
△

21修
正 54 雇用、労働時間、労働災害 孫田良平著 (孫田注 )

26 4 労働組合課 1青報 2.20 労働行政
労働管

"収
局万

働組合課 1961 Э5 100 炭労、合化労連、春闘、国労、全逓

26 労働組合課情報 1.30 労働行政

労働省労政局労
働組合課 05

私鉄総運 、アルコール専売新貰釜晏

求

2 C 月報 14号 労働行政
万 1Nl運 即 工 科 食

員会 1958 05 14 黍員会会議 1月 18日 (土 )
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2C 2 月報 15号 労働行政
万 1Nl運馴 史 本キ妻

員会 1958 05 20 委員会会議 3月 8日 (土 )

2〔 2 8 月報 16号 労働行政
万 働 運 動 民 料 要

員会 i958 14
委員云宏議 3月 31日 ～4月 1日 、八崎
製鉄

月報 18号 労働行政
労働運動里料委
員会 1958 委員会会議 5月 24日

2 10
圧 来 報 国 連 期 関 係 年 衣 弟 一 響 い日

和14-15年 )修正 労働行政

労働運動民料套

員会昭和班

:UO/.0

修正 05 ) 年表のみ

26 2 労働統計資料目録 労働行政

ガ側理剛丈不キ安
員会労働統計部
会編 1957 05 124 人口、雇用、労働経済

26 12 賃金体系論 労働行政 金子美雄 つ
。

02 つ
・

員笠杯糸の恵義、王満貞笠杯糸、職

能賃金体系 27111へ移動

2C 3 1 労働運動史料委員会月報及資料 労働行政
労働運動史料委
昌会 1958 05 つ

・

月報10～ 20号、半月月報第1号～9
号、産業報国運動資料1～ 4

孫田整理後,入 力者再整理。袋を内容
に即して三分割。1半月月報1-11、 月
報12-202労働運動史料委員会会議
記録、機関紙整理カード使用法、マイク
ロフィルム整理カード使用法、日本労働
運動史料最終編集基準 (1958104)、
日本労働運動史料編集基準 (二 )

(1958.4.1)、 大正期編別構成案 (262.2
と同じ史料)、 主要労働組合機関一覧
表 (大正班 )、 主要労働組合機関紙一

覧表 (昭和6-12年 、昭和班、2部 )、 社会
主義労働運動関係雑誌一覧表 (大正

班 )、 戦前労働組合法案に関する資料
目録 (仮案、19573、 法制班)3産 業
報国運動関係資料目録第1-4輯 、産業
報国運動関係年表第1-3輯 (昭和813
年、14-15年、16-20年 )、 隅谷カタログ
1,2、 東京市電争議史料一覧表 (大正
13-昭和 14、 昭和班、1957228)、 スカラ
ピーノ氏リスト第3・ 4輯
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1 賃金研究会第4回会議議事録 賃金

労働省労働基準
届管金部

19641.
28 1多
T 05 100

昭和39年 1月 28日 (火 )、 職能給、賃金
告‖慮

出席者 中山伊知郎、大川一司、有沢
広巳、稲葉秀三、今井―男、大石泰
彦、金子美雄、田中慎一郎 (十条製糸
株式会社常務取締役 )、 小松広(八幡
製鉄株式会社労働部長 )、 堀江秀典
(京都府中小企業団体中央会専務理

事 )、 田中三男(電気音響株式会社総
務部次長)、 五十嵐昭夫 (日 本経営者
団体連盟事務局長 )、 大橋吉郎 (同労
政部次長)、 錦織障 (全国中小企業団
体中央会調査部次長)、 伊沢実 (東京
商工会議所、企業経営部労働課長)、
辻英雄 (労働省賃金部長)、 大塚建一

(企業課長)、 細川福治 (業務課長 )

2 ‖一 日当り賃金の動き(1) 賃金 つ
・

つ
・

05 グラフ、明治13～ 昭不口14年

2( 4 3 調査研究助成金の審査について 財政

H不 万 1pl協 云 調
査研究部 1959 05 つ

・ 助成金

26 4 4 希望視察先 企業 つ つ 05 つ
・
General Motors,MI丁 ,AFL

1959年 日本生産性本部金子調査団

希望訪問先 (大多数受入れ)孫田注
(孫田氏はこの調査団に参加した)関
連金子美雄編『アメリカの賃金決定』

26 5 賃金体系調査アンケート 賃 金 丹生谷竜

1960
修正 05 つ

・ 賃金体系調査、目的、方法、項目

昭和同人会編『わが国賃金構造の史的
考察』第二部第二章 (丹生谷稿)の資
料。賃金体系調査、戦前賃金体系資料
ノート、戦前賃金体系資料ノート2、 戦
前賃金体系資料ノート(続 2)、 戦前賃
金体系資料ノート3、 賃金体系アンケー
ト
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4 賃金部会議議事録 賃 金

口

“

不u同人云員王
部会 修正

1960

修正 05 つ
・

弟8回～ 12回 、2、 3、 4、 5、 6回、作
業計画 第一回欠落

4 工場鉱山従業員月収調査 賃金

仁

'ミ

局 tu日不口1司

人会写)修正 1922 05 44 各工場鉱山月収調査

26 4 8 工場鉱山従業員賃金制度大要 賃金

在宏局 い召不‖同

人会写)修正
1922.3

修正 05 賃金の本体、週給、月給

4 9 賃金部会資料その 1 賃金

u召本口同人会買釜

部会 修正

19589
修正 05 つ

・
男女別 産ヽ業分類別

26 4 賃金部会資料その2 賃金

昭不u同人云貞釜

部会 修正

19589
修正 05 つ

・

果示職 栗 別 買 笠 、大 休 73年～明 満 32
年

26 4
産菓小分類及び規模 bll戦工 1人 1
日当りの賃金 賃金 労働省 1951 05 つ

・
黒な 男‖・寿

4 竃金資料 賃金 ，
・

？
・

05 つ 規模別・水準・平均

1 1 調停段階での決着と額・率問題 :期刊行 lla 金子美雄 1987 Э2 季刊 !公企労研究」No.70

27 1 2 労働締計行政の回顧 と展望 :期刊行物 金子美雄 1978 ｎ
υ 74

1 中高年雇用と賃金問題 :期刊行 金子美雄 1978 02 4

1 4 これからの労 1動運動の課題 定期 刊行物 金子美雄 1980 02 2

1 5 BO春闘の賃金決定 定期刊行物 金子美雄 1980 02 賃金実務 JVo117

1 6 今
『
ミ闘の回顧 定期刊行物 金子美雄 1976 02 季刊「公企労研究 JNo.27

1 労働

`

l産性と賃金に関する諸問題 金子美雄 1955 02 :労働法学研究会報 J第 232号

1 8

買金 はいかにあるべきか、経宮と

雪令 闇頴 研究資料 金子美雄 1949 02

1 最近の賃金問題について 研究資料 金子 1951
●
４ 1 問題の動向 研究資料 金子 : 1951 Э2

2 : 生計費方式の理論とllL判
=期
刊行 加

″ 金子 1952 02 7 労務研究

2フ 2 賃金 物価の推移と展望 期刊行 刀 金子三 1951 02 雇用研究
●
ι 3 賃金 支梯能 力論 :期刊行 lla 子 三 1951 02 雇用研究

2 4 スライディングスケール制 :期刊行 つ
・
02

●
乙 2 生計費 lスライデイング・スケール」 :期刊行 :子 1948 02 日本能率

2 専に起つ賃金問題 :期刊行 1952 02 失鋼 No 299

2 賃金問題展望 定期刊行物 ,子 : 1952 ＾
υ 4 鉄鋼No 291

2 冒 暫 管 金 に 閣 す る者 え_方 定期刊行物 き子 : 1952 02 4 日労研資料

2ラ 2 9 職業別賃金の概要 定期刊行物 き子 1951 02 4 日労研資料

2 10 物価指数と生計費指数の便い方 定期刊行物 :子 1949 02 日労研資料

2 利 ;間分酉己需ul霊について :期刊行 41a 三二子L 1951 02 5 日労研資料

2ラ 2 米国における職種別賃金格差 期刊行物 ビ子美雄 1951 02 4 労働基準

2ラ 2 労働経済の現状と見透し 定期刊行物 金子美雄 1951

2ラ 2 14 晶近 の言金 Fn5顕 定期刊行物 金子美雄 1950

27 3 1 速 報 :i野米斗Vo12.No.2 定期刊行 吻 金子美カ 1949 02 20 九原則以後

27 2 国 鉄 :を廻つて 定期刊行 物 金子美宏 1949 02 20 速報賃金資
●
ι 3 賃金は下がるか :期刊行 金 子 1949 02 20 凍報橿

27 3 4 十年一昔 :期刊行 金子美雄 1949 02 20 速報賃金資料

速報賃金資料5 高能率高賃金
=期
刊行 金子美雄 1948 02 3
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う
ι 4

王店買宝から労働慣 1日貢釜への転
隆 申期刊行物 金子美雄 1950 02 「賃金研究」Vol.3

●
乙 4 理論生計費と実際生計費 定期刊行物 金子美雄

19487
5修 正 02 1 「凍綿・管令沓来|

●
４ 4 実質賃金と実質家計費 定期刊行物 金子美雄

20修
正 02 「速報・賃金資料」

27 4 21 賃金副 羹金 金子美雄 1979 02 10 経 , の転換期と言金・労使関係

27 1 転換期に立つ : 金問題 定期刊行物 金子美雄 1971 02 1 「研 : 己委 員会報 |

●
ι 2 '80年春闘の展望と問題点 定期刊行 :子 : 雄 1980 No 1706
０
４ 83年春闘の展望と問題点 定期刊行 :子 1雄 1983 Э2 20 No.1808

27 4 '74年春尉の !と問題点 定晃 刊行 刀 金子美雄 1974 50 春 1
４
Ｅ 斗'74

27 '75■爾罫風の と問題点 定見 刊行 i二]L 1雄 1975 02 54

5 '82` の と問題 定見刊行物 金子美雄 1982 02 22 春 ド杢 |'82

5 '834=尾罫層踊の 展 と問題点 定其 1983 02 20 春 ]賃金交渉資料'83

5 8 アメリカに 〕ける賃金事情 定期刊行 1子 : 1959 ｎ
υ

「務と経営

０
こ 6 1 金子美雄原稿

笠千 矢 凛・言己

緑 金子美雄 つ
・

07 120 労働異動の測定等、原稿

2ラ 6 間労働 刊行物 働省労政局 1947 1

2つ 6 助 刊行物 働省労政局 1947 Э4 1 正労組湿

2ラ 6

目本 礫 午 圧 来 分 類 及 ひ 目ハ 様 牛

商品分類作成に関する報告書 産業

統計委員会事務

局 1948 10 商品分類、産業分類

2ラ 6 GHQへの 出 」 占領 ] つ
・

1947 06 30 文提出書類、雇用1

2〔 1 二於ケルエ 体 労使関係 厚」 1940 05 体 彗運動の実施 況

28 2 テ者検 : 』イ系 厚 生 1942 01 24 支術者検 :

０
４ 厚生省文書処分事項 社会保障

厚生人 出冨房総

務課 1942 01 39 秘書課主管事項、総務課主管事項

28 4

工場畢栗場 lllttE有養灰↑の施行

に就て 労使関係 厚生省 1940 01 香成の種類、養成工の資格

28 7 X 1945 05 l活 風 ヽ理

28

1600園 水準に聡 ける目
'公
職員年断

珈l平均給二維申栢 賃金 × 1946 05 業種別年齢階級別常備労務者数調

7 指示事項 賃金

瓢 万 fT収王 務 赫
長事務打合会 1942 賃金統制令、運用に関する件

28 8 不 明 賃金 不 明 不 明 06 1

GHQに Ti出された買釜統討たと雅疋
される。

28 9 戦時緊魚措置法 (案 ) 産 業 不 明 不 明 07 1

大栗虫戦争、軍需生産の維持、国塚

総動員法

2ε 新  { Ξ」口L 署糸岡 産業 厚生省労働月 1940 07
〓
『 :国防国家 制労務行政

28 11 戦時緊急措置法施行令案 産業 不 明 不 明 05
征 栗有 の確 休 、壼 ll■及 ひ四じ直 駆 供 、

就 業確 保

2〔

職業指導機関及び国民勤労副‖練
所施設概要 産業 不 明 不 明 軍事保護院 商ヽ工省
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7 1 (案 ) × 給与課 1947 ハ
υ 2 実際業種別平均賃金比率

7 14

給与審議会資料に関するGHQ調査
統計部における打合会 賃金 不 明 1947 06

公足 1山格指数 、コンシューマー ノ`ス

ケット、毎月勤労調査

2〔 7 15 技術機動隊編成要綱 × 不 明 1945 07 4

7 入所中二於ケル事故 事故対策 不 明 不 明 07 44
副|!繰 跡 tll υ′布 望 、河 束 跡 兄 、灰 順 転

換勤務者状況調査報告抜粋

厚 生 伯 関 係 計 可認 口J寺饂 崎 碕 直

令施行規則 賃金統制
厚生人ヒ岡田思
彦 1945 3 大日本帝国政府 健ヽ康保険法

2〔 18

国内戦場化に伴う動労昂揚具体万
箋案 X 管理課 1945

到万統 挙 υり惟 工 、戦 崎 景 貝制 の惟 疋

1亀化

2〔

讐足栗橿万り平均買釜に用いた庄栗
分類に該当する毎月勤労統計 勤労統計 不明 1947 賃金指数表

28 20 基本 日給基準表 不 明 1947

2〔 21 一 冊 皿 種 ‖!l管 令 弄 不 明 1947 06 1 土木建築業、貨物運送業
●
ι 22 給与問題審議の一般方針 1小委 員会 1947

28 23

1600円水準における冨公職 員年齢
剛l平均賃金 賃金 給与課 1946 06 1

人威、司沃、又部 、厚生、晨杯 、運 7Rll、
外務 _内藤省

28 24
暫 疋 来 狸 万り十 羽 真 笠 昇 疋 の 墨 促

数学について 賃金 不 明 1947 07

28 暫定業種別平均賃金算定基礎 賃金

特 bll小委 員会 沢
申 1947 ｎ

υ 7 業種別年齢階級別賃金比率

28 う
ι

1600園水準に聡けσ目
・
公 Fet員 年齢

別平均給与推定額 賃金 不明 不 明 06

28
栗種万u JIE既別男ヌ万u年師階級万リ

労務人口調 賃金 不 明 1945 4

7 28
来働 ll地以別年 mii階級別万務人

口表 鮪計一鳥] 不 明 1945 06 4

●
４ 1 1

上 場 男 十 万 粉 有 栗 狸 牛 蘭 及 維 駅

年数別平均賃金調 賃金 厚生省労働局

194210
修正 05 30 化学工業、金属工業

29 1 2 賃金形態調査報告 (其ノー ) 雪 金 :生省労働局 1941 30 平均請負利益率、休業率 3216と同じ

29 1 3

女子男務者買釜、芙地調食結果諏
生 賃金 厚生省勤労局

19435
修正 05 金属工業、賃金統制

1 4 重要事業場賃金統計 賃金 厚生省勤労局

194310
修正 厚生省、業種別

29 2 i

1■上 け工 亜 ひ に肛 盤 工 の 買 銀 訓 貧

錦 告 賃金 北淫新次郎 1924 74 賃金形態、時間賃金、勤続年数

29 1 統計行政 窓理府統言 1961 不 明 政表課関係機構、政表

3 統計院 統計行政 総理府統言 1961 01 4ヽ L t計院、統計学、統計:
29 1 時報 賃金 部、河野 1940 03 315 賃金問題、適正賃〔

29 5 1 F支給状況調査 賞与 年 省 盲 F 1941 05 145 賞与額、支給事業所数 マイクロ化不完全

6 1 補給金調 (笛一表 ) 賃金 厚生省

・r l,
正 06 30 年齢階級、職業別 マイクロ化不完全

6 2 補給状況 賃金 厚生省

19437
修正 06 25 年齢階級、職業別

66



3

作業転換工場における女子賃金調
査 賃 金 厚生省

1943.6

修正 06 20 厚生省、年齢階級

作業転換工場女子労務者賃金調査報
告 (厚生省勤労局,19435,マイクロ不
完全)、 女子労務者賃金実地調査結果
報告 (厚生省勤労局,19435,マイクロ
不完全 )

●
４ 4 一 時 間 平 均賃 金 賃金 厚生省 1941 06 つ

・
鉱山 製ヽ薬業

マイクロ化不完全、取残多数、事業及

規模別事業場数及労働者数調、工場

鉱山労務者賃金統計、事業及年齢階

級別労務者数―ヶ月平均就業日数―
R平均就業時FBR及 一時Fun平均管金調

●
乙 5 工場鉱山労務者賃金統計 金 厚生省勤労局 1942 つ

・
i山、製 , 2964の続き

●
ι 6 |:主争

j
展告 金 合与課長 06 つ 通 業 マイクロ化不完全、取残多数

30 1 1 戦後労働経済の分析 労働行政

刀働管万1Nl統日†

調査局労働経済
課長増田米治 1949 01 263

戦後第一回労働白書データ(金子美
雄直接指導 )

30 1 東京都労働局労働大学講座 (上 ) テキスト 中央労働学園 1948 249
テキスト、絶済5ケ年計回、

"働
運動、

労働組合、給与体系、給与問題

1 3 東京都労働局労働大学講座 (下 ) テキスト 中央労働学園 1948 235
テキスト、労 i動政策、労働組含、給与
闇頴 ^労働運動

2 1 労働評論特集賃金問題 賃金・雑言ま
労働協宏編果毎

日新聞社 1950 D3 112 労働評論、賃金

3C 2 労働評論3月 雑 誌

労働協会編集毎

日新聞社 ′
■

ｎ
υ 64

庄栗復興連期と万倒石、つ刀`国の買
金における基本問題、米英記者の見
た日本の労働組合運動、経済会議と
労llh運動

3C 2 労働評論4月 雑誌

労働協会編集毎
日tFFF_n計 1949 03 56

矢栗の展望と間越、a里 由買不と■果

整備、組合は首切りをかく見・かう闘

う、フランス人民戦線を語る

3( 2 4 労働評論6月 雑誌

労働協会編集毎
日新聞社 1949 03

わが国失栗の特買、危機に工つ甲月`

企業、労働法規の改正要点、第二貧
ジ41M講

30 2 賃金研究 賃金・雑誌 日本労働通信社

1948´V

49 03 300

1948.11 lU,lU40.IZ IU, I UZl ё :Z_ZЭ ,

19491 10,1949125,19492.10,
1949225,1949310,19493、 25,
19494.10,1949425,1949510,
1949 525,1949610,19496.254手

=子
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6 昭和二十二年中の賃金推移 賃 金

万側泊万側統昌†

調査局賃金調査
設 1948 43

争来万り十羽貰釜 、男ヌ別万臓 Ill十 羽

賃金 、地域別規模別平均賃金 、実物
給与

30 労働組合入門 労使関係
燃 升 τ 到・ゝ刀 lpl

省発行 1947 01 170
団体 父 渉 、万 1Nl協祠 、万 1Dl委 員云 、収

治活 動 労ヽ 働 組 合 、テキストブック

30 8 労働問題研究第 15号 誌 中央労働学園 1948 74 労働組合運動 政ヽ府の労働政策批判

3C 労働問題研究第16号 雑誌 中央労働学園 1948 03 62
万側 組 営 の 人 衆 円 墨 低 嚇 杯 敏 ニ

労働実能調査報告 (尾高邦雄 )

2 労働 F.l頴研究第18号 雑誌 中央労働学園 1948 03

万 1Nl問 題 として の 賃 ハ の 形 成 畜 積 Lヽu

中篤太郎 )、 労働委員会と争議調停
(吾彗半惨 )

3C 労働問題研究第19号 雑誌 中央労働学園 1948 03
目
^頁
小王義と万側租百υ′型 豊ヽ崎

稔 )、 職階制と賃金問題 (山本正美 )

う
０ 2 12 労働問題研究第25号 雑誌 中央労働学園 1948

頁

^の
確 済 優 興 と期 万 旧 叙 道ヽ 同 具

治郎)、 経済五ヶ年計画の批判 (吉田

13 労働問題研究第26号 雑誌 中央労働学園 1948 54
維冨宮理化と

"働
有 tШ取享

'、

退職

手当、戦後アメリカ労働運動等

3C 14 労 働 問 題 IJl究 弟 10号 佳誌 中央労働学園 1948 労組法の改正等

3C 2 労働問題研究第11号 雑誌 中央労働学園 1948 D3

十不日早 Tと耕万 1Nl組言墨手 、最 員、
漁業運動 農ヽ 民運動

3C 1 労働問題研究第 12号 雑 誌 中央労働学園 1948 03

晨民円労働者誦 十ヽ夫り、■栗登備ヘ

の労働政策 (高野実)、 労働組合、失
業問題、職業紹介

2 労働問題研究第13号 雑誌 中央労働学園 1948 03
位 云 保 障 、万 務 官 埋 、万 1Nl組言 、琢 員T

構造、罷業論

30 2 18 日本能率第 6巻 7廿 雑誌 日本能率協会 1947 03

30 1 週刊労働
FJT聞・万働 =
鳥曼 厚生省労政局

1947-
48 07 不 明 新聞

30 4 1 賃金研究 雪令・難兼 日本労働通信社

1948.11

1950.01

修 正 03 不明 賃金 雑ヽ誌

30 4 2 週刊社会運動通信 誌 :経済社 1917 不 明 会運動、雑誌

30 4 3

2栗における侶利施設の実態調査
(文化教養及び運動施設福利厚生

書と施設内容の推移)その三 労働条件

日不確冨有回杯
連盟関東経営者
協会 1950 06 50 福利厚生

4 4 臨時工問題の一考察 労使関係

目不 確 冨 有 回 杯

連盟関東経営者
協 会 06 41 臨時工労務管理、労組法、労働協約

30 4 5 新労働協約の実態調査 労使関係

口
^確
日百回1^

連盟関東経営者
協会 1950 06 32 労働協約
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30 4
工場における労働生産性の向上方
策 労使関係

ロハ確呂百回1^

連盟関東経営者
協会 1951 24 労働生産性

30 4 ドイツの経営参加法

労使関係・海
外

目小に日百回1^
連盟関東経営者
協会 1951 経営参加 ドヽイツ

3C 4 労働統計総覧昭和26年度 (1 統 計

口小確日百回い

連盟関東経営者
協会 1951 06

統計 (労働力、生産、物価、賃金、労
1動組合、労働争議、企業整備

3C 4 9

英国における労働争議の処理機関
とその運用 労使関係

日不確冨石回杯
連盟関東経営者
協会 06 20

団体交渉、調停並びに仲裁機関、労
働争議

う
０

企業における労使協力機関の実態
珊杏 労使関係

H不維日百回杯
連盟関東経営者
協会 1950 ｎ

υ

生産委員会、労使協議会、経営協議
△

=

31 1 1 賃金論

員王・五十夭

雄氏本人の
著作 金子美雄 01

労働生産性と賃金、給与制度及び給
阜休 系

1

労働時間と職場環境 (現代労働問
題講座 )

力・1剛チミ1+・ 王

子美雄氏本
人の著作 金子美雄他

ｎ
υ 01 305 労働時間、地域社会と職場環境

31 1 新賃金論ノート

員笠・五十夭

雄氏本人の
著作 金子美雄 01 438

賃金決定論、春闘と賃金決定、賃金
休系論

31 1 4 管金その過去・現在・未来

買釜・笠千夫

雄氏本人の

著作 金子美雄 01 326
経済成長における賃金物価政策、賃
金問題の過去、現在及び未来

31 1 賃金論ノート

貞笠・笠十夫

雄氏本人の
著作 金子美雄 1952 01 314

生活賃金論、最低賃金論、賃金形態
論

31 1 春闘十年

員王・=す天
雄氏本人の
著作 金子美雄 01 270 昭和45～ 54年までの講演

31 1 7 退職金、年金と労働組合

頁笠・王十夭

雄氏本人の
著作 金子美雄他 01 245 退職金・年金の理論・問題点

31 1 8 職務給と労働組合

員王・王す乗
雄氏本人の

著作 金子美雄他 01 職務給制度への理論

31 1 9 賃金政策

買笠・笠十乗

雄氏本人の
著作 金子美雄他 01

労働組合の賃金政策、国家の賃金政
告
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1 賃金管理

真笠・笠十夫

雄氏本人の
著作 金子美雄他 1966 01

基本給管理と昇給制度、賃金管理の
国際 L鉢

31 1 職務給の研究

員王・王十乗

雄氏本人の
著作 金子美雄他 1948 144 職務評定法、職務給算定法

1 アメリカの賃金決定

n~釜・釜十夫
雄氏本人の

著作 金子美雄 01 476
米国における賃金決定、各企業の賃
令 決 申

1 13 賃金の国際比較に関する諸問題

貞
=・
笠ナ乗

雄氏本人の
著作 金子美雄他 1963 01 74

買宝沃足機構の特色と国スの最近の

賃金政策、賃金と生産性の国際比較

に関する理論

31 1
■
■ 賃金そのあり方と考え方

王十夭雄氏
本人の著作
ほか

労働省労働基準
目管令部 1966 01

つ
０

賃金理論、最低賃金、各組合の考え

方

1 1 定昇問題と賃金決定

笠十乗雄氏

本人の著作
ほか 日本生産性本部 1983 01 150 各業種の定昇問題

31 1 16 賃金論

五十夭Jlt氏
本人の著作
ほか 金子美雄 1964 01 118 日本の賃金構造、体系、生産性

31 1 理論と実際、賃金決定

釜千夫 TAI氏

本人の著作

ほか 金子美雄他 1957 01 281 賃金理論

1 1

買金の国際比較に関する諮問題
(補論)31.01.13と 連続 修正 賃金

日本経済調査協

議会 1963 賃金の国際比較、賃金構造

31 1 サラリーマンの給与 銀 子懇 舌会 1957 01 200 重乃り給与 |

1 2C 賃金 金子美雄

釜子 夫 薫・果 界

都労 働 島 1965 01 101 賃全体系、構造

1 生産性と盲金 /物価 金子美雄 :子美雄他 1961 01 生産性、賃金、物価

31 1 22 The labor market in Japan 賃金

Shinsaku
Nishinaea 1980 01 277 Labor Market in Jaoan

31 1 23 退職金、年金と労働組合 子 金子美カ 1963 01 242 退職金理論、各種職種

31 1 24 福祉国家を実現しよう 社会保障
民主 7■会主義研

究会議 1964 01 229 社会福祉

1 労働統計の見方便い万 金子 : 雄 1949 250 た計の利用,

31 1 26 日本の賃金、現状と展望 金子美雄
近代的労便関係

研究協会 1973 01 443 賃金理論、総論

31 1 27 労働組合と賃金、その改革の方向
ガ1更関 1糸・買
金。金子氏著 日本労働協会 01 314

賃金 1本糸と労働組曾、庄栗 bll貫笠杯

系

31 1

労務管理と賃金、アメリカ万式の日

本的修正

笠 十 氏 者・頁

金 日本労働協会 331

人事 管理 、賃金官埋 、2栗 困教 育副ll
継

1 29 賃金論 金子氏著 金子美雄 1965 118
買金碕差 t規俣 bll、 ■栗 lバ 、度来 Iバ ノ

年功序列賃金体系
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1 日本の賃金水準 賃金 日本労働協会 1965 204
衝 日買 釜 上じ販 、実 頁買 釜 tL較、国 民
所得 ル労 働 介 西1率

1 こと 金子氏著 き子美雄 1957 01 雇用構造、雇用と賃金
31 1 生産性と 金 金子氏著 :子美 lAL 1972 01 102 失道労働組合、労働生産性

1 3〔 生産性と賃金 金子氏著 金子美雄

1972

修正 01

財 回 法 人 日不 玉 庄 lIハ司S、 万 1pl王庄
1生

31 1 34 日本経済転換の条件 日本経済

目不王座狂不昔い

編 1974 01 自由経済、日本経済
31 1 3[ 最低賃金をめぐる諸問題 賃 金 保利茂 1951 01 最低賃金

1 労働関係文献目録
労使関係・労
働立法

万働管刃lNl入 巳
官房労働統計調
査部 1950 01

万1Nl運期、万働組賞、万1Nl収末、万働
教育、労働管理、労働組合法、労働基
準法

31 1 わが国労働関係法令の系譜 労働 守法

万1Nl泊万1Nl天 鳳
官房労働統計調
査部 !950

労働行政 ,職業安定、労働基準法、労
働保険

31 1 38 条解改正公労法 労働立法 中西実 1956 01 346 公共企業体労働関係法

31 1 定年延長これからの賃金制度 賃金

頁笠市り反 17■九云

労働省賃金福祉
書R 1977 01 281

定年延長、高齢労働者の雇用実体、
退職金

31 1 40 第2章賃金・生産性の国際比較 雪 モ 不 明 不 明 01 ]民経済全体の生産性と賃金

31 | 41 第4章賃金構造の国際比較 雪 1 不 明 不 明 01 金llE造の国 1際比較に関する税点

32 ! 1 綴 公務 員給与 X 1973 05 X 公務員給与、賃金制度 16に形ら詈助

: 2 賃金統制令解説 戦時統制 厚生省労働局

194010
修正 01 賃金統制、解説書

1 3

員笠規則恢袢 コヽじ海追灰娠・三菱

鉱山・三井鉱山 )修 正 戦時統制 X

1942.2

前後 05 X 賃金統制、賃金制度

1 通牒綴(27種 ) 戦時統制 金子美雄技師

lUZIZ Z

～ 12 05 X 雑資料集、賃金統制令

う
０ 1 5 雪金間顕緊急対策要綱案 戦時統制

甲 大 切 lm統制 局
協力会議 修正

19444

修正 05 × 賃金統制、労働行政

32 1 6 賃金形態調査報告 (其ノー ) 戦時統制 厘牛省学 431島 1941 05
買宝 Tll度 、買宝統嗣l、 民間買霊 、万働

行政 2912と同じ

7 与令 1統悧| 金子美雄技師 1945.3 05 × 締制 労ヽ働行政、[

1 8 雪金形態資料 (三 統 制 金子美雄技師 194311 05 × 統制 、労働行政 、賃金
|

う
０ 1 軍需会社に対する給与統制の実情 賃金 厚生省給与課 ? 1944? 4

買釜統嗣l、 労働行政 、亘妥尋栗場男

務管理令

う
０ 1 10 査察結果の概要 戦時統制

弟 V園 割 万 何 以

査察使 18897 10 賃金統制、労働行政

1 覚書 (中央賃金委員会特別委) 戦時統制
甲民買金委員会

特別委員 19431 管金 アヽメリカの最低賃金

32 1 12 賃金形態に関する指導方針 戦時統制
甲哭買霊専門委

員会 19436 4 賃金制度、賃金統制

32 1 13
応徴士・賃金・重要事業場等に対
する給空行政 戦時統制

甲大買笠会員

会 ?
1943～
44? 07 賃金制度、賃金統制、労働行政
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32 1 割増加給支給 戦時統制 東京中島電気 不 明 06 民間賃金、賃金制度、賃金統甲l

32 1

賃金規則の是正その他給奨関係

事務指導要領 戦時統制
大 ll■労務冨事務

所 19436 民間賃金、賃金制度、賃金統制

32 1 16

⊥ 場 争 来 場 寺 字 使 期 員 の 取 1員寺

に関する件 三局長通牒案に対す
る意見 戦時統制 厚生省給与課 19447 × 賃金統制、国民徴用令、学徒動員

重要事業場労務管理改正要綱案 戦時統制 厚生省 19447
レい似 =編 笑 言 埋 16具 1^力 束

~頁

表 (極秘 ) 戦時統制 厚生省 1945?
釧万問題妻貝云弟四司S云 員ヽ笠制

度)第一小委員会 研究項目 (案 ) 戦時統制 厚生省 ? 19402

炭鉱に配置転換の動労者の補給に
関する44 戦時統制 厚生省 19448

1 1 重蓼墓輩揚囀落管理令 戦時統制 厚生省 1941 05 300
重要争栗場男務官埋↑栗妥嗣、官埋

工場労働条件充足状況、統計

1 重要事業場労務管理令 戦時統制 厚生省

1940～
44 05 500

皇安争果物力・粉冨理下、四氏鳳用状

助制度 (1943)、 会社経理統制令運用

方針 (1941)、 管理工場補給規程及取

扱心得 (1944)、 重要事業場労務管理
令運用 (1942～ 43?)

33 2 国民登録関係規程 戦時統制 厚生省

1944～
45 250

国民登録関係規足(1944年 3月 )、 健

康保険厚生年金 (1945年 )、 勤労規範

(1945年 )

33 3 1 賃金政策の諸問題 賃金 大橋新市 19451 300
賃金統希1の資料、賃金冥状調査、月

給制への移行、基本給の設定

3 空襲下の非常給与制 金 金子美雄 1945

3 賃金形 ≧ 金子美雄 1944.12

3〔 3 賃金形態小論 (上 ) 金子美雄 194310

3〔 3 彗金 形 熊 小 論 (中 ) 金子美雄 1943.10

3〔 賃金形態小論 (下 ) 金 金子美雄 1943.10

3〔 日雇労務者の賃金 金 194412

会社経済統制令 金 大蔵省理財局 1944.9

公 定 最 低 /最 高 賃 金 厚生省労働局 1941 05

3〔 1 :業関連整備関係 戦時統制 厚生省 19437 05 52 企業整備の指針
金統制令関係法規 (改訂 ) 戦時統制 厚生省勤労局 1943 05 142 最高、最低賃金1943年 省令など

12 鉄鋼統制会労務委員会報告 戦時統制

欧ЛJttTll会 動男

音5 !943.8 150 鉄鋼事業場の報告

3〔 4 1 日本的給与制度の細目 科学研究所 1942?

4 2 賃金制度より見たる月給制度

渡辺旭(バイロッ

ト常務 ) 19404

33 4 基本給の設定 経営管理改善会 1943

33 4 4 自動車業界に於ける賃金実状調査

目動車編 ll会生

産部労務課 19432
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4 5

××電気製道株式会在の請員貫
金制とその利害得失 産業厚生時報社 194410

33 4 賃金支払形態合理化に関する意見
中央物価統 Tll局
協力会議

7 日本的賃金形態に奨励加給 彗視庁

33 4 8
旺 早 上 貝 υ′月 縞 市り夫 地 冗 衣 に 刈 ワ

る民営工場事業場の反響 (大阪府 ) 大阪府 19438

4 月給制可否の意見調査

名百屋労務冨事

務所

34 1 1 ]召和 23年賃 1金雇用言周査 賃 金 き理府統計局 1948 06 産業分類別現金給与
34 1 21 用状態調査 充計一般 労働省 1948 06 産業別、性別、月別労働者数

34 1

労働市場地域別公共私業安定所

業務速報 締 計 -10 不 明 不 明

34 1 4 公共職業安定所事業状況速報 悧F冨十――■じ 不 明 1949 06 9

1 5 労務用物資対策に関する件 (案 ) 鮪計 -10 厚生省賃金課 1946 ハ
υ

夏要産栗征畢労務者致訓、三賞家庭
配給量

34 l

労lpl基準法の施行及び賃金調査
等に要する経費 賃金 厚生省賃金課 1946 （

υ 4

34 : 昭和 22年度賃金月報統計 賃金 厚生省賃金課 1946

34 1 8 昭和22年度実物給料調査 賃金 不 明 1946 06 5
[「刷質、人件質、脈質、打貧貸貿、地
方書

34 1 可 BLJホロ22年 層 動 労 者 生 活 状 態 訓 否 家 計
。
物 価 不 明 1947 4 家計調査

1 ¬昭和22年度勤労者給与調 賃金 不 明 1947 5

調 合 の 河 ス 、あ りUUI卜 ,長 1易、上 多程、私

業、交通業

1 当面の賃金関係統計 賃金

l旱王 泊・内 閣 机

計局給与課長 1946 53

工業、鉱栗及び交通栗に於 ける半珂

4)金豊糸合上ュ

34 1 ¬ 職員給与状況調 賃金 大蔵省理財局 1946 06

1 ¬
1948.10法定福利貢調査 、1947事
業所平均管合布 賃 金 不 明 1948 06 X

2 1 戦後十年の家計 汁 総理府統計局 1955 01 家計調査、生活費指数

2 ¬ 票準生計費算定資料 家 経卒物価局 1946 05 費 表 X12部

3 1 賃金問題の扱ひ方 金 生間田睦雄 1947 01 139 :問題に関する基礎知識等

2 現下の言金問題 賃 金 今井一 1948 01 活給と賃金の関係、家計と赤字

34 3 3 調査資料・産別会議「賃金自書 J 賃金

宝日不産栗 bll男

働組合会議 1949 04 実質賃金について

34 4
央国 l物仙 、生 産 1■、所 得 に関丁 る
季 昌全 lの笛 一 次都 告 賃金

経済企回庁
~Jrl査

局海外調査課 1958 01 86

コーエン報 告 、需 要 の 抑 需り、物 仙 と■ll

潤

34 3 単身勤労者家計収支の分析 家計

労働省大臣冨房

労働統計調査音l 1950 01 54 生計書の特殊分析 統ヽ計表

34 4 1 勤労者給与速報統計表 賃金

厚生省労政局給
与課

19465
～6 06 ×

34 4 省職 員給与調査報告 (1) 賃 金 厚生省職員組 1 1946 ｎ
υ 1

34 4 3 二省職員給与調査報告 (1 賃 金 言生省職員組合 不明 06 7
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う
０ 勤学者綸阜調杏都告 賃 金

厚生省労政局労
働統計課 i946 06

34 1 賃金関係綴 賃金 金子美雄編

1947～

9 07 200
員笠 tJJリ トけの実 態 、公 務 貝給 与夫

熊調 杏

2

貢載に関係する弟五特別国家関係

資料 賃 金 厚生省給与課 1949 05 Э 緊急失業対策等

3 案 賃 金 X 1947 05 3

4 連合軍総司令部指令 占領政策
白預 早 総 司 市 司

'レヴィ大佐 1947 05 3 政府諸支出の削減等
う
０ 5 令第二百十一号 占領政策 × 1946 05 4 刑 :罰去見定

34 6
貰金政策に関する府県及工場畢莱
場の意見統計表 賃金 X 1945 05 4

現行賃金統需り令に関する意見タロ1可 に

関する回答等

34 地域別業種別従業 金 厚生省労政涯 1945 1

地域別業種別初給賃金副 賃金 厚生省労 ] 194512
34 9

任
員 内閣統計局 1945 05 20 地域別 業ヽき禾重男uヽ 唱テ

`金

キ旨数

34 査 要 厚生省労働局 1945 05 3 盲 金 テ ー タ

6 1 B召 ]21年度年次勤労統計 R 総理庁統計局 1946 06 30

34 6 【勤務統計 R 総理庁統計局 1946 06 30

34 7 1 毎月勤労統計調査結果表 統計一般
芳lrl大自冨房労
働統計調査部 1959 ｎ

υ 45 産業別雇用指数及び賃金指数他

7 毎月勤労統計調査総合報告書 締計 -10
7刑Nl入巳昌房万

働統計調査部 1962 賃金水準、統計表等

34 毎月勤労統言
一̈一̈
●
充 一 般 内閣統計局 1946 14 産業別調査事業所数等

4 年次勤労統計調査事業所数 統計一般
厚生省労政局労
働統計課 1946 05 23

34 5 年次勤労統計調査従業者数調 糸脊百十一―■0 内閣統計局 1946 8 男女rll従業員数比較表等

34 8 1 消書者価格調査 統計一般 給与課長 1948 05 100

一世帝当リーカ月間の十羽文出笠観

表、主要生活用品

34 8 2 )肖 者価格調 : 【五言 一 般 内 躍 1946 05 7月 15日 ～8月 11日

34 8 3 ,肖 統 計 一 般 内閣統計涯 1946 05 8月 12日 ～9月 22日

34 4 ,肖 締籠冨十……1曼 総理∫ 十月] 1947 05
０
４ 3月 4日 ～4月 20日

34 8 5 消費者価 1 一 般 ,計局 1946 Э5 25 8月 12日 ～9月 22日

34 8 6 消費者価格調 :
二
一一ロ統 一 冊 内閣統計局 1947 Э5 27 23日 ～ 11月 3日

34 8 7 ,肖 竃者価格調査 内閣統計局 1947 35 28 4日 ～ 12月 15日

34 8 ,肖 呈者価格調査 1計局 :947 05 12 i6日 ～1月 26日

34 8 9 者価格調査 充 1計局 1947 30 1 27日 ～3月 9日

34
消 質有 lal碕 調 食 剖S rlD別一 カ月十 珂

す 出令 額 調 統計一般 総理庁統計局 1948 05 5

34

3hief―Wage Section Minnistry of

″elfare 静在言十一-10 不 明 X 50

34 1 新聞切抜き 労働行政 × 1945 04 120 労働組合等、1945～ 6期新聞切抜き

1 1 勤労者給与調査結果表 賃 金

厚生省労取局絡

与課 1946 男子労務者・女子労務者
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について
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36 1 10 サラリー マンの給 奨 賃 金 艮行懇話会 1957 200 サラリーマンの給与、職能給

36 1 新給与体系の実例 金 話 会 1956 1拓 、秋田 横ヽ 浜興信 、千葉

36 1 12 新給与体系の実例 (その 2) 金 銀行懇話会 1957 73 i都、荘内、大和

36 1

鉄鋼買釜の実橋、とくに入十五在を

中心として 賃 金 日本鉄鋼連盟 1957 05 賃金水準、営業成績

36 1 14

金属磯楓産菜における組含組織と

労働協紬 労働条件

目升黍 四月S、 11

代 和 欣 1959 01 労働協約、神奈川金属労働組合

36 1

王晏全栗における買宝子情 暇 薇
製造業 ) 賃金

万 働 百 万 倒 基 準

局賃金部 1963 01 30 賃金事情、機械製造業

1 業績給事例集 賃金

労働省労働基準
局賃金部 1963 01 業績給、賃金制度、労働組合

1

個人別貫釜訓食結果敦言 t子雨遍そ

の2)(部内資料 ) 賃 金

労lNl省 大臣冨房
労働統計調査音r 1949 06 賃金調査、個人別、産業別、職種別

36 1 能率給実施要綱 賃金 東洋紡績労務言 1949 生活給、能率給

36 2 会社 の概要 産 業・企 業 :自 動車工業 1982 5 磯
つ
０ 2 3 賃 1 不 明 こ明

ｎ
υ 7

2 4 負工事規程 ・ 企 喜 目動車工業 ξ明 05 3 請負

36 2 労働協約 労個 条 件 自動車工業 1956 05 22 組合活動 、人事 、賃金

36 3 1

弟 1回貢■官埋特別 IJt九セミ
'~研究報告彗 賃金 日本能率協会

1961-
62 85 退職金、年金制度

36 3 級制度のしおり 級制度
東浮レーヨン方
使級制度研究会 1962 30 級制度、年功

3

賃金管理特別研究セミナー第14回

研究会議事録 賃金 日本能率協会 1962 144 賃金水準決定

3C 3 4 管全体系合理化の諸問題 賃金

日本労 lNl協会調
査研究部 1962 06 賃金体系の合理化

3( 5

職写組杯糸の実態と問題点、三節

保険外務員の給与体系、三菱レー

ヨンと某生命保険 賃 金

日本労働協会調
査研究部 1962 06 28

職掌制度と賃金、生保外務員の給与
休系

36
買 貧 杯 糸 の体 買 収言 、臓 務 結 の 語

類型と問題研究 賃金 今村久寿輝 1962 01 賃金決定の原貝J、 賃金制度

36 7

買 笠 官 埋 特 別 研 九 セ ミア
~弟 0国

研究会議事録 賃金 日本能率協会 1961 ｎ
υ 経済見通しによる経済動向について

36 8 賃金体系の現状と改善の方向 賃 三菱石油 1962 05 54 金体系の現状、規定要因 '問題点

36 3 讐金 管理特別研究セミナーレボート 日本能率協会 1962 02 不 明 金体系、グラフ、デー

36
貢釜表め0城肩ヒ緒と真=衣

Uさ年
功給対照、東海電極と日本セメント 賃金 日本労働協会 1962 06 日本セメント、東海電極の賃金制度

36 4 1 労働協約 労働条件
1ア勢 丹・1ア勢 丹

労働組合 1963 01 170
労働条件、絶冨人手、侶型l厚王、男倒
lrh約

36 4 2 労働協約 労働条件

1ア勢丹・1ア勢丹

労働組合 1965 01 221
ガ働 朱 lT、 維冨人尋 、f昌甲JttrE、 万 1Nl
協約

36 1 府県別協定賃金調 (上 ) 賃 金 日本通運運営局 1944 01 金、日本通運

36 2 府県別協定賃金調 (下 ) 雪 金 日本 : 1944 640 金、日本通運
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1 森永製菓株式会社の基本給制度 賃金
森永人写部労務

課 1963 基本給 奮ヽ格給 職ヽ務給

6 NHK職員制度 雪令・職能

日本民間取送運

盟 98 職員制度、昇進制度、給与制度

3C 三菱レイヨン賃金制度 Fξ■)・ 轟裁百P 三菱レイヨン 05 5 転皐、手当

3( 6 大日本セルロイド賃金体系 賃 金

人 日不セルロイ

ド 1964 05 3 賃全体系

3〔 6

名古屋鉄遭株式会 7■長 /Jl計 回第 2
カ作輩

長期確日昌†

画・労務計画 名古屋鉄道 労務計画 長ヽ期計画

3C 6 日本油脂「基本給管理と昇給制度」賃金 日本油1旨 1957 01 基本給、昇給

3〔 7 我が国における業績給制度の推移 賃金
労lpl省労働基準
局給与課 1955 46 業績給

36 8 勤労ニュース1960第 4号 賃 金

国 束 ハ ル ノ上 果

勤 労 書E 1985 4 賃金・賞与

6 労使懇談会に関する協定 労使関係 不 明 不巳 05 労使懇談会
●
０ G 日本通運賃金体 金 日本通運 不剛 04 全体糸

36 C 賃金計画試案 賃金

東洋レーヨン相
談得大鳥幕治 不 明 01 最低賃金、昇給基準線

36 C 労働法令涌信 労働立法

:Hヒ HUり U
HOREI TUSIN 1948 03 24 職務権限、採用選考

●
● 13 賃金通信 金 不 明 1960 D4 産業別規模別賃金格差

14 職務給実施の実例 賃金

労働省労働基準

局給与課 不明 職務給、転務給

36 1

l各位頁笠杯糸調食」員笠杯糸υ′

調査研究第 3分冊 賃金

民放経冨 7■懇談
△ 1962 05 賃金体系、データ集

7 給与規程集 賃金

日不氏同力X込運
盟 1960 01 234 給与規定、賃金規則

36 8 1

弟2回貞笠官埋妨九定ミアー開講
式のリーダー金子美雄のオリエン
テーション 賃 金 日本能率協会 1962 144 企業と賃金

9 1 給与関係調査資料 賃金 森永製菓 1963 05 43
買全体糸、労働時間 、福利厚生、モ丁

ル賃金

3C 9 2 給与関係調査資料 賃 金 日本郵船 1959 05 22
賃金体系、労働時間、福利厚生、モデ

ル賃金

9 3 業規則関係諸規程集 用・失 業 富士電機製造
東京都「口昴1出版

産業生産性労使

会議賃金研究委
員会

05 73 業規則、社員資格規程

4 私たちの賃金、職能給のしおり 賃金 1963 01 70 職能給、賃金体系

10 1 賃金制度研究会答申案 賃 金

全繊 同盟化繊剖
`

△ 25 昇進、人事考課、定期昇給

2

賃金制度含理化に関する会 7■ttll委
員の意見 雪金 不 明 7

賃金制度含理化に関する会社側 の意

甲
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36 10 化繊速報No 25 賃金

全繊同盟化繊部

=
1962 賃金制度についての特集号

●
● 4 昭和35年度賃金討論集会テキスト 賃金

日

^万
側 組 箇 同

盟総合調査委員
△ 1960 100 各企業の賃金体系

10 資料 日報第 5巻第 3号 賃 金

通 4H工栗連盟畢
務局 1951 03 60 退職金制度

10 生活保証基準額 生活保証 不 明 1963 05 生活保証

10 こついて、その 2 給 与 1958 05 ベースアップ コヽストインフレーション

10 8 賃金体系合理化の諸間顕 日本労働協会 1962 06 金体系

36 1 賃金制度合理化に関する答申 賃金

16概万 使 云 議 員
金制度研究会 1962 05 8 年功序列、能力基準

業種別職務給研究会資料 賃金

刀働・IB ttlNl基準

局給与課 1951 職務給

労 llh珊 杏 奮 業I集「管 令 llb域差 ! 賃金

日不万働組曾総
同盟調査部 1948 50 生活給、地域差賃金

4 rJ「しし、方1勤盲 f艮、1年言兄と貧沐斗 賃 銀 1947 52 インフレーション、生活費

う
０ 1 1 労働者給与調査月報      |

頁 笠・万 1pl末

件 東京労働基準局 1949 30

1949年の東京都における給与調査 、
月～ 10月

3ラ 2 1 労働統計月報 労働統計 労 lNl省 1948 03 600 労働統計 月報 1～ 12

3ラ 3 1 地方基準局給与調査 労働統計 各県の基準局 1949 05 300
労働統討月報の基礎貧沐斗、1949年 9

月分、10月 分など

37 4 1 じ雇秀男J増 1948 05 30 1948年職種別賃金調査の資料

3ラ 4 肝重男り華 助省 1948 05 3 ―可股酷肝重男‖t雪

`≧

6D]女言丁粟■ 19483月

3つ 4 主要産業における給与累月比較表 賃金 労働省 1948 05 10

1948年 4月 の統計の上ヒ較表、昭本口5～
23年までの比較あり

う
０ 4 4 業種別賃金 (1948年 5月 分 ) 賃金 労働省 1948 05 10

業種別労働者平均月収表、1948年 5
日会

う
０ 4 5 事業所統計 1947年 統 労働省 1947 05 従業員数など

う
０ 1 賃金資料 賃金 賃金問題調査却

1948～

49 03 200

¨
買釜資料

″
を果めたもの。肩J十り号そ

の後 1949年 の号

37 6 1 家族給調杏結果報告 賃金

方働省大臣冨房
労働統計調査却 1954 05 53 業種別支給額階級

2

1鶴不‖29■■子日■ナ硼諄れに言同壬≧F吉ラRキ収tヨ、

他 賃金 "1動

省入自'日塀
労働統計調査剖 1954 420

月間 、栗種 別 満 与 、争 来 FJT叡寺 の統

計

1 消費者物価指数の戦前へのリンク 家計・物価 総理府 1952? 50
戦 Bll・ 戦 後 の 消 費 者 物 価 リンクに つ い

て

う
０ 8 1 一般職種別賃金に関する質問事項 占領政策

全日本進駐車要
員組合 不 明 05 進駐軍労務者の労使関係

う
０ 8 2

特殊の場合における一般職働 り買
金の決定について 賃金

男働管

"働
基準

局 1948 05 6 職種別賃金

う
０ 8 3

一般職種別買釜に関する比較表
(青森県における) 賃金

労働省

"1動
統討

調査局 1948 05 1 職種別一般賃金、改訂案
う
０ 8 4 一 般 聯 重男‖1き金 賃金 不 明 1947 1 ―般職種別 日額・月額賃金
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37 8 5

口

“

不‖一†一年 )ム 1事弔―τ
~言
運

用について 財政 大蔵省管理局長 1948 ｎ
ｖ 80 予算調達について

う
０ 8 賃金関係 賃

`

Щ 05 50 業種別賃金、税収
う
０ 8 一 般 聯 重男‖ 金 の 改 正 に 関 す る件 雪 金 助次官 1948 13 一 般 FE櫂別 貰 釜 、県 別 、栗 種 別

38 1 1 経済審議会 料 経済計画 蚤済審議会 1957 不 明 経済審議会 、報告

38 1 2

維済 目二五ヶ年討回、日1告司S門別

計画資料 経済計画 経済企画庁 1956 自立五ヶ年計画

1 国民生活変貌の実態 (未定稿 ) 蒙 計・物 価

経済企画庁調整
音F 1956 05 国民生活、生活様式、雇用と失業

4 昭和 31年度経済討国参考資料 経済計画 経済企画庁 1956 05 経済計画、5ヶ年計画、財政金融

1 昭和30年度経済計画改訂案 経済計画
経済審議庁調整
音B 1955 経済指標、国民所得、国際収支

3〔 1 C

総含経済計画前期 3ヶ年の年次月u
桂想 (言式室 参ヽ者附寿 経済計画 経済審議庁 不 明 経済計画、昭和29～ 32

1 戦後の経済計画の変遷 経済計画
計回部 計 回弟

~
言異 1954 10 経済計画、戦後

1 日召和 30年 度罷:済計画の大綱 経済計画 登済審議庁 1955 18 6ヶ年計画、経済計画、国際経済情勢

1 経済計画方法論の検討について 経済計画

計 回晋卜討 回弟
~

調 1954 05 38 経済計画 国ヽ民経済バランス

38 1 10

¨
経済 目立 5ヶ年討国をめぐつて 懇
言炎会 経済計画 於八幡山谷寮 1956 05 経済自立5ケ年計画

38 1 の研究 1題 産業・企業 不明 不 明 06 資計画、公共事業、中小企業

1 12 30年度経済言 画 の 改 訂 に つ い て 登済計画 調整部 1955 05 10 経済計画、経済 6ヶ年計画

1 13 童
日

発済計画 昭和同人会 ? 1956? 06 査研究 、政策、民王的議会収満

38 1 14 点 蚤済計画 計画部 つ
・

3 コルム方式、雇用問題

3ε 1

食糧増産 6ヶ年計回 1350万 有栗に
ついて 経済計画 つ

・
? 05 2 噌産目標、国民栄養調査

1 SUNFED設立に関する政府回答案 経済計画
外務管国 l踪協 刀

局二課 1956 国民経済社会理事会

2 1 昭和 32年度経済計画参考資料 経済計画 経済企画庁 1957 鉱工業、晨林水産

38 2 2 全国総合開発計画準備作業 経済計画
経済企画庁開発
音5 1956 118 農林部門、鉱二部門

38 2 3
総貧絶瀬 ケ年討回、民王雇用司S

門の説明 (決定版 ) 経済計画 経済企画庁 1955 38 人口、第一次産業

38 2 4 済自立五ヶ年計画説明資料 経済計画 経済企画庁 1956 六ヶ年計画 、鉱工菓

5

H召本口31年 度縫済討回参考貧料 t収
言T版 ) 経済計画 経済企画庁 1956 05 178 鉱工業、貿易、雇用

38 2 C 昭和 30年度経済計画 の大綱 :済計画 経済審議庁 1955 05 18 峯本蓄積、輸出
2 蚤済 自立五ヶ年計画 経済計画 経済企画庁 1956 01 161 総合経済計画 、長期経済計画

2 ε

昭本口30年度経済討回と実績につい

て 経済計画 経済企画庁 1956 05 経済指標 鉱ヽ工業

3〔

昭和 30年 Fx経済計謳Jと実績 の対上し

表 経済計画 経済企画庁 1956 05 7 経済指標 鉱ヽ工業
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3〔 2

昭本口30年度実績と5ヶ年計回の対
比及最近の主要経済指標の推移 経済計画 経済企画庁 1956 05 経済指標、鉱工業

2

最近の王要経済彊標の推移 (ク フ

フ ) 経済計画 経済企画庁 1956 経済指標、鉱工業

3〔 2 1

昭不口30年 Fx経済計画と5ヶ年計回
の対比 (グラフ) 経済計画 経済企画庁 1956 40 経済指標、鉱工業

1 長期経済計画策定方式試案 蚤済計画 不明 1957 段階作業 ミヽクロ作業

産業活動指数速報 経済計画
経済企回庁訓査

部統計課 1934 14 製造業生産指数

38 昭和 32年度経済計画の大綱 経済計画 経済企画庁 1957 14 健全財政、金融正常化

38 3 4
昭不口32年上半期経済と維宮に対ず
る企業者の見.通し 経済計画

祓 済 上 国 lT訓宜

部統計課 1957 01 90 日本経済の見通し

38 3 5 電力 6ヶ年計画 経済計画 経済企画庁 1955 06 力6ケ年計画総括表

38 3 公共事業関係及び住署 経済計画 計 国 一 課 1956 06 、総事業費、地方負担

38 7 今後の研究課題 済計画 不 明 1956 ｎ
υ 自立五ヶ年計画

38 3 8 昭和32年度経済計画 (未定稿 ) 経済計画
維済2回庁調整
音F 1956 06 国民経済計算、貿易

38 9

第二次五ヶ年計国に伴う日中貿易

見通し 経済計画 不 明 1957 06 5ケ年間の輸出入額

マクロ作業第一段階作業要領 (案 ) 登済計画 不 明 1957 7 労働需給の算定 労ヽ働供給量

絡済計回改冨1に際し検討を要丁ベ

き農業問題 経済計画 不 明 1957 06 4 食糧需要の変化

公共事業関係 済計画 不 明 1957 ｎ
υ 公共事業関係

1 全国計画作成の基本方針 経済計画
経済企画庁開発
音F 1956 05 20 主要経済指標の成長率

う
０ 14 昭和 30年 度財政投扁虫資原資見込 経済計画 大蔵省 1955 06 2 資金運用部 、産莱役負 1寺万1会計

38 昭不口26年総合産業運関 蚤済計画 経済企画庁 1956 10 投入関係表

38 3
想足灰長率法によう頁易規俣 の硬

討について 経済計画 経済企画庁 1957 輸入規模、所要輸入数

38 3 鉱工業部門審議要領 (案 ) 経済計画 計画部 1957 14 審議の組織、方法論

38 3 18
想定成長率法による農業部門マク
ロ・モデル (試算) 経済計画 計画部 1957 13

晨業部門のマクロ。モデル、エングル

係数

38 3 毒林フk産部 Flにおける生産成長率 経済計画 計画部 1957 13 実作付面積、農業生産指数

38 3 2C マクロ第 一 段 作 業 経済計画 計画部 1957 06 20 経済バランス

38 3 21 昭和28年産業連関表の試算概要 経済計画
経済企回庁調査

部統計課 1957 06 部門別試算要領

38 3 経済審議会部会委員名簿 (案 ) 経済計画 ヽllH 1957 ハ
υ 総合部会

3 2` 昭和三十二年度重要施策 済計画 [生省 1956 06 8 医療保障 Tll度 、福祉

38 3 24
昭本田32年度厚生省所菅予算要求
額概要 経済計画 厚生省 1956 06 22 要求総額

3〔 3 25
昭和32年 Fxttf長局1貧期 4守のYJr産
業及び新技術 経済計画 調整部 1957 50 合成ゴム、石油化学

3〔 26 表 蚤済計画 不明 1957 06 14 合成ゴム、電子工業
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38 4 1

総 言 維 済 6ケ年 計 国 における維 済
の発展率及び資本係数について 経済計画

確 済 上 国 lT ttT回

音「 不 明 資本係数

4 2 国民経済計算参考資料 経済計画
経済企回庁計国

音5 不 明 26 国民総生産の増加量

38 4 経済 自立5ケ年計画 (案 ) 経済計画
経済企画庁計画
音F 1955 05 58 国民総生産、経済指標

4 4 長期経済計画に関する答 申 経済計画

経済 2回 FT計画
部 1955 05 計画の内容、部門別の計画

4 昭和32年度経済計画参考資料 経済計画
稚

"キ

■ 回 lT目す国

部 1957 05 経済計画参考資料

4
縫済 日工 5ケ年 p■国 と長期 稚 済 討
面 経済計画 不明 不明

ハ
υ i2 長期経済計画答申案

4

昭不口30年圧 栗連 関衣 唯 済 討 回棟
討用簡易推計表)作成概要 経済計画 経済企画庁 1957 05 内生音6Pl部 Pl男lContrOI丁 otal

4 〔

昭本口30年度経済討国と実績の対比
表 経済計画 経済企画庁 1956 48 実績と5ケ年計画の対比

4 画立案の作業方式 経済計画 発済企画庁 不 明 14 作業方式の

3〔 経済計画の方式について 経済計画 経済企画庁 不 明 × 画の性格規定、修正

3〔 画モデルについて 経済計画 経済企画庁 不 明 計画モデル
う
０ 4 経済計画の方式に関する報告 経済計画 経済企画庁 不 明 05 画

4

経済 目立5ヶ年計画と戦後の日本
経済分析 経済計画 経済企画庁 不明 05 49 自立 5ケ年計画

4 14 総合経済6ヶ年計画参考附表 経済計画
確 済 杏 議 lT ttT国

部計画第一課 不 明 05 六ヶ年計画

38 4 15
昭本口30年度経済計回 (日 標 )の構
想 経済計画

維済番議 lT計国
部計画第一課 不 明

ハ
Ｖ 昭和30年度経済計画

38 1 総合経済計画集 経済計画 経済企画庁

1955～
56 ｎ

υ 不 明

総含経済 6ヶ年討回、消費水準につい

て

39 1 1

労働争議に依る給与関係情況訓食

要領 労使関係 不 明 不 明 05 1 給与関係情況調査の注意事項

39 1 2 総司令部経済科学局 賃金

調飾 討課長エ

マツンロス 1947 05 1 賃金形態抽出調査の要請書

1 3 給与調査表 (総括表 ) 統計一般

厚生省労政局給
与課 1946 ハ

υ 3

給与調査票の総砧衣・個人果、調食

事業場数表

1 4 勤労者給与調査1件 賃金

厚生省勤労局紹

与課長 1946 10

調食景嗣、調食 3dttrLS行、調食予来

場数表など

1 5

日備

"務
者貢釜訓食 t毎 月及四

季)に対する関係労働組合の意見 賃金 不 明 1948 1 調査結果の集計方法に対する意見

39 1 6 勤労者給与調査に関する係 賃金

県 生 泊 ガ 以 局 市

与課長 1946 調査の依頼

う
０ 1 給与調査要領 賃金 厚生省勤労局 1944 05

調査の日岡、対象、唄日なとの要綱、

調査表

1 8 得 賃金 不 明 4ヽ llH 05 調査の注意事項
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1 日雇労働者賃金調査 賃金 給与課長 不 明 05 46

循薄・副可食の圧恵争唄、妥桐、作栗分
類、公共事業における賃金決定、職業
別人口

1 日雇労務者賃金毎月調査要綱 賃金 不 田 不明 05
H雇万務有真笠母月・四李調食景
綱、記入の心得 、職業分類表

1

民間産栗における職務 bll給与訓食

事綱 賃金

労働局買釜調食

課 1947 12 調査要綱、級別職務内容

39 1 1

職務別給与副載査における副司査にお
ける調査事業所数並労働者数 賃金 不明 1948

第 1回調査、第 2回調査、BttLE122年 と
21年の比較

39 1 1 × ×

労働省労lpl統計
調査局 不 明 1 目的・事項・範囲・期 日・方法

1 個人別賃金表 統 計 一 般 不 明 1 賃金 基ヽ本給 利ヽ益金

1 賃金調査票記入の心得 賃金 不 明

1947肩両
後 4

現 笠 積 与 、饂 時 綱 号 及 員 与 、日d八 υ′

注意事項

1 職員給与調査要綱 賃金 不 明 1947 職員給与調査票、調査の注意事項

1

労lNl争議に依 る給与関係情況調査

要領 労使関係 不 明

19463ら

たり 調査の注意事項

1 18 労働者賃金調査に関する件 賃 金

力側■ガ昼同栢
与課長、労働統

計調査局賃金調
杏課長 不明

ｎ
υ 1 1召イキ1犬

1 19 職務別給与調査票 賃 金 不 明 1947 05 10 労働者、常雇職 員、記入心得 個ヽ 人

1 2C

民間産菜における職 員の職務別給
与調杏車専桶糞 賃金 基準局給与課 1947 05 10 職員の給与並びに職務調査票

1 日雇労務者賃金四季調査要綱 不 明 不 明 05 1 建設工業、運輸取扱業

l 22 )与調査に関するr 賃

“

厚生省労政局 1946 05 4 勤労調査、労働組合

1 賃金実施調査要領 賃金

賃金課又 |よ給与

課 1945
調 食 肘 県 及 畢 来 物 鍬 、肘 県 lT及孤 Lu

局に対する質問及調査

1

勤

"看
給与調食の記入′い得

~司
S

訂正の件 賃金

厚生省

"収
局給

与課長 1946 05 記入心得の訂正

3C 1 25

~般
日屋 力
・
務 百 員王 調宣 に関 90

44 賃金 不 明 不 明 05 14 日雇労務者賃金状況 (地方別 )

39 1 26
真 笠 薇難損市u ll■ 超 進靖ぶ口J月 万り統 員T
表 賃金 厚生省賃金課 1943 05 3

畢栗の種類別 、規模別畢栗場双、征

業 員数の記載方法

●
０ 1 27 日雇労務者賃金毎月調査要綱 賃金 不明 不 明

日円、争項、範囲、期日、万法、万 1yl

組合の意見、四季調査要綱、調査票、

記入心得

39 1 28

民間産栗における職員の職秘 ll給

与調査要領案 賃金 労基局給与課 1947.12 調査案、級別職務内容

39 1 29 給与調査記入心得 賃 金 不 明 不 明 4 事業分類表

39 1
●
０ 実物給与調査 賃 金 不 明 不 明 4 査 目的、対象

1

日雇万粉百員笠調食及ひ氏同圧
業に於ける職務別給与調査につい

てミス・バリカと打ち合わせ 賃金 不 明 1948 05 1 打ち合わせの内容の予定
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Monthly Survey on Daily Worker's

生産活動指数、消費財生産財平均指
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4
概稚庄粟男十万倒百年師万り員王

状況調 (日 給 ) 管 金 繊維統制会 1945 05 賃金調査

4

入 llk肘 卜に於ける栗橿 bll十羽買釜
一覧表 賃 金

大阪労曇局給与

課 不 明 05 賃金調査

4 l

職別男女別牛断階紋別総宮訂
~

覧表 (10月 分 ) 賃金

大阪労基局給与
課 不 明 05 2 賃金調査

3C 勤労者給与調査状況報告 賃 金

天阪肘叡 百氏玉

部労政課 1945 05 給与調査

4 2C 工場事業給与調査統計表 賃金

大阪方基局給与

課 1949 給与調査

4 21 工場事業給与調査統計表 賃金

大阪労基局給与

課 1947 給与調査

4 22 勤労者給与調査報告 賃金

厚生省労政局給
与課 1946 24 給与調査

39 4 23
沿岸胎囚荷役関係職種別一人一

日剛l賃金調 賃金 物価庁 ? 1947 05 給与調査

暫疋栗種別十珂頁宝に用いた庄来

分類に該当する毎月勤労統計中の

産業小分類 絡存言十一-10 不 明 不 明 05 賃金表

25 賃金実施調査票 締計一般

厚生省労政局紹

与課 1945 05 賃金表
う
０

●
ι lEl人支払所得推計総括表 統計一般 蔵理調 1946 4 曼

1 賃金構成 賃 金 不 明 不 明 05 事業場賃金構成

4 労働者給与調査月報 賃金

東京労基局給与

課 1948 06 7 給与調査

4 3 労働者生活事情調査報告 賃金

東京労基局給与
課 1948 生活事情調査

39 4 4
田瞬労働者賃金毎月調査 (試験訓

査)概況報告 賃金

労働省労働統計

調査局 1948 31 労働者賃金調査

4 日雇労働者賃金調査結果表 賃金

万 働 管 入 巳 目房

労働統計調査部 1950 06 賃金調査

3C 4 昭和 22年4月 分勤労者給与速報 言 金 東京都労働局 1947 06 : 賃金調査

3C 4 勤労者給与調査の結果について 賃 金

東京都民生局動

労部労政課 不明 06 賃金調査

39 4 表 竃金 厚生省給与課 1947 06 1 賃金調査

39 4
日偏労 1動看貰宝毎月調£諷訊販調

査)結果表の一部 (3月 分 ) 賃金

労働省労 lpl統討
調査局 1948 06 14 管金調査

39 』

日傭労働者賃金毎月調査 (:式願訓

査)結果概況 賃 金

労i動省労働統討

調査局 1948 06 賃金調査

39 4
目傭労働者買釜毎月調食 訳ヽ駅調

査 )結果表の一部 (4月 分 ) 賃金

労働省労働統計

調査局 1948 06 20 賃金調査

39 4
Table of Dairy Basic wages by area
and Job 統計一般 不 明 不 明 4 地方別基本給調査

う
０ (都道 府 県 剛l締計 ) 締 計 ― ■0 不明 1947 都道府県別賃金、労働時 FH3等
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39 5 1 労働組合調査報告 労使関係
労働省労働統討

調査局 1948 06 267
圧 来 別 、‖す県 万り、万 倒 組 言 致 、組 言 員

数、組合数

39 5 2 個人別賃金調査結果報告 賃金

労働省労 lyl統討

調査局 1948 06 480 各種賃金統計
●
０ 5 3 厚生省臨時勤労者給与調査 金 厚生省労政局 1947 ハ

υ 138 別平均賃金
4 〕J三「 金 内閣統計「 1946 ハ

υ 500 月別給与

40 1 1

有戻手当に関する調停栗、伸裁裁
申およ7ド 人菫眸勧告等隼 労使関係

公全体寺労働套

員会事務局 1968 01 ０
０

旬仄手 当、国万 コ
`海
追 JIE万 計議 云 調

陣 人ヽ事 院勧 告

4C 1 2

口 琢 天 阪 球 追 官 埋 局 4｀ヨ 万 1ylfT

為及件争点一覧表 労使関係 X × 7 不当労働行為
4C : 件 労使関係 X 1971 X 公共企業体等労働委員会

4G 1 4

国万組織への高1言 fT為り「際と万使
相互信頼の回復措置を求める緊急
あっせん申請書 労使関係

国鉄労働組合南
近畿地方本部 1971 団体交渉、不当労働行為

4C 1

公全体等労働委員会日本国石鉄
道大阪鉄道管理局不当労働行為 労使関係

国鉄動力軍労働
組合 1971 ｎ

υ 不当労働行為、動労

40 1 公益委員会議資料 労使関係

公 正 悴 寺 万 1pl食

員会事務局 1980 05 26 対民間比較、企業体の内部賃金構造
4C : 票労者の賃金比較 (公企体等 ) 賃金 × X × 賃金比較

4C 1 8

日本国石鉄逼辰野駅不当労働行
為事件 労使関係 X 1971 05 X 不当労働行為、日本国有鉄道

40 1 9 コ鉄労働争議 労使関係 X 1971 04 X 不当労働行為、国鉄

40 1 断片 × X × 07 ×

40 2 1

賃金配分について(仲裁裁定200
号、209号及金子あっせん案) 賃 金

国鉄労働組合本
書B 1965 ハ

Ｖ

組箇の日しガ安水、当局の四dガ果、=
国大会以降中央委員会に至る経過概

要、妥結内容、職群、基本給表、昇給
制度、55歳以上の取扱い

´
“ 3 1 コ家公務員法第 28条および 行 政 佐藤運夫 1964 ｎ

υ X 池田勇人総理

4C 3

押 裁 裁 足 弟 ?号の 実 施 に関す る協
lF`ヨざ) 賃 金 国鉄労使 1964 X 基本給、職群別

4C 3 参考資料 1964 43 公 務 目・展 F05給 与 _牛 計 脅 な ″

40 4 日本 国有鉄道職 員賃金規程 日本国有鉄道 1963 賃金資料

40 5

1にP表ぇ表ぇ更]是亭164,166-169,171,176
宥 賃金

公全体等労働餐

員会 1964 X 基準内賃金等
40 6 新賃金への移行等について(案 ) 賃金 × 1964 × 基本給、昇給制度

４
， 3

貰霊冥顧総含訓食寺による公共企

業体と民間の賃金比較 (ラスバイレ

ス) 雪 金 公労香 1964 × 公企体、春闘 国ヽ鉄

4C 4 1

公 正 杯 寺 関 係 万 組 の 王 晏 同 千 亜

びに合理化Fnl頴の変選 労使関係

公全体労働委員
会事務局 1978 ×

目小 国伺 欧 週 関係 、早 元 、日

^電
1昌

電話 公社 関係

4C 4 2 公共企業体等関係労組の概況 労使関係

公 ■ 倅 刀 lFl要 員

会事務局 1978 05 国鉄労働組合、鉄道労働組合

4C 4
公務員組含の争議手段の特買につ

いて 労使関係

目不 万 働 協 云 調

査研究部 1962 ハ
υ 公務員組合、国鉄総連合
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40 4 4
新賃金仲裁裁足に関する予想質疑
応答要旨 労使関係 公労委事務局 1964 05 X 仲裁裁定、賃金実態総合調査

4C 4 5 労使関係 × 1978 X 「項、要求額の内訳

40 4 間二、仲裁裁定問題 労使関係
衆院ヤ鼻妻道原

弘市 × 05 × 池田・太田会談、給与格差是正
40 4 鉄鋼関係 す,4更融謝系 X X 05 X 船関係、電線関係

40 4 8

賃金実態総含調査 (36年 4月 )に基
く公企体等と全産業の「所定内賃
金 1比較結果表 労使関係 × × × 公企体、全産業、賃金実態

40 4 仲裁裁定書 (写 )174号 労使関係

公全体寺労 lD蔭
昌会 1964 仲裁裁定第174号 、賃金改定

40 4 10 仲裁裁定書 (写 )175号 労使関係

公全体等労働委
員会 1964

1中裁裁定第 175号、日本電 1冨電話公
社

40 4 ベース引上率に対する金額早見表 労使関係 × 1964 、電電、専売、郵政、林里

40 4 12
公企杯と全産栗の含厩企栗規模別
定期給与 (36年4月 )比較 X X 1964 X 賃金実態総合調査、公企体と全産業

40 4 13 主要労働団体の闘争スケジュール 労使関係

公 ■ 俗 寺 万 側 食

員会 1978 × 賃上げ要求、春闘共闘 同ヽ盟

40 4 14
公7■労便紛争と公労委規足参考貧

料 労使関係

公全体等労 lyl委
員会 1969 X

氾出・天出宍談 、買釜格差、公務員給

与

40 4 15
昭本口53年春李n~金問題に関する提
昌について 労使関係

日本商工会議助
Zゝ豆百現k軍予ヨロカ倖 1978 05 春季賃金問題、賃金改訂

40 4 16 主要 : 労便関係 × X 05 X 田1

4C 4

買釜実態総貧調食 (36年4月 ,に基
く公企体等と全産業の「所定内賃
金 l比較結果表 労使関係 × × 05 × 公企体等基準別、年齢階級別表

40 4 18 断 片 X X X ハ
υ X

40 5 1

4ヽ珂衝是止問題の経過と組含のエ

]長 労使関係

国鉄動力阜労働

組合 1963 05 給与制度改正案 組ヽ合賃金制度

40 2

東海遭 TJT幹緑に乗務する動力早栞
務員数に関する調停申請書 労使関係

国鉄動力早労働
組合 1963 05 21 東海道新幹線乗務員数

40 参 ヲ

書

与 1963 05 44 公】 螺
一40 嘱 国 働組合 X 01 100 失ジ

40 5 その生活と労働と賃金 国 国鉄労働組合 X 01 40 ベース賃金、労働

40 5 新言事案関係公益季昌資料 賃金制度

公企杯等労働妻

員会事務局 1963 05 44 業務費と人件費、新賃金

40 7

昭IE137年 10月 以降のYJT賃金要求
に関する組合の主張 労使関係

国琢期刀早万側

組合 1963 05 賃金要求内容、消費者物価指数

40 5 8
frp裁戴足第 170号の実施について
の紛争解決に関する調停申請書 労使関係

国鉄動力軍労働
組合 1964 05 仲裁裁定第 170号

40 9

耕頁釜 1甲戴裁足に関する予想買疑
応答要旨 労使関係 × 1964 × 賃金実態総合調査、民間賃金

40 当 局 案 に対 す る組 合 の 王 張 鳳 終 国鉄動 力車労組 1964 X の決め方、賃金格

40 民間と公社・現業の退職金比較 終 X 1964 × ムい
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40 12

買貧実態総曾訓食における公企 1本
等と民間との定期給与比較 労使関係 X 1961 05 X 賃金実態調査、定期給与

40 5 生産性向上協手 当 労便関 f系 X × 06 7 仲裁裁足第 20号 、支給額

40 5 14
民間賃上げの動同 (早組別恒上げ

妥結額および回答額状況) 労使関係 全国特定局労組 1964 05 4 要求額、民間値上げの動向

40 5 15
生産性向上協力手当関係仲裁裁
定(抜粋 ) 労使関係 X 1958 05 × 仲裁定第20号、電電公社

4C 5 1 仲裁裁定書 (写 )170号 労使関係

公全体等労働委
員会 1964 05 X 仲裁裁定書、国鉄動力車労働組合

4C 5 仲裁裁定書 (写 )173号 労使関係

公全体等労 lyl委
員会 1964 05 × 仲裁裁定書、新国鉄労働組合連合

4C 5 仲裁裁定書 (写 )177号 労使関係

公企体等労働委
員会 1964 05 X 仲裁裁定書、全国通信電話労働組合

4C 5 仲裁裁定書 (写 )172号 労使関係
公■ 1^寺万 側 会
員会 1964 05 X 仲裁裁定書、全専売労働組合

4C 5

4Jr貢釜及ひアンバラ是正伸戴妻貧
料 労使関係 X × 05 × 新賃金とアンバラ是正、昇給

4C 5 太田委員提出資料 労使関係 × × 05 × 主要単産、賃上げ額 、賃上 げ率―冒
4C 5 22 断片 × × × 05 ×

4C 5 23 新賃金への移行等について 労使関係 X 1964 05 X 職群別基本給表 、不均衡是正問題

4C 5 24
1中裁裁足第 ?号の実施に関する協
定 (案 ) 労使関係 X × 05 X 基本給、職群別最低最高号俸表

4C 5 25

国尿公務員の住署確保についての

要望 国家 4N落 昌
人事院総裁佐藤
達夫 1964 05 X 公務員の住宅確保、公務員入居率

41 1 1

アメリカにおける生産性の向上と賃
金の増加 産業口企業 日本生産性本部 1956 04 45 生産性、ラッカー原則、賃金政策

41 1 退職金と年金制度の実際 賃金 労 1動省労基局 1956 01 406 i艮職 令 ^年金 制 庁 ^村会 俣 瞳

41 1 3 労働保険審査制度の解説 労働条件
労lyl大 臣冨房紹
務課 1956 01

万 側 休 llA市り反 、合狸 手続 、誉 食 云 誠

置経 緯

41 1 4 制度調査報告書職階制研究 賃金

二 汗 郎 Lu、 市u反

調査委員会事務
日 1950.9

（
υ 職階制、三井鉱山

41 1

妖則―頁メーカーにおける畢栗所
内団体交渉 労使関係

日不万倒 TFi云調
査研究部 1961 01 108 労働組合、部門別交渉、部門別環境

41 1 頁賃金をいかにきめるか 金 日 1955 01 62 念賃金算出法
41 1 足例給与額からみたフK準と曲線 賃金 丁 話会 1956 05 年齢別、平均給与、男女別

41 1 8

銀行における足4911給与の年齢別遇
勢 賃金 銀行懇話会 1957 05 都銀、地銀、男女別、平均給与

41 1 昇給規則の実例 日
又
土 1954 150 昇給制度

41 1 10 生産性と賃金問題 日
ヌ
土 1957 生産性、賃金ベース、売上高と

41 1 1

公務貝縮与ほ民間給与より1よい
か、人事院勧告への批判 雪 金 日経連 1956 国家公務員、公社、民間の給与比較

41 1 12 国家公務員の新給与制度について 賃 金 日経連 1957
人畢 院 制 舌 、収 肘 原 楽 、給 与 市u度の
間題 点
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41 1 13

†茉製紙の年間饂縮■ll及 ひ16繊
の特 lll給与制麿について 賃金 日経連 1956 特別給与の算定法

41 1 14 現下の賃金政策と賃金問題 賃金

日

^総
日 百 回 俗

連盟事務局 1957 賃金政策、問題

41 1 合理的な賃金制度 賃金

日不稚冨有団杯

連盟 1951 賃金制度

41 1 わが国国民生活水準の分析 賃 金

日不稚冨有団杯

連盟 1952 国民所得

41 1 艮行における昇給制度の実例 賃 金 艮行懇言舌: 1957 五

41 1 18 臨時給安定化の実例 雪 金 不 明 不 明

41 1 展行労働組合の再編 労使関係 ロイ千 i956 魚 年 :

41 1 20 サラリーマンの給与 賃 金 展イ予 1957 与体系、人 1

41 1 21 週刊労働組合課情報 定期刊行物
万側 伯 万 以 局万

働組 合課 1955 32 労働組合
41 1 22 賃金講話 (別冊 ) 金 杢 1南 経 済 村 1954 01 (国鉄)賃金

41 1 23 労働経済の概況

万側 同題
~

鳥0 労働統計調査音F 1955 01 労働経済

41 1 24
入字卒栗生の r7.A職に関す 0縫済円
考察 雇 用 統計研究会 1956 05 戦前戦後の就職構造

41 1 賃金政策と雇用政策 雪金・屋 用 1計研究会 不 明 05 230 日本・アメリカ・イギリス経済の分析

41 1 26 給与課月報 賃金

方lNl省労基局紹
与課 1950 01 賃金問題など

41 1
●
ι 主要会社の賃金体系 賃 金 日経運 1954 01 126 竃金体系

41 1 28
銀行における初仕給の実情、甲間

報告 賃金 鯖行 懇話 会 1957 05 初任給

41 i

●
ι 新給与体系の実例 (その二 ) 賃金 銀行懇話会 1957 系

41 1 30 総評の春期労働攻勢について 労使関係 不 明 1956 Э5 春季 顧

41 1

東京都における横山町馬喰町一輛
の間屋街に関する労働事情 労働事情

東京労基局調査

課 1956 05 81 労働事情の実態

41 1

昭 相 26年総 含 産 栗連 関 表 の 訊 鼻
に関する報告 統計一般

経企庁調査部統
計課 1956 05 328 統計

41 1 不 明 労働立法

労 1動大臣冨房総

務課 不明 05 340 労働基準法

41 1 34 給与課月報46号 雪金

労 lNl省労基局絡
与課 1951 06 132 賃金問題

41 1 35 給与課月報42号 賃金

労働省労基局給
与課 1951 163 賃金問題

41 1 36 給与課月報40号 賃金

万 倒 百 万 基 局 稲

与課 1950 201 賃金問題

41 1
う
０ 給与課月報43号 賃金

芳lyl省労基局給
与課 1951 181 賃金問題

41 1
つ
０ 主要産業賃金の戦後の動き 賃金

労働省労基局給
与課 1951 103 各業種別の賃金体系

41 1 39 「策答申 雪 金 1940 賃金規貝u
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4乏 1 1 週刊労働組合課情報 労働組合
万 1Nl泊 万 収 局 万

働組合課 1959 82 S34.325肯 620f手糸窓言平

42 1 週刊労働組合課情報 労働組合
万働百万収局男

働組合課 1959 84 S34.216第 618号

42 1 3 調 刊 労 種力細 合 課 倍 錦 労働組合

労働省労政局労
働組合課 1959 S34223第 619号

4乏 1 週刊労働組合課情報 労働組合
万 1yl伯 万 収 局 万

働組合課 1960 84 S35.81第 694号

42 1 労働情勢月報 労働組合
労働省労政局労
働組合課 1960 126 第8巻第5号安保

42 1 昭和33年労働運動の回顧 労働組合
万 191伯 万 収 局 万

働組合課 1958 358 争議概況
42 1 労働情報 労働組モ 日経連労政部 1958 07 平、一時金
Л
■ 1 不 明 選 挙 不 明 下明 14 組合、選挙活動分 斤

4乏 1

男働問題連絡協議芸開値に当つて

労働組合・労使関係に対する基本
的考え方について(極秘)付協議
会の運営について 労働政策 労働省 1956 05 労働行政

42 1 10

主要労組の昭本日31年度運動万針
の4LE由 (秘ヽ 労働組合 労働組合課 1956 05 26 組合運動分析

42 2 1 セミナー闇運 不 明 不  [ 1960 05 X 別セミナー

42 2 2 関 連 不 明 1960 05 X

42 2 3 不 F 1960 05 × 1企業、賃金体系書

42 2 4 不 明 不 明 不 明 1960 05 X 金表など企業特定不可

42 2 5 の言金構造と問題 点 06 20 賃金表
42 紙労務者管理資料 金

‐
条裂紙勤労音F 不 明 05 、人事

´
， 3 1 就業規則| 労使関係

東浮レーヨン大
阪墓落所 1960 賃金、採用、災害補償、就業時間

42 3 2 中央労働協約書 労使関係

果 ,キレーヨン、
東洋レーヨン労
働組合 1960 80 人事、賃金、組合活動、団体交渉

42 3 3
賃金 管理特万り研究セミナー第 13回
研究会議専緑 賃金 日本能率協会 1962 賃金管理 議ヽ事録

42 4
労働協約、労働協約に関する見
書、退職金支給に関する協定 労使関係 帝国人造絹絲 1960 05 人事、賃金、団体交渉、組合活動

42 5 労働協約 労使 三井金属鉱 : 1958 05
う
０ 員合活動 労ヽ働 禾一口

壼

42 6 従業員給与規則 労使関係 帝国人造絹絲 1960 05 34 退職金支給、災害補償、従業員給与
42 退職手当規則 系 十条製紙 1960 05 8 退職手当、年金加 雲ヽ 1カウ曽カロ會

42 8 給与規則 賃金 東 : :瓦斯 不明 05 21 テ体系、基準賃 :  ヽEttl i

42 3 9
賃金管理特別研究セミナー第7回

研究会議事録 賃金 日本能率協会 1962 賃金管理、議事録、賃金体系
42 社員就業規則 不 : ЙF同 ン人、1 日

42 il 労働協約書 終 不 F 不 E」 31 労働関係 、人事 、労 1動条件、福利厚生
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42 2 労働協約 労使関係 三菱鉱 : 1958 38 i働協約、組合活動、人事、団体交渉
42 名古屋鉄道株式会社に関する資米 :関係  | 不 明 不岨 労働協約、最高最低賃金
42 4 賃金管理特別セミナー資料 テ国人造絹糸 1962

（
υ つ 日産、旭硝子、日本能率協会

42 1960年 代頃の職能給に 1962 ｎ
υ つ t務給、退職手当

И
■ 6 給与規程

1士
銀行 05 つ 規則、賞与

42 労働協約 芳 1関 1系 冨士銀行 ハ
υ 人事、労働条件、組合活動

42 8 企業の給与規程などの資料 賃金 不 明 1960u頁 つ 日本通運、三井金属鉱業

42 1

J｀売物仙統計調査致昔 (S30年 5
月 ) 糸布言十……10 総理府統計局 1955 33 消費者物価指数、小売価格

42 2

月`売物仙統計調食報言 (S30年4
月 ) 統計一般 総理府統計局 1955 33 消費者物価指数、小売価格

42 4 3

4｀売 lla仙統計調査致昔 (S30年 3
月 ) 絡権言十―-1] 総理府統計局 1955 06 消費者物価指数、小売価格

42 4 4

′1｀売物仙統計調食報舌 (S30年 2
月 ) 鮪計-11 総理府統計局 1955 06 46 消費者物価指数、小売価格

42 5

月` 売物仙統計調査致告 (S30年 1
月 ) 統計一般 総理府統計局 1955 06 ´

” 消費者物価指数、小売価格

42 6 工業統計表 統計一般
通産大臣冨房訓
査統計部 1957 06 98 有形固定資産、規模別統計

42 4 国民生活変貌の実態 家計・物価
経済企画庁調整
音「 1956 06 100 食生活、住生活

42 8

国民生漕の階層別変動に関する研
究 家計・物価 統計研究会 1960 05 188 貯蓄性向、階層別消費

´
十 9

職栗別にみた国民生滴の現状と生

活革新の進行 家計・物価
経済企回庁訓整
局 1960 05 305 所得構造 消ヽ普者物価

42 4 戦後国民生活の構造的変化 蒙計・物 価
維 済 T ttlT調奎
局 民生 雇 用課 1959 05 所得変動

42 労働力需給調査結果報告
万 1W腱済 ~

般

万倒 伯 入 巳 目房

労働統計調査部 求人、賃金、採用

力
， 1 1 労働生産性向上と賃金制度 賃金

万1Nl泊員笠研究
会労働生産性関
係小季昌会 1967 38

技術革新、賃金、労働生産性、生産性
本部

43 1 2 生産性向上と賃金体系 賃金 日本生産性本部

1960s
後半 ? ｎ

υ

T栗万u貫笠杯糸 1ヽ夕勢丹、二升道順、
松下電器、萱場工業、三井金属、千代
田化工 )

43 1 3 合理化問題 労使関係

日小生圧 1■小司
'労働関係教育委

昌会 19566
合理化、一時帰休 (企業別 )、 雇用調
整 (企業別 )、 配置転換 (企業別 )

43 1 4
日経連労働力経済研究所創立5周
年記念作業第 1集

賃金・職業訓
績

口祗 足 ′月期章1'Я

研究所、山田

茂、日経連労働
経済研究所要訳 1965 100

賃金、初任給決定方法、海外、職業訓
練、職業指導、見習エ
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4〔 2 1

労働生産性測定の一方法、英国経
営研究協会の研究報告 労働生産性

万1Nl伯天
労働統計
労働経済

腱目房

調査部
課 06 労働生産性

4〔 2

師 納 積 万 側 ■ 圧 1■天 IEE調 食 取 盲
童 労働生産性

方 1動省大臣冨房
労働統計調査音ロ1952 05 産業別 (綿紡績業)労働生産性調査

4〔 2

万働王座性調食報舌 、綿続績栗

(日召和 27年 ) 労働生産性
労働省大臣冨房
労働統計調査部 1955 06

万 側 王 圧 lI、 万 1Nl崎 同 、万 1pl朱 任 、国

際比較、調査

43 4
労働生産 1■調査報告、セメント製造

業 (昭和27年 ) 労働生産性
労働省大臣冨房
労働統計調査部 1953 06

万働 王 庄 に 、

"1動
時 間 、戦 後 の IIE移

並びに戦前・戦後の比較、調査

43 5

万働王産性訓食報舌 、硫女製造栗

(日召禾日274三 ) 労働生産性
労働省大臣冨房
労働統計調査部 1953 06 38 労働生産性、労働時間、賃金、調査

4〔 2

ガ側 玉 圧 性 調貧 取 首 、妖 l■延果

(日召和 29年 ) 労働生産性
万 側 百 人 巳 目房

労働統計調査音F 1956 06
万働王庄糧、

"働
崎 rBn、 王庄狂碕差、

労務状況、調査

43 2

万倒王庄性調食報首、日剛早裂道

業 (昭和29年 ) 労働生産性
万1Nl省大

労働統計

胞冨房

調査音『 1956
ｎ
ｖ

1台あたり所要労働時間、外注加工、
外注下請

43 3 1

生産 1■同上シリースNo.1-5,8-36,
38,134-135,137,特 集 , 定期刊行物 日本生産性本音ロ1955- ハυ 「生産性向上シリーズ J

43 4 1 生産性向上運動に関する特集号 労働生産性
刀 1剛伯 刀 lrl墨 午

局給与課編 1955 06 124
玉 圧 lII可 上 違 期 、日不 王 圧 lI不可5、

労働組合、国際比較

43 4 2 生産性の理論と実際 1 労働生産性
(財 )日本生産 1生
本部編 1956 214 労働生産性、労働組合、国際比較

43 4 生産性の理論と実際2 労働生産性
財ヽ ノロ

^玉
圧 lfE

本部編 1956 ０
４ 生産性協議会、アメリカ、ドイツ

43 4 4 生産性の理論と実際 3 労働生産性
(財 )日 本生産 1■
本部編 1956 278

生産性同上と新しい絶冨理念、労働
組合、公企体、等

40 4 生産性の理論と実際5 労働生産性
(財

'日

不生産性

本部編 1957 06 272
確 冨 悪 反 、事 務 肩ヒ挙 の l可上 、万 1Nl時

間、労働組合等

4〔 4 C 生産性の理論と実際6 労働生産性
t財 ,日 不玉庫性
本部編 1957 06

中小企業、ソビエト経済、欧米、婦人

労働、労使協議制

4〔 4

生産性研究第 5集バターと牛乳の
需要予測 労働生産性

t財 ,日 不 生 産 1■

本部生産性研究
所 1959 06 消書需要予週1

43 4
転投期における

"組
指導者の役

割 労ヽ働組合指導者の意識調査 労使関係
t財 ,日不生産 1■
本部 1968 128 労イ重h細合 ■伸 閣係 _調杏

4〔 4 生産性運動 10年の歩み 生産性運動 日本生産性本部 1965 01 300

日本玉圧圧不司ゝのま工趣百、澤フト侃
察団、経営教育、労働教育、研究調
査、生産性運動

44 1 1 生 清 物 會 需 給 計 1由 l裏 経済計画 済安定本部 1947 05 500 l資需給

44 2 1

凋 貢 有 1山碕 訓 食 及 ひ消 費 者 物 価
1旨数 蒙 計・物 価 金子美雄

lU4ノ ～

50 07 500 報告書及び内部資料のまとめ

´
■ 3 1

終戦後二聡ケル 7■貰、物仙、生討
普及賃金ノ変動

貞笠・スロ†・

物 {面 厚生省労政局 1946 05 生計費、6頁 (2部 )

44 3 石炭鉱山労務者の栄養量について 労働力
芳i動省統討調査

局労働経済課 1947頃 05 栄養
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44 3 物価関係指標月報 (極秘 ) 家計・物 lim
物 lmlT弟 一 司;調
杏 課 19475 05 10 5頁 (2部 )、 物価、通貨

И
” 4 労働者五人家族の栄養摂取状況 労働力

ガ 1剛泊力
.1剛
統員T

調査局労働経済
課 194711 05 栄養

44 5 賃金指数 賃金

万倒百万働統討

調査局賃金調査

課 1947 05 30 平均賃金および指数
44 3 6 日本統計年鑑 続 計 一 般 不 明 不 明 07 50 働関係

44 7 米価引上と賃金 家計・物価 金子美雄

1946-
48 ハ

） 50 食料価格の生計費への影響

44 4 1 家計調査報告 賃金

厚 生 憫 万 側 局 は

か 1941 ｎ
ｖ 40 労務者実収賃金

44 4 賃金指数 賃金

厚生省

"基
局労

働統計課 1947頃 ハ
υ 24 2音B

44 4 3

uttZ4fJJ、 二討賞 、祝の影響 、為管
レート改訂影響 賃金・雇用 労働省給与課 1949 05 30 単身者など生計費

44 4 4 六月の賃金の推定法 賃金 不明 不 | 05 2頁 (3部 )全産業、工業、鉱業

44 4
Living Cost Index Number for
Laborer 家計・物価

Bureau of
Statistics 1945頃 ｎ

υ 1937～ 44生計費、手書き

44 4 6 内閣統計局生計費指数 家計・物価
労働局労働統計

課 1947頃 ハ
Ｖ 20 生計費

44 1 物価指数 家計・物価
厚生省労働統討

課編 1948 07 □ 東京小売物価、賃金改定水準など
44 2 価 庁資料 lイ面 :生省給与 : 1948L員

ｎ
υ 20 配給物価指数、ヤミ物価、生計費

44 3 晨家経済の現状 勿価 価局生計 1947 「財産売却処分結果表」含む

44 4 賃金物価生計費指数 家計。物価 厚生省賃金課 194410 7

菜種別冥収賃金 (工場、鉱山、交通運

輸ほか )

44 1

電力不足にともなう労務管理上の
問題と対策 労務管理 労務管理研究会 1946 労働基準局の見解

44 1 最近における賃金。物価の諸指標 賃金
維済女疋不割;縦

裁官房調査課 1947 14

」_1易、ヨミT里万J、 員ヨE′ヨ各員、日E‖薔、フト田El

給物価指数

44 炭破及工場賃金比較表 賃金 厚生省 19455
買金、5召看数、冥収人中における基
本給の割合

44
十二 月分労務者標準尿族都畳F別
牛活書珊 家計・物価 厚生省給与課 1946 05 4 生計費

44 4
母 月 期 万 紋 昌T員王 信 鍬 お よ ひ 果 示
小売物価指数

ス員†・物 lm・
賃金

lAl閣統昌T局、日
銀

1946ラR
-1947 05 13 小売物価1938～ 1944、 毎勤1946

44
Wage Index Number of Nippon Bank
ltt\

家討・物 価 ロ

管令 不 明 1947鶴巨 07 2

マーケットハスケツト、標準生討質、緊
魚蒙計調杏

46 1 1

助疋私栗時間外 1乍栗に対する歩含
贈 賃金 厚生省労働局 19411 ハ

Ｖ 賃金、賃金制度、賃金統常1
46 1 「給与令施行規則要綱 (案 ) 時統制 厚 生 省 ? 19447 05 9 賃 金 統 tllヽ 賃 金 制 ∫

46 1 3 役付月給制度説明書 :金 ‖崎航 牢 機 工 業 1942 05 賃金統制 、賃金制度、民間賃金
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46 1 4 軍需会社に対する給与統制の実状 賃金 厚生省賃金課 不 明 05 12
員笠統市u、 亘晏畢栗場方務官埋常、
董需会朴法

46 1 F支給状況調査報告 金 生 1940 05 22 金制度、炉

46 1 工場、鉱山に於 ける賃金形 金 :生
`

05 И
十

46 1 7 (舅こ) :生 1944.6 05 4 :需

46 1 8 自動車業界に於ける賃金実状調査 賃 金
自動車統制会生

産部労務課 1943 05 34 民間賃金、賃金制度

46 1 賃金統制令改正法に関する件陳情 戦時統制 鉄鋼統制会

1939´V

45 05 賃金統制、民間賃金
46 1 翼政会賃金応急施策要綱 194212
46 1 生産増強勤労緊急対策要綱 閣議決定 19431

46 1 12

生産増員に関する意見一生産 ll■署
事項の排除と積極的増産政策 日本経済連盟会 1942.12

46 1 13

生産増強緊急対策中給与関係実
施計画概案 給与課 1943初

46 1 14 賃金統制令緊急方策に対する意見

重要産業協議会
労務季 1943.2

46 1 生産能 力増進方策要綱 (案 : 3音B 1942.10

4C 1 今後に於ける賃金統制方式案
厚 玉 伯 鹿 小 枚 岬

金子技師

lυ 4Z IU

～ 11

4C 1

乙這船関係工場に対する買釜統市リ
上の措置 厚生省管理課 1942?

4C 1 日雇労務者賃金統制概要 厚生省給与課 1943.11

4C 1 1

昭和 17年次 に飛 け0頁釜 統 市りの実
情 (統計)

厚生省給与課幽
形県 1942秋

4C 1 甲造船行政査察給与関係 i 194312
′
十 1 蚤理統制令に関す′ 翼j 業 協 :会 19439

4( 1 賃金合糧対策案
万務報国家甲大
賃金季 昌会

4〔 1
０
‘

脈生機の増崖確保のたのの緊思硝

置の件

賊 l■磯 破

厚生省総務課長 194312

4( 1
う
乙 緊急国民勤労動員方策要綱 閣議決定

19441
B

4( 1
●
ι

緊急国民労務動員万果要綱実施
案 厚生省管理課

lυ44:
21

4C 1 2(

価格報奨金需りFx要綱に関する賃金

統制上の措置要綱

1943.8

31

46 1 27 女子挺身隊管理に関する意見
電 圧 協 瓢 崎 割 刀

管理特別委

iV44.Z

2

46 1 28 賃金統制の経過、当面の賃金問題 金子美雄技師

19441
7

46 1 29 決戦体制の新聞 (注 1-33掲載 )
新聞スクラツフ
ブック

1944.3.

19
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46 1 賃金の適正 (対厚相意見 ) 労務報国会会長

19441
7

′
■ 1 31 未組織労務者の労賃統制強化案 刀価協力会議 19443

46 1 日本的給与の方向 日産新 FIn

19444.

5

46 1 労務昂揚方案 閣議決定

19443
18

46 1 34
新聞切り抜き1給与形態をどうする

か」 1944

46 1 35 新聞「生産増強と給与制度」 安藤政 1944

46 1 勤労昂揚方策 閣議資 1944

46 1

農栗 7K圧菜に関する労貫問題懇験
会報告

甲大切 lmttTll云

議業務1課 19443

46 1 38 日雇労務者の公定賃金適正化
中央物lll統希り協

力会議

4C l 労賃問題第1回懇談会報告
甲大 701山統市1聯 1

カ会議

46 1 4C

上不建染に関する物仙問題懇験貪

報告

甲夭物価統 Tll宏

義

4C 1 41 閣議決定事 IEHの 実施状況調査 厚生省管理課

1944.6

20

4C 1 42 賃金対策及び補正意見
甲果物仙資員云

第3部会・厚生省

4C 1 4〔 I格統制の応急対策 日本学術振興モ 不明

4〔 1
И
仕

勁

"者
給与制度の F●lldlT改書につい

て 厚生省

4〔 1
И
” 勤労者給与令施行規則要綱 (案 ) 厚生省

4〔 2 1 最低生活費の研究 賃金 労働科学研究所 1942 06 95 民間賃金、賃金制度、最低賃金

4( 2 労務者世帯構成調査報告 金 厚生省労働局 193912 05

46 2 4 初任手当関係綴 賃金 金子美雄技師編

lυ 42.lU

19431 05 賃金統制、賃金制度

′
” 2 5 家族手当 賃金 金子技師編

1939-
45 05 賃金統制、賃金制度、家族手当

46 1

圧友金属工栗押鋼 FJT(金属精妹

業 ) 賃金 不 明

1939-
45 05 X 賃金制度、民間賃金

46 3 2

工場畢菓場等字徒動員の敦慣等
に関する件 賃金 厚生省言金課 不 明 05 学徒動員、軍需会社法、国民徴用令

46 3 3

勤労者給与制度昴1新万策姜綱に
関する資料調査要綱 賃金 厚生省賃金課 19446 7

46 4
基工場職工の llT情 (B538権の llk
l青 ) 浅野信則 つ ×

46 3 5 先山優遇制度案 福岡鉱山監督「 1943.1刀 06 31
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46 3 東京電気請負制ほか2社賃金規貝1
果呆電気・三菱

重工・新潟鉄エ 不 明 06 34
46 7 ノヽ中番ウ務冨あて照会 厚生省金子技 19438 ×

46 8 羽田‖機奨励金規定 朝 日米機 つ
・ 賃金制度、民間賃金

46 3
陸軍工員の月給制発表に対する民
営工場の反響 大阪府知事 19439

46 3 10 特殊軽含金 (株 )増産奨励金規定 特殊軽合金 ( 朱) つ
・

X

46 3 会社網理統制令改善意見 産業協議会 19439 X

46 3 12
目不 籐

内掃書
買ヨEl多態、誉祀兄lT,さ輌刀刀‖結
申 産業経済新聞 194310 ×

46 3 13 増産判償規定 新潟鉄工所浦和 1944 8 学徒動員、国民徴用令

46 14
陸車工務規疋甲特 1タリに関する陸軍
一般への通牒 陸

=省
冨1官 19438

46 15 労 務 者 1時間 平 均 賃 金 調 査 報 告 厚生省労働局 1940

46 3 賃金常度改正案綱
46 珠聯羊1 器賃金制度改正要綱 東 19445
46 18 賃金需 :に関する検討 日本経済運 19428
46 賃金 1時措置令に就て I生省労働 193911
46 2C 賃金需度改正の趣 旨 L友通信工 : 194410

46 21

万務有致を
~ワ
エート
¨
とした0時間

害1賃金 (平均値 ) 厚生省労働局 19413
46 22 査察桁果の概案給与 査察使 1944?

46 23

工場畢栗場寺字徒動

"動
員受人

側措置要綱に関する件

又剖S省 厚生省

軍需省

iV44_0

～ 7

46 4 1 最近世界労働立法概観 海外

社会局労働罰∫労
政課 19355 06 149

戦前、海外労働子情、イタリア、ドイ
ツ、アメリカ

46 4 2 英国工場法 (1937年 ) 海 外 厚生省労働「 19425 06 イギリスエ場法
46 4 3 ナテス独 逸 労 務 法 海 外 厚生省労働帰 19429 06 81 ナチスドイツ
46 1 軍需会社に対する給与統制の実状 厚生省労働局 ? 1944? 05 金、賃金統需u

46 2

弟 9回行取全祭に関する弟41Jl概況
所見

査察第4班長伴

大佐 19447 05 賃金、賃金統制、賃金制度
46 5 3 勤労者給与令要綱 (案 ) 厚生

`
19447 金、賃金統

46 5 勤労者給与制度刷新方策二 厚生
`

19446 05 金 賃ヽ金統制 t賃金
46 5 勤労者給与制度確立要綱案 厚生

`
1944.3

46 6 勤労昂揚方策要綱 閣議決定 1944.3

46 7

閣議請

勤労堪

議・国民動員晏硼栗
給与制慮確立案資料

閣語 次 疋 乗

(厚生 省 ?) 1944.1

46 8 第9回勤労行政査察
厚生省金子 III帥

編 19446

46 9 昭和 18年公示通牒
厚生省金子技師
編 ～ 3

46 10 賃 金 告 庁 論 金子美雄 1944?
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46 賃金決定の歴史的変遷 金子美雄

1 942
1～ 3

46
生産再
=力
増運万末畏綱 (楽りに対

する責 甲_ 不 明 1947.11

46 呉 工 場 奨 励 カロ給 肉 親 呉海軍工場 1937.6

46
独逸に於 ける賃金統市り立法

(1934、 1月 ) 厚生省労働局 ? 19431
46 金形態の指導に関する件回答 海軍省兵備局 19436
´
サ 6 金 に関する指導方針 ( 19437

46 7 に関する指導方針 (案 ) 19437

И
十 i943
■
， 1 の 1940
´
■ 2 の 三 1943

47 1 1 1～ 29 金 1946 05 不 明 標準賃金にかかわる議論

力
“ 1 2

レイハ‐―アドハイサリーコミツァイー

1946 05 6 給与、最低賃金
И
” 1 3 計画に 1947 05 5 経済成長、食糧問題

47 1 4 1947 05 X 組合、退職金、賃金
月
十 1 調査 生 1946?

■
， 2 1 案 不 明 国際労働機関、国際連盟事務局

′
付 2 2 Я宅67

1939-
41 D5 不明 賃金臨時措置、初給賃金、賃金統制

47 の 二

1947-
48 05 不 明 給与審議会、代表委員会名簿

47 2
の

与 1947 05 不 明 平均賃金、労働事情、改正給与案

4フ 2 答 申 1946.1 05 最低管金改正案、実物給与

4ラ 2 6 1944 06 最低賃金法、日米国陸軍

47 2 7 の 一 1947.7

4ラ 1 ( 2 金 1953 05 20 締切回数、有給休暇

47 3 2 ( 1 金 1952 05 101
厳禁給与の構成及ひ法足程除積に関
する調杏結異報告

47 3 3 月 1952 一般事務員、現金給与階級

′
” 4 査、昭和27年 11月分 )

失業保険保険料申告書に

統計結果報告書 賃金 労働統計調査部

1952 05 41 平均賃金、都道府県別

′
” 3 5 1953 05 20 平均賃金、失業保険

47 6

職栗別賃金調査結果報制 o.1(S

27年 6月 分、化学工業関係 ) 雪 金

男働泊天ロ ロ房

労働統計調査部 1952 05 45 医療品製造業、ゴム製品製造業
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47
職栗別賃金調査結果散昔Nol(S
27年 8月 分、全産業共通職業関連 ) 賃金

芳lyl省 大臣冨房
労働統計調査剖 1952 05 18 賃金格差、最終学歴

4ラ 3 8

職 栗別頁宝調食緒呆報舌 No 2tS
27年 6月 分 、化学工業関係 ) 賃金

万側 伯 入 巳 目房

労働統計調査部 1952 医療品製造業、ゴム製品製造業

4ラ 3 個人別賃金調査結果報告 賃金

方lNl省 大臣冨房
労働統計調査部 1949 製造工業、平均賃金

4ラ 3 個人別賃金調査結果報告 賃金

労働省大臣官房
労働統計調査音1 1949 製造工業、平均賃金

4ラ 3 個人別賃金調査結果報告 賃金

万 1pl管 天 巳 目房

労働統計調査部 1949 444 賃金階級、年齢階級

4ε 1 1

全国労政行政主務課長会議出席
者名簿 労働行政 不明 1946 〕5 2 会議名簿

4〔 1 2

IIS道府県基準局長会議における安
全課 (衛生課)所管に関する件 労働行政 不 明 不 明 1

責 宝 行 取 の指 導 について、厚 生 省 産
業 安 全 所

4〔 1 3 厚生省訓第四一〇号 労働行政

厚生人腱一松疋

1947 労働基準局、規程
′
叶 1 4 振替貯金取扱に就ての注意 財政 ? 不 明 こF」 10 替貯金

48 1 5 各労働基準局長殿 労働行政

厚 生 預 ガ 側 墨 牛

局江口見登留 1947 | 労基局の設置場所、管轄他

48 1 6 基発第四三号 労働行政
厚生省労 1動基準
局江口見登留 1947 05 都道府県労基局設置に関する件

И
■ 1 組織別人員表 行 政 イマll 05 50 の 月

′
十 1 8

光字関係職断 lllJl究会開催 につい

て

“

印原百 労働行政
総 務 司 長ゝ 禾 割 万

部長田中幸久 1948 07 1 職階制、金子美雄
48 1 与課関係文書目録 労働行政 給与課 1947 05 文書 目

48 1 10 臨時規約案 労働行政 不明 不 明 05 1 各

48 1 与及雇用状況月報の件 労働行政 GHQ禾斗二 1946 05 給与 、雇用状況の調査方法

48 1 12

宝国労収玉務課長畢務打含含時

間割 労働行政 不 明 不 明 05 1 時間割

48 1 13 労 働 省 設 百 法 労働行政 不 明 1947 05 40 こと

48 1 14 勤労通信 戦時統制 厚生省勤労局 1945.9 05 4
瓢 予 於 積 に lTつル喘 情 直 、早 需 圧 果

から民需産業への切替
48 1 項 労使関係 不 E 05 4 体交渉

48 1

弟 四 四 ]ゝ理 肘 県万 側 丞 牛 局 長 云

議 における労働 大 臣訓 示 労働行政 不明 不 明 05 6 労使関係、鈴木大臣
48 1 都道府県労働基準局長会議日程 労働行政 不明 不 明 Э5 1 日矛呈:

48 1 18 全国労働委員会会長会議日程 労使関係 不 剛 1946 05 1 日

48 1 19 判 決 労使関係 大阪地方裁判所 1947 20 判決文、仮処分 申請事件
48 1 20 本省 (労働基準局)人員配置表 労使関係

万 1Nl伯 天 吾 イ自損

保険委員会会長

不 明 Э5 1

48 1 21

労働省災詈編慣保 ll■委員会第二

回打合会会議録要綱 社会保障 1948頃 4 会議の記録、建議

48 1 22
郡遭府県労働基準局及労働基準
監督署便覧 労使関係

労働省男基局監

督課 1947 05 30
名薄、 地ヽ万男倒基準局及万 1W曝牛
監督署と局長 )

48 1 20 労働情勢報告例規 (案 ) 1労使関係 不 明 不明 05 18 労働争議月報、報告書類
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′
竹 1 24

万働基準法施行に要する維質復粘
要求書 労働立法 厚生本省 不 明 05 1 行政部費、俸給、手当

′
十 1 25 特殊旅費内訳 綸籠言十一-10 不剛 不 ロ 05 1 Б道府県労働 | 準局労働監督署
4〔 1 26 (三 )バンフレット 統 一般 不 F 不 ロ 05 1 バンフレット・ ざスター リヽーフレット

4〔 1

う
乙

咆万万働委員会運冨二関スル 1午恢

涌牒 労働行政 厚生省労政局長 1946 05 労働委員会
И
， 1 28 労働総局機構 (案 ) 労働行政 不 明 1946 05 7 麗文丼

4ε 1 29 l吏任用叙級令 労働行政 総理大臣副署 1945 05 冨更の 壬用
月
十 1 3C 所管事業の大要 労働行政 労働経済課 不 明 05 所管事業
”
” 1 職 邑任免について 労働行政 厚生省労基局長 1947 05 14 冨更任用
48 1 労働省の発足 労働行政 労働

`
)労政局 19479 05 労働省発足

几
又 置法など

4〔 1

偏員新規採用に関する要綱■ll定の

件 労働行政 渡辺伊之輔 1946 05 庸員新規採用
48 1 34 〕行 ] 不 明 ヨトF 05 1 日

48 1 35 給与局所要人 表 労 イ予] 不 明 1946 1 要 人
´
” 1 36 各課別予算定 西己置表 嘗個 イ千] 不 明 1

コ
Ｅ
需
日

4E 1
う
０ 別紙 (― )人員 | 1層∫l イ予] ヨFE 不 F Э5 1 人 内

4〔 1 38 地方商工局人 内 訳 i4動イ予] 不 E 不 明 4 , 尺

4〔 1

う
０ 人員配置表 i働行 ] 不 明 不 明 05 需

日

4E 1 40
弟
~回
有lS追肘 県万 1Nl基準局長云

議における厚生大臣訓示 労働行政 厚生大臣 不明 05 5 労働基準法、基準監督長の権限

48 1 41

郡退

“

す県万 1Wl塁午局長及町仕 lEE

一管表 労働行政 不 明 1947 05 | 労基局所在地

48 1 42

目lT職貝としt必安な早歴のめ0
者等を官吏又は嘱記員として採用
する場合の初任給又は初給につい 労働 行 政 不 明 1946 10 学歴別採用方法及び初任給など

48 1 43 不明 (名 簿 ) 労働行政 不 明 不 明 二級官 三ヽ級 ' 「名

48 1 44
U召不口二十二年総埋庁常弟五号収

正案 労働行政 不明 1947 3 支出請求書

48 1
´
， 労働衛生行政に関すること 労働行政

労働基準局衛生

課 不明 23 職員区分 人ヽ数、調査事項、施設など

48 1 46 所要人員配置表 労働行政 不 明 不 明 人数、県別、月

48 1 47 不明 労働行 ] 不 明 不 明 2 の 件

48 48 勤労配置規貝 労働行 ] :生
`

194510
48 1 49 炭鉱労務者に する主要食 労 助行 ] 1945.10

48 1 炭鉱勤労」 三要項 労
一Ｔ 商工

`
1945.10

48 1 日本 に於「 働事情 労 行 政 労働省 1950u百 05 労働経済、労働行政

48 3 1

公共企業体職員の給与問題に関す
る公聴会記録 賃 金

貧六
‐■‐禾1^伴頚

委員会、国有鉄
道中央調停委員
会、専売公社中
央珊偉季昌会 1950 01 122

公企体職員の給与問題に関する公聴

48 2 l給 阜 蕃 重 令 蕃 議 会 ・ 給 与 課 長 l締 賃 金 給 与 な ど 1946 ハ
υ 330 給与審議会について
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48 1 第十二回臨時国会答弁資料 テ政 労働′ 1951 ハ
υ 468 失業、賃金、労働時間など

48 1 ファイル 1
笠 千 夫 服 氏

による記録 不 明 1948 07 500 私的収集資料

48 2 フアイル 2
笠子夫 FIE氏

による記録 不 明 不 明 07 400 私的収集資料

48 1

l昭和 ― † 牛 † 月 員 笠 赫
ll T以上

関係・金子技師 賃金 金子技師 1945 100 賃金統制令

48 2 賃金統制に関する法規並解説 賃金
=国
圧 果 回 い 遅

合会事務局 1940 06 35 賃金締制令

48 7 1 労働組合の組織と運営 労使関係
労 lDl省 労政局労
億力教書F言異 1947 01 41

万1pl組言 t上椒 租 言・早 恒 組 冨 りυり備
成と運 営

4[ 7 2 国家公務員法詳解 労働立法 臼井俊郎 1948
人事委員会、給与・退職者に対する冨
職の基準、恩給

4C 1 1 米英ソ各国労働保護法規集 海外 酌 1946 アメリカの労働法、英国・ソ運

4C 2 1 占領終結期の労働政 , 労働立法 竹前栄 1980 219 の労働政策、産別、総

4C 2 労働基準法質問集 労働立法

セメント栗維冨
者～ 1947 05 41 法第一条関係

4C 労働基準法事業公聴会傍聴記 労 411市 , 平村事務冨 × × 浄働基 2

4C 2 都道府県労基局長会議指示 1 労働立 ) 省労基「 1949 05 ×
准
Ｅ
工
ゝ

■
■ 5

]:逼府県労基局設置に伴つ工場収

締規則などに関する事務の取扱に

関する件 労働立法 厚生省労基局長 1947 05 X 労働基準局、工場法施行

49 6 有1回全国労基局長会議指示事項 労働立法 × × 05 X :府県労働基準局、労働基準 ,

49 2 7 第二回中央労基委員会議事録 労働立法 X 1948 ｎ
υ × 労働安全イ 見貝 サマータイム

4C 8

国尿公務員災署補li法案に対する
反対責 甲 労働立法 × × 05 X 労働基準法、国家公務員

49 2 9
国尿公務員災詈葡慣法栗のイヽ備な

点 労働立法 X × 05 × 俸給月額、殉職年金
´
” 2 労働省会第六号技能者署 一ユ X X :法

49 労某法同怖行婦 副1雪野事項 労
くだヽ 1947 20 蒻

~ i得税

4C

特殊飲食店の援客婦に対する労基
法の適用について 労働立法 労働省労基局長 1949 05 × 都道府県労働基準局、労働基準法

И
， 1

労働基準局長会議に聡ける大臣訓

示要旨 労働立法 X × 05 × 労働基準法、労働関係調整法
И
■ 14 労 果 法 案 の 概 要 労 個 X X 労 案 、

49
万働者災吾備慣 1米阪委員云弟 1四

打合会議議事要綱 社会保障 X × X 労働者災害補償保険委員会、保険法

49 2 6 労基法委員会委員名簿 助立法 X X 4 尋矢野庄太郎

49 労基法草案修正事項 (一 i立法 給与詳 1946 X 去、賃金差別
′
” 8 愛 矢口労 政 と工 場 立 法 ,知労政新 FE5社 1947 【子守、 尤業 見則|ヽ ヴ争{動 準 ,

49 19

万 側 の 女
=何
王 規 只り弟 ZZO株υ′月X

扱いについて 労働立法

労1動省労働基準
局長 1948 ×

割S逼肘 県労 働 基 準 局 、万 1Nl女=爾
玉

賞目目ll
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49 20 建議書 (案 ) 労働立法

枚 肩じ百 賛 成 会 貝

会会長淡路回治
自R × × 総合技能者指導所、技能者養成

49 21

男働者災吾葡慣 1呆阪法の一日
`を
改

正する法律案 労働立法 X × × 労働者災害補償保険法
49 ０

４ 断片 × × × 07 ×

49 1 占領終結期の労働政策 労働政策 Rll案 清 1980 02 219 GHQ、 経済買足、R・ スミス

49 2 雇用問題研究会目録 雇 用 昭和同人会 1956 X

万倒 中場 、■栞箇埋 1じ、大栗分 llr、 屋

用政策

1 1

旧数の作り万と用い万 (ミッチェル
の記本 ) 統計行政

労lNl省労働紙計

調査局 1948 脂数の歴史、物価水準変動

1 2 労働統計調査局廃止反対 統計行政

労働省労働統計
調査局 1948 X 反対理由

50 1

沼rE124年 度統計訓合局予算晏水

案 統計行政 "1動
伯 万 1Fl統員†

調査局 1949

5C 2 1

医療保障制度に関して検討を要す
る菫道 締計 行 政

fI云休 137市りFx誉

議会昭和31年

(会議資料 ) 1956 05 × 医療保障制度、医療保険経営主体

2 2 報告の喜約 (七人委員会報告 ) 社会保障
社会保障制度審
議会 X × 健康保険制度の現状分析、対策

5C 2 3 七人委員会の報告書について 社会保障
延云 休 厚 市u反番

議会事務局長 1955 X 社会保障制度、七人委員会

5C 4
医療保障制度の勧告に関する費用
の蜂宣 社会保障

総埋肘fI云保障

制度審議会事務
局 1956 × 医療保障制度、医療給付費

5 社会保障制度研究試案要綱 社会保障
在宏休嚇 u度番

議会 × 社会保障制度、社会福祉
5C 6 事業月報 社会保障 厚生省保険局 1956 健康保険 、厚生年金保険、船員保険

2 ニュージーランドの社会保障 社会保障
紅 云 休 嚇 u反番

議会事務局 × 05 И
サ ニユージーランドの社会保障制度

2 8 (夢こ) 主会保障 自治庁 1954 × 市町村職員共済組合、給付

2 市町村職員共済組合制度案 社会保障 X X 05 X

長 期 満 1■確 埋 llX文 磯 鼻 、巾 闘J ttT職員

共済組合制度

2

在会保 ll■需り度に関する勧告及ひ合

申類 社会保障
社会保障制Fx審
議会 1953 05 社会保障制度、健康保険法

2 市町村職員の年金制度に関する調 社会保障 自治省 ? 1954 05 X

2 1 厚生年金保険法案 社会保障 厚生省 X 05 106 :生年金、高齢年金 、保 II■給 f

2 1 厚生年金保険法案要綱 社会保障 厚生省 × 05 険給付、高齢年金、障害」

2 1 社会保障制度審議会資料
社会保障需リ
度

社会保 ll■制度番
議会事務局長 1954 05 × 厚生年金、給付人員、給付額

2 1 市町村職員共済組合制度案
fI云休 暉 Tll
慮 X 1954 05 X 短期給付、長期給付、事務費

2

雨ur附職員共済組含市り度栗 FJT晏
財源率結果表

往会保 llT刷

度 X X 05 X

市 lfT何 共 済 組 貧 、短 期 縞 付 、長 期 編

付
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2
戦揚柄有戦没者還族寺破護法の
一部を改正する法律案要綱

社会保 llT需 1

度 X 1954 × 障害年金支給、弔慰金支給

2 18

社会保障市り度番議会第41回総会
議事録

位 云 1呆障 Tll

障 X 1954 X 社会保障制度、厚生年金保険法

50 2 19
住云保障市u度番議家弟 42回総芸
議事 日程

稚貸保 ll●市リ

度 × 1954 × 市町村職員共済組合、社会保障制度

50 1 日雇労務者賃金調査必携 賃金

労lNl省大臣冨房
労働統計調査部 1950 調査の概要

50 2 戦前基準実質家計費指数の算定 統計行政
労 I勤省人巨冨房

労働統計調査部 01 消費者物価指数。新指数
3 与制度 給与 労務行政研究所 1959 01 ハ

υ 意義、問題点

50 4 一般資料、部内 統計行政
労 lpl省大臣冨房
労働統計調査部 1951 × 職業別賃金調査

50 3 5 一般資料、統計部外 労ヽ働省部外 計行政 × 05 × 退職金調査
50 』 1 賃金 賃金調査課 1948 ｎ

υ 1 職金規足、賃金の推移

4 2 退職金規定調査 言 金

万働百万 1Nl統昌†

調査局賃金調査
諄 1947 01 概要、支給率

50 4 3 昭和22年 中の賃金推移 賃 金

労 lyl省大臣冨房

労働統計調査部 1948 01 43 平均給与、生産指数

50 4 4
終戦後における物価生計費及賃金
の推移 賃金

労働省入自 '日'房

労働統計調査音F 1948 05 特徴

4 5 毎勤による年齢 区分賃金 賃金

労l■l省大臣冨房

労働統計調査音『 1948 05 X 表 (産業別、年齢別)など

5C 4 6

目歴 万 務 百 員 菫 調 食 縮 米 日ヽ式駅 調

査 )
労働省入自冨房

労働統計調査音l 1948
■

1 全統の要求ほか  日召不口23年 賃 金 鉱山経営者連盟 1949 X 労働協約改訂申込
2 賃金 × × × 加藤勘十労働大臣
3 給与 新井章治 × × 電気事業の民主化

C 1

昭23事業所センサス中部ブロック
課長資料

賃金・調査報
生 統計局 1948 05

衝澤、個人万J員笠調食すJ箇云誘頁
料、毎日勤労統計調査、産業分類適
用準則

50 6 2 昭23個人別賃金センサス 統計局 1948
50 3 昭 23毎 月 動 労 統 計 課 記 入 し計局 1948

1 l 公務員賃金と民間賃金 賃金 総評 1960 公務員賃金の不当な低さ

1 2

目公職貝稲与 編ヽ与番議云尋門妻
議事メモ ) 賃金 金子美雄 1947 05 23 官公職員給与

1 昇給規則の実例 賃金 発団連事務局 1954 06 150 主要会社の昇給規定

51 2 2 恨職令条項 賃金

労lNl省 大臣冨房

労働統計調査部 1951 06 退職金支給率、その他算定法
2 金基本調査レポート 賃 金 更 洋 経 済 新 報 村 1954 06 40 釜 率 、買 釜 碕 左 、標 準 頁 笠

1 退職金調査結果表 統計一般 労働省労基局 05 退職金結果表
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2 退職金規定調査 賃金

力 1期泊力 1到統員T

調査局賃金調査
課 1947 退職金

51 3

C栗維冨の工場からみた利潤分配
割1麿 賃金

絶回運、村lttЯ

配研究会 1952 D5 19 利潤分配制度
4 禾ll 夕)西己 こつ い て 賃 1 刈 [ 1952 24 利潤分配制度

51 5 禾J

`)西

己 について 金 子 1952 Э5 22 禾1,間分酉己+lI
6 禾J チ)西己 について 石井遭貝 1952 41 禾1,間分酉己割l∫

3 7 退職手当制度の内容 賃 金

万側 泊万 暴 局綱

与課 1947 05 退職金

8

退職金に関する祝甲1に対する改正

意 甲 賃金

万 1pl泊 万 暴 局 絡

与課 1946? ハ
υ 退職金の税制

9 賃金月報統計 不 明 1947 給与
101 給与統計 一 般 局 1947 05 1 与統計

労働者平均月収表など 計一般 総理統
総理統

不明 05 給与統計
51 ]召相 22年 4月

`が

f:[」 斗可旬慢:1證 1 一般 1947 05 平均賃金
51 地城 用1業種 別1基準言令 一一６ 一般 不明 1946 3 基準言金

51 14

Average Money Wages IN
Manufacturing Mining,
Transportation and Communication
Industries 賃金

Economic and
Science Section

and Statistics

D市 ision(GHQ統
計課 ) 1946 05

Average wages in Manufacturing,
minins. transoortation industries

51 業種別労 務者一 日平均賃金 賃 金 内閣統計局 1942 05 l 業種別、男女平均賃金

東京都家計調査結果表抜粋 蒙計・物 価 物1面庁 1945 05 5
東京 Ill、 大蔵省職員家討調食、東 rTs

卸売・小売・実際物価

51

暫足菓種別半均買金に用いた産栗

分類に依る月別賃金表 賃金 総理庁統計局 1947 2 業種別、賃金表、平均賃金

51 男J 金表 賃金 不 明 不 明 05 1 :種別、地方月1、 賃金表

51 3 毎月勤労統 十 1947 種別毎月、職員数、給与

3 毎月勤労統 十日召禾□21年 9月 分 1946 年別、業種別、地域別、平均

毎月勤労統計昭和21年 10月分 1946 年別、業種別、地域別、平均f

51 22 十月分給与状況 不 明 5 産業別六大府県賃金

51 3 勤労者給与調 賃金

厚生省労政局給
与課 不 明 Э5 産業別男女月別賃金

51 3 24 勤労者標準家族生計費調 家 計

厚生省労蚊局給
与課 1946 05 月別生活費

3 2モ 毎月勤労統計の状況 賃金 内閣統計局 1946 05 3
男ヌ 、■ 回 、八 天 肘 県 、月別 、来程 万リ

督令

51 3 2C 毎月勤労締計の概況 賃 金 内閣統計局 1946 05 3
男女、全国、八入肘 県、月別、栗種万u

雪金

51 3 2ラ

工菜、鉱菜及び交通栗に於ける半

均金銭・給与 締 計 -10 内閣統計局 1946 05 平均金銭・給与
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3 28 毎月勤労統計結果表 充計一般 労働寵 1949 勤 労 統 計

29 十月分給与状況 綸「 冒十
―…1曼 不 明 不 明 5 給与

51 3 毎月勤労統計結果表 統計一般 労働省 1948 Э5 勤労統計
4 1 賃金管理近代化の基本方向 賃金 経団連 1962 54 賃金体系、年功賃金、職務給

4 2 職務給の研究 賃 金

製薬菜職務給委
員会 1948 01 144 職階給、評価法、人事考課

4 職務評価の手引 賃 金 E.ベンケ他 1951 01
０
０ 務評価体系

51 4 4 職務分析票記入手引 賃 金

万側泊臓未女疋

局労働市場調査
課 1948 01 100 職務評価体系

4 5 合理的言金の決め , 賃 金
1賢
之 1959 01 201 職務評価体系、能率給、雑給与

6 給制度の理論と実際 賃 金 宮島久義 1954 01 200 人 「者課需‖麿 昇ヽ給休系

4 7 職務給制度 賃金 正親神一 1966 01 375
目不 開職 務 結 、職 粉 分 TIT、 計 lun法 、臓

旨ヒ糸合

8 職務 職ヽ能給制度 金 是佐忠男 1967 01 384 職能給 能ヽ 力考課 、導入の実例

9 労働組合と職能給 賃金 高木督夫 1963 01 286
員笠杯糸、臓務綱、万組 この臓務編
闘争

しい職務給のしくみと定め方 賃金 田中慎一郎 1959 150 分析、評価、格付

職務評 1面と賃金管理 賃金 lLO 1961 214 1評価の方法

4 12 労働統計調査月報 (第一巻 ) 統計一般
労働大臣冨房労

働統計調査部 1949 05 660 労働統計

4 13 済現 況の分 X 経済安定本部 1949 05 金

4 14 現行業結給制度の影響と問題点 賃金

労働省労基局給

与課 1955 05 （
υ 現行業績給制度

51 4 根職令悧1慮 賃金

労働省労基局給
与課 不 明 05 恨職金データ

51 4 一九四七年における家族手当制度 賃金
労働省労丞局結

与課 1950 49 家族手当

4 1 退職金間頴 賃 金 日本労務研究会 1948 Э5 退職金問題

52 1 1 高齢化 高齢化 金子美雄 1980均貞 ハυ 現行途中

2 1 984年 春期賃金交渉セミナー 労使関係

目不頁笠研究セ

ンター、産業労
働調杏所 1984 05 130

賃金、団体交渉、テキストとノート、メ

モ

1 識演テキスト

労働 経 済 ―

10 金子美雄 つ
・

つ
・
テキストは記入式、大半は白紙

4 1 新入社員総合講習会資料
労働経済一

般 金子美雄 1951 05 雇用問題の展望

52 5 1 支術革新と労働組合 労使関係 金 子 是雄 1960 06 失 菜 、配 直 転 換

5 不況化における賃金闘争 労 便 金子 : 雄 不 明 07 18 雪令 雇ヽ用データ

6 1 ノニ ト分 類 不言E 5買矛 金 子 雄 不 明 07 1
曖
員 雇ヽ 用問題など、まとまりなし

1 ノート解読不能 原 稿 金 子 雄 不 明 07 1
″
手 己不能

員
υ 7 *斗と角犀説 巳合 孫田 1960 03 20 賃金管理、政策
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52 8 1 (無題 )
海外労働子
情 金子美雄 i955u頁 07 100 英米、賃金、労使関係

52 8 2 (無題 )
ガ働 維 済 一

需0 金子美雄 不 明 50 技術革新、経済成長

8 3 (無題 ) 賃金 金子美雄 不 明 50

へ~ス /ツ ノ、王庄肛 、分圏d挙、王店
水準

4
最 近 の 相 与 杯 糸 の 惧 1可 と問 題 忠

(要綱 ) 賃金 金子美雄 不 明 07 50 電産型、職務給

5 (無題 ) 賃 金 金子美雄

1980肩可
後 07 100 賃金交渉、春闘、セミナー原稿

52 8 6 (無題 )
日外労働畢

晴 金子美雄 1955u百 07 50
況吟沢足磯備 t央

'、

曲トイツ戦後労働

立法
52 8 (無題 ) 賃金 :子美雄 不 明 20 低所得、最低賃金 、臨時エ

8 (無題 ) 月 :子美雄 1960u頁 20 完 全 雇 用
8 9 (無題 ) 雄 1960u頁 20 定昇

10 (無題 )
日外労働争

晴 金子美雄 1957頃 07 20 英国、賃金、労使関係
8 (無題 ) 統 計 一 般 き子美雄 不明 07 30 こ計字ノート
8 12 熙題 ) 賃金 :子美雄 1980頃 ハ

υ 50 譲経済成長下、賃金制度、政策
52 8 13 (無題 ) 賃金 金子美雄 1960ヒ自 ハυ 100 生産性、分配、Scan!on,Rucker
52 8 14 (無題 ) 賃金 金子美雄 1970頃 ｎ

υ 50 吹米、生産性
52 8 15 (無題 ) 金 金子美雄 不明

ハ
Ｖ 50 民間 賃金制度

52 8 (無題 ) 賃金 金子美雄 1960頃 07 20 彗金交渉

52 8 (無題 )
海外労働事

1青 金子美雄 1955頃 20 英 国

52 8 英国在勤中のメモ
海外労働畢
1青 金子美雄

1952´V

53 30 英 国
52 8 1 (無題 ) :三子= 19501 30 工場ウ {動者
52 8 2C (無題 ) 19601 50 賃金♯

俣瞼嗜

系 折 代 イヒ季 昌会

52 8 Actuarial Science 不 明 50 IIIE

8 22 Literatura KOlekto de S.ES NRO I 語学 金子美雄 不 明 50 語学ノート

52 8 資料備忘録
国際 絶 粋 財
政 金子美雄 1987 20 為替レート、税制

52 8 24 実際統計図表 一 冊 4ヽ llH 20 軍 ノー ト

52 8 25 銀
小

i三子= 1953ビ頁 50
52 8 2C Minimum Waee :子 1950 ハ

υ 30 制

8 27 (無題 )
万 19唯済 ~

般 金子美雄 1950u百 ハ
υ 30 賃金、労働力、雇用

52 8 (無題 )
万働 確 済
~

10 金子美雄 戦後 ハ
υ 500 賃金

53 1 1 中央労働時報 賃 金 中央労働委員会

1946-
47 03 つ

・
給与審議会、平均賃金
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53 1 2 中央労働時報 (第一号 )倉1刊号から 労働行政 1947 03 つ
・

三法、中央労働委員会
1 3 夕働時報 任

貝 金 助」 1949 03 つ
・

1 4 賃金研究 任
員金 日 , 1948 03 つ 金 、CPS

53 1 賃金研究 労働行政 日本労働通信社

1948´V

49 03 つ
・ 高島炭鉱、米国総同盟

53 1 働時報 労働行政 1948 03 :争議、国鉄労組
53 1 7 ,働時報 助行政 1949 03 東芝争議、経済安定原貝
53 1 8 :労働時報 働行政 :圏 1948 03 34 東京急行電鉄、全財間
53 1 中央労働時報

`予

政 1948 03 私鉄総連争議、大日本
員
υ 1 中央労働時報 テ】 1948 03 34 新給与整備委員会、国鉄新橋管理部

1 [労働時報 行政 中 J 1946 03 48 産争議、調停委員会
1 12 :労働時報 労働行政 1央 2履 1949 03 1争肇、大 夕張炭£

55 1 1

崎 不‖〃 牛 饂 崎 国 勢 調 週≧1■国 割S追

府県都市区町村別人口概数 統計行政 総理庁統計局 1943 06 国勢調査、人口統計、臨時国勢調査

1 2

照 不‖22年饂 時 国 勢 調食 結 果 報 言
(其の3)労働力人口に関する概要 統計行政 総理庁統計局 1943 06

国勢訓合 、労働 力訓食 、臨時国勢調
杏

55 1 3

嘔不‖ZZ年隅崎国勢調宜縮呆取古
(其の4)出身地域及び国籍別人口
の概専 鮪計 行 政 総理庁統計局 1943 06 国勢調査 人ヽ口統計、臨時国勢調査

1 4

口

“

不uZ2■←ユ品‖守[コラサ副可壬主F吉ラR辛板驚
=

(其の 5)盲、おし及びつんばの数 統計行政 総理庁統計局 1943 06 国勢調査、人口統計、臨時国勢調査

55 2 1

剤S雨・晨何における戦 Hl嗽俊人口

増加の傾向 労働移動
晨 杯 総 妨

並木正吉 19500百 戦前・戦中、人口統計

2 商工省統計表 締 計 -10
商工大臣冨房統

計課 1936 06 244 賃金、工業、工業、商業、物価

55 2 3 卸売物価統計表 締計 -10
商工大臣冨房続

計課 1929 95 物価、卸売物価、戦前

55 2 CPIの 長期傾向と予測 物価

労働省労働基準

局給与課 1948? 05 4 物価 _消 替者 IIn価 .戦後

55 2 5

王店内谷より翫祭せ0百と現仕の
生計費の差 生計費

万 側 伯 万 1Nl墨 午

局給与課 1948? 05 8 生計費、物価、消費者物価

55 6

昭 TE123年度王晏賞糧王崖 日標 と賞

生活の可能範囲 家計

労働省労lyl基準
局給与課 1948? 05 4 生計費、食糧問題、物価

55 2 7 The Citv Worker's Familv Budeet 家計

untted States
Department of
Labor 1948 03 38

生計費、家計調査、Repttnted'om
Monthly Labor Reviewi Feb,1948

8 昭和5年賃銀統計表 賃金統計
商工大臣冨房続
計課 44 職種別賃金、賃金統計

9 昭和6年及昭和7年賃銀統計表 賃銀統計
商二人巨 '日'房瓶

計課 1933 賃金、賃金統計

10 工業現勢 統計一般
東薫工栗人字エ

業調査部 1943 40 ェ業統計 賃ヽ金統計

55 1

緊急 rTA労 対策畢業に対する調査及

び監査結果について 労働行政 不 明 不 明 失業 雇ヽ用政策
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日刊産業厚生時報 (新年号 ) 定期刊行物
圧 来 厚 玉 崎 取 出

版部 1942 産業厚生時報

日刊産業厚生時報 (9月号 ) 定期刊行物

産業厚生時報出

版部 1943 38 産業厚生時報

2 日刊産業厚生時報 (4月 号 ) 申期■1行物
庄栗厚王崎報 出

版部 1944 34 産業厚生時報
2 刊東洋経済 (7 行 東 , 経済新報社 1944 Э 21 [洋経 ,

2 18 刊東洋経済 (6J ) :期刊行物 東洋経済新報社 1944 0 じ羊組静

:期刊行物 職業1
|´とヽ、 1944 0 職 :

2 20 蚤済雑誌ダイヤモンド 定期刊行物 ダィヤモンド社 1944 0 20 蚤済雑誌ダイヤモンド

2 21 姜報 (7月 号 ) 定期刊行物 関 I [州労 i 1943 0 螢報

22 lly日 (9月 10日手 定 具 干l] 勿 朝 新聞 1944 0 刊朝 日

2 23 秋田県労働賃金イ 賃金 田
立
ロ 1941 0 ”

■ 公 金

1刊行物 :城 i覇工会議所 1943 0 18

25 国勢グラフ(9月 号 ) 定期刊行 土 1940 0 国勢グラフ

5C 経済毎 日 (7月 号 ) 日干Jイ予 二日 聞社 1944 D 経済毎 日

27「 HE CURREN丁 OFttHE WORLD 干1そ 通信社 1946 56 丁HE CURREN丁 OF THE WORLD

56 労務協会報 (新年号 ) 定期刊行物

関 果
'11万

務 協 云

(注 大連・旅
‖頁) 1943 01 労務協会報

2 29 :経 賜係 関 ] 者 19466 01 関東経営者協会規約
員
Ｊ 1 1 研究第 11 金 日 , 1949 〕3 つ 任貝

二金

1 2 給与課月報第80～ 83巻 賃金

刃 1動伯 万 倒 墨 苧

局給与課 1954 ？
・
最低賃金制、業績給

1 給与課月報第87～ 98巻 賃 金

労働省労lNl基準
局給与課 1955 ？

・
賃金法、業績給

1 給与月報第 10巻 賃金

労

局
助看労 lDl基準

冨利課 1956 03 つ
・
生産性、最低賃金

1 給与月報第 11巻 賃 金

労

局
助者労働基準
菖利課 1957 03 つ

・
労働基準法、休業手当

1 給与月報第12巻 賃 金

労働者労働基準

局福利課 1958 03 ●
・
最低賃金制、賃金規則

1 7 給与月報第 13巻 賃金

労lNl者労 1動基準

局福利課 1959 03 つ
・
基本給、能率手当

1 給与月報第14～ 16巻 賃金

万 側 百 万 側 丞 準

局賃金課 1960 Э3 つ
・
地域手当、最低賃金

1 9 賃金月報第 17～ 19巻 賃金

万
局
動百 万 倒 丞 牛

彗金部 1963 03 つ 基本給、企業年金

1 賃金月報第25～ 26巻 賃 金

労働省

"働
基準

局賃金部 1971 03 つ 最低賃金、初任給

58 ! 1 労 個 曽働運動 生
`

1948 不明 支、争議状況

1 団体交渉 労働組合

方収局労働教育

課 1951 賃金交渉、労働教育
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58 1 冨利厚生研究会報 労 Iul協約 多数 1956 03 × No l vol.4労働協約、就業規貝u

58 2

日本における労働組合の経営する
福祉活動 福祉活動 害井二自B 1959 05 フェビアン研究所委託、生活協同組合

58 1『経営者』創刊号～493月 雑誌 多 数

lV4/～
493 03 不 明 日経連機関誌

1 経済 9原則と労働問題 労働経済
万 倒 統 員†調 食 局

労働経済課編 1949 01 175 労働政策、労使関係

2

岬戴裁足第 170号の実厖について
の紛争解決に関する調停申請書 労働組合

国鉄勤力軍労働
組合 64 06 調停経過、新賃金

31 終戦後の労働争議について 労働組合 労働統言 1948 05 20 争議概況 (データ付 )
41 経済情勢報告書 経済動向 経済安 1948 06 経済総論 貿ヽ易 田{也

経 , :相報告書 経済動向 登済安 1947 06 28 経済総論 生ヽ産 、 他

戦後労働経済の分析 (案 ) 労働条件 労働統計調査局 1949 05 34 生産性 、雇用、失業

Ｅ
υ 7

瑠本口24年労lul経済の分析 (第 2回

労働白書 ) 労働条件 労働統計調査部 1950 05 冨1題 :安定計画下の労働経済

58 8

女疋昌T回 卜の万 1W騰済 果ヽ八昭不u
24年労働 白書草案 ) 労働経済 労働統計調査音「 1950 05 副題 :昭和24年労働経済の分析

1 」の手引 労 1動条 労政局 1948 労ヽ 働 時間 、協 旬

」 労働条 黒 川 ′lヽ六 1948 254 E関係 言ヽ金 労ヽ 助時間

31

ガ働者の確■ll及ひ義務に関する各
国憲法の規定 労働条件 日経連事務局 不 明 06 72 労働権 ソヽビエト、賃金

58 1 分類不台,雑誌 1 × × × 03 ×

」玉圧上早 』ヽ1946,、 u LP大万側崎諏』
など

58 8 1 分糞ヨ
'不

首,効L層庶2 X × × 03 × 雪金関連刷子 多数

58 1 勤労情報 経済動向
栗薫 Ill民生局勁
労部 1946 06 労働問題、工場数

58 9 2 勤労 1吉報 経済動向

宋示者lS民生局期

労部 1946 06 62 厚生福利 配ヽ給 (米、作業品 )

58 10 1

戦後の冨公労働運動の変遷につい

て、続その 1 労働運動

交通 /JT聞編果妻
貝 1975 続その 1のみ

58 1 日本紡績 月報 産 業 X 1947 X 1947年 4月 号 5月 廿
58 12 1 パスワード式統計 41■卜其使用法 マニュアル 統計課 不 明 統計器機マニュアル

1 1 職業分類 締計一鳥| 不明 1950
英又のコビーなど、Monthly Labor

Review March 1947な ど
2 1 国勢調査用の職業分類 般 X 1950 D5 60 :950年国勢調査用の職業分類 (英文 )

Standard Industrial Classifi cation
Manual 鮪計 -10

Bureau of the
Br rdset 1950 80 アメリカの職業分類

59 2 3 贈世]に
`)挙

百 ――■U 1計委員会 1950 100 1950年国勢調査用職業分類

59 1 小委員会報告第二草案 細に言十一-10 X 1950 300
国勢調査用 (1950年 )の職菜分類、小
季昌会都告

59 4 1 職業分類 二百†――Hi世 × 1950 300 1950国勢調査の職業分類

4 2 職業分類 綺停言|……10 × 1950 05 150
1950国 勢訓査の職菓分類、第二次委
昌会決申
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1 |

中央最低賃金審議会第54国会議
緑議墓緑 賃 金

万1Nl伯万1Nl基準
局中央最低賃金
審議会 1973 ハ

υ 最イ【言金 議ヽ墓銀

1 2

中央最低賃金審議会第66回会議
緑議菫緑 賃 金

万 側 預 万 1Nl墨 午

局中央最低賃金
審議 会 1976 ハ

Ｖ 最低賃金、議事録

1 3 最低賃金審議会委員名簿 名簿

方働省労働基準

局 1976 ｎ
υ 48 委員名簿

1 最低賃金決定要覧 賃金

刃lWl百 万働基準

局賃金福祉部 1978 01 108 最低賃金

1 5 最低賃金決定状況 賃 金

ガ 1動省男働丞琴

局賃金福祉部 1978 ｎ
υ 4 最低賃金決定状況

1 6 中小企業対策と最低賃金制度 賃 金 井堀繁雄 1954 63 中小企業対策、最低賃金の意義

1 7 中央最低賃金審議会委員 賃金。名簿
甲哭最低頁霊番
議会委員 1981 ハ

υ 審議会委員

1 8

守後の最低頁釜市りのあり万につい

て 賃金 所沢通夫 1977 ハ
υ 7 最低賃金

1 9

ヨーロッパの最低買宝 Tllに関する
事倍珊杏結異報告 賃金

万 1期伯 万 1動基 準

局賃金福祉部 1977 01 102 各国の最低賃金制

61 1 10

米国における1ドル最低賃金の経

済的効果 賃金

労働大臣冨房労
働統計調査部 1957 01 114 最低賃金

1 海員 賃金
=日
ハ 泄 員 租 冨

機関誌 1958 134 特集最低賃金

61 2 1 賃金月報 賃 金

芳lNl省労働基準
局賃金部 1971 48 通勤手当、最低賃金

2 2
最低賃金需りの今後の審議促進につ

いて 賃 金 つ
・

1976 10 公益委員会議、中央最低賃金審議会

2 31賃金水準の国際比較 盲 金 つ
・

1962 06 生産、定期給与

2 4
最低賃金制の今後のすすめ万に関
する答 由 賃金 中山伊知郎 1963 06 賃金体系

2 最低賃金法の今後の運用について 賃金
労lyl省労 lyl基準

局長 1964 06 最低賃金

2 C
最 {=買金 Tllの 今後のずずめ万に関
する答申 雪 金 中山伊知郎 1963 06 賃金体系

2 7 中央最低賃金審議会開催状況 賃金 つ 1964 06 21 最低賃金審議会

2

最低賃金の対象菓檀および最 1■賃
金額の目安について 賃 金 中山伊知郎 1964 06 最低賃金審議会

=生
計 金 田良平 1968 （

υ 16 金 制

2 金に関する算出資料 金 労働省 1948 01 214 生計費、中央賃金委員会

2

諮外国における最低賃金需り反一寛

表 賃金

労lpl省 大臣冨房
給与審議会 1956 21 国際労働条約

2 最低賃金制について ll課 1956 06 34 低賃金労働者

1 最低賃金法案
ゝ
一Ａ 1975 ハ

υ 最低賃金法
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今後の最低買金■llのあり万につい

て 賃金

中央最低賃金冒
議会 1977 ｎ

υ 最低賃金制、審議
昭和56年度地域別最低賃金改定
状況 賃金 不 明 1981 4 最低賃金

61 4
FJrしい産別最買の業種・基幹的労
働者檜計奮柴I 雇 田・美 輩 不 明 不 明 3 基幹的労働者
最世買宝額の決定のRll提となる曇
本的事項に関する考え方について
(案 ) 賃金 不 明 1981 最低賃金・産業別
目安額検討参考資料 (その 1) 賃 金 不 明 不明 賃金

3 7

新しい庄栗別最低買釜の運用万針
に関する検討事項についての考え
方 (案 ) 賃 金 不 明 不 明 ｎ

υ 4 産業別最低賃金・基幹的労働者

＾
υ

う
０

０
０ 新産業別最低賃金の創設状況 賃金

連含最買対策妻

員会編 不明 01
０
０ 産業別最低賃金

3 9

最 低 員 笠 観 の 次 疋 の ロリ掟 とUO墨
本的事項に関する考え方について 賃 金 金子美雄 1981 （

υ 3 最低賃金、基本的事項
最世買 霊 法 に基 つ いて沃 だされ る
島イ【賃 金 賃金 不 明 不 明 07 最低賃金制、現行最低賃金

61 3 雪 金 不 明 1981 05 98 雇用状態、最低賃金

最低賃金法関係法令集 賃金

方lNl省労働基準
局 1970 01 74 最低賃金制、ILO条約、審議会

昭和 56年賃金改定状況調査結果 賃 金 不 明 1981 （
υ 賃金決定

呂齢 1じ位安における退職釜市りFxに
ついて 賃金 賃金研究会 1981 01 退職金制度、企業年金

四半期別国民所得統計速報 統計資料

確済■回lT確済
研究所国民所得
吉「 1981 05 14 国民所得、総支出

最1■貰金の履行確保を三眼とする

監督実施結果 (都道府県別 ) 統計資料 不 明 不 明 05 2 最低賃金、最賃未満労働者

答申による最低賃金 賃金 静岡労働基準月 1981 07 最低賃金

61

最仏頁釜額の沢疋の Rll促となる塁

本的事項に関する考え方 賃金 金子美雄 1981 06 最低賃金制

最1よ買霊猥のス疋の前提となる丞

本的事項に関する考え方 賃金 金子美雄 1981 最低賃金制

/Jrしい産業万り最低賃金の運用万針
について 産 業 不 明 不 明 07 産業別最低賃金

21 日本標準産業分類 産業

行取官埋庁行取

管理局締計主幹 1976 分類、内容例示
●
ι 幹的労働者 について 賃 金 ？

・
1981 賃金労働者

61

lle取 万J最答 員 笠 と圧 来 万り最 18真笠
のそれぞれの性格と機能分担 賃 金 平沢栄一他 1979 25 庄用者条件

24 年金源資試算表 社会保障
弟自生節維冨叡

理室 1981 1 終身年金、有期年金
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62 1 1

地万公務員労 lpl者の賃金制度につ

いて 賃金制度
全日本目治団体
労組 1970

員笠水準、
"使
間父渉、人事委員会

需1度
62 1 2 人事委員会勧告等の状況 人事委員会 X 1968 4 職務別対応等級一

1 3 5等 級別職 員数の構成割合 職務等級 × 1968 06 2 標準職務の等級、役付職員の割合

1 4 地方公務 員給与の間頴 点

JIE万公務員
給与 × × 06 8 給与水準、給与制度、給料表

1 5

現行の地万公務員給与の指導万

針についての問題点

地万公務員
給与 × × 06 2

編オキ表の種類、7JJ仕縮、昇格、昇給の
運用

1

夏点硬討畢唄 t割S追肘 県の一般行
政職 )

地万公務員

給与 X X ハ
υ 2 給与水準、給与制度

1

国 家 公 務 貝 お よひ 地 力
/A・
務 員 の 様

準職務変遷 職務表 X i969 05 0 国家・地方公務員の職務表

1 8 給与制度についての指導と実態 給与制度 X 1968 05
編与表の種類、寺祓万り号緻別職員分
布状況

62 1

割ゝ追肘県の字歴別半珂給料月猥
調 (一般行政職 ) 給与制度 X 1968 05 3 大学卒、高校卒

1 職員団体竿に関する調

理力貧碗貝
の職員団体、
ウ中糸月

日石泊何以局公

務員部公務員第
一課 1969 06 287 職員団体、労働組合、上部団体

1 昭和40年コンピュータ白書 産業・企業
日本電子計算開
発協会 1965 06 120 コンピュータの普及、問題点

1 12

地万公務員給与問題研究会報告
書 (案 ) 賃金制度 × × 給与水準、給与制度、昇格制度

1 13 (1)官民給与の比較方法の説明 賃金制度
人畢 院 給 与 第 一

翼 1968 05 2 行政職俸給表の比較例

62 1 14 第 22回給与問題研究会議事録 議事録
地万財務協会彼
員室 1970 初任給基準、人事委員会

62 1 第21回給与問題研究会議事録 議事録
地方財務協会彼
員室 1970 給与制度「わたりJ

1 16 第16回 給与問題研究会議事録 議事録
咆 力 財 務 協 云 仮

員室 1969 13 給与水準、昇給曲線

1 第15回給与問題研究会議事録 議事録
地万財務協云伐

員室 1969 14 llb方公 務 昌給 与

1 第14回給与問題研究会議事録 議事録
地万財務協雲役

員室 1969 警察官と教育公務員

1 19 第11回給与問題研究会議事録 議事録
廻 力 肺 励 云 仮

員室 1969 × 公務員給与制度、「わたりJ

1
●
４ 第3回給与問題研究会議事録 議事録

日膚 省 特 別 宏 議
事 1968 X た件費、地方財政計画

1 21 第5回給与問題研究会議事録 議事録
日)●泊特万り

"覇
義

室 i968 06 X 官民給与

1 22 第17回給与問題研究会議事録 議事録
地方財務協会役
員室 1968 ハ

υ 地方公務員給与水準



1 23 第9回給与問題研究会議事録 議事録

IIE力 財 務 協 云 仮

員室 1968 06 3 年齢別賃金表
1
０
４ 第12回給与問題研究会次第 × × 1969 06 職務分類

1

咆万公務員給与についての問題点

(単純労働職員 ) 賃金 自治省 × 02 給与、労使関係
2 単純労務職員関係資料目次 賃金 自治省 1969 05 給料表、初任給、平均給料月額

第10回給与問題研究会議事録 賃金

地万財務協会彼
員室 1969 06 × 金子委員、藤井委員

4 補足資料 (給与諜 ) 賃 金 X X 05 23 人事委員会、地方公共団体

公
υ 5

咆 力 公 務 員 扇 与 問 題 り 九 云 甲 同

報告案骨子 賃金 × X 06 地方公務 員給与について

公
υ 第20回給与問題研究会議事録 賃金

地万財務協会役
員室 1970 06 藤井委員、金子欠席

公
υ 第19回給与問題研究会議事録 賃金

地方財務協会役
員室 1969 峯村委員、藤井委員

62 8 地方公務員給与関係資料 賃金

日肩 泊 イT以局 綱
与課編 1966 416 給与、経済指標

62 C 方公務員給与 金 自治′ × X 給与制度

62 2 方公務員給与 金 自治
`

× X 1度、給与表

62 3 1 地方公務員給与の問題点
買笠 (公務

員 ) × X Э5

地万公務員給与の問題 点 t誉祭日、

教育公務 員 )

3 2 第6回給与問題研究会議事録
員笠 公ヽ務

員 )

IE力 期 粉 栃ゐ云 仮

員室 1968 07 峯村委員、金子委員など

3 3 第12回給与問題研究会議事録

買定 (公務

員 )

Jlu万財務協云仮

員室 1969 07 峯村委員、金子委員など

62 4
現 行 の 地 万

/A瀦
稿 与 の 拒 導 万 町

についての問題点の細目
賃金 (公務
員) × X 05 地方公務員給与の独 自性

62 3 5
東京都清掃局業務職職員関係資

料 公務員 X 1960 3

S40年度新規採用応昇状況、退職職
員の年齢別勤続年数別職員数

6

地万公務員給与問題研究貸甲間

報告案骨子

買笠 t公務

員 ) X X ハ
υ 8

地万 公 務 員給 与 ■ll度の 現 状 、Jlg力 公

務員給与のあり方

62 3 7「定年 tll反対論 lへの反論
疋年市りヽ公務

員 ) X 1969 05
地万公務員に対する疋年 Tll導入に対

する反対論への反論

62 3 8 地方公務員の定年制に関する資料 定年制
目治省行政局公

務員部 1969 05
地万公務員の年闘碑成、退職償の休

障 民ヽ間企業における定年制

62 9

地方公務員給与問題研究会におけ
る論議事項の要約

員Ft公務
員 ) 給与問題研究会 X 5

地万公務員の給与水準及ひ給与 Tll度

のあり方

10

地方公務員法の一部を改正する法
律案関係資料

地方公務員
法 自治省 ×

ｎ
υ ×

JIC乃公務員法の
~部を以上フ0法仔

案の提案理由説明及び法律案要綱な

ど

資料3
買金 (公務

員 ) × 1968 05
警察職給料表、警察冨及び教育公務

員の初任給状況

公
υ 3 12 資料 4

賃金 (公務
員 ) 1968 05 小中学校・高等学校教育職給料表
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3 13 別添資料 公務員 × X 05 7

国・菅!S追肘県およひ r13町不1における等
級別標準職務、国と地方との職員構
成の相違

14 アンケート調査実施要領 (案 ) 賃金

地万公務員給与
改善委員会 1965? 05 3 地方公務員給与制度、アンケート案

地万公務員給与問題に関する参考
人意見聴取実施要領 (案 ) 賃金

IEEヵ 公 務 員 縞 与

改善委員会 1965? 05 地方公務 員給与制度

3

肥力公務貝積与同退妨九云 甲間
報告案骨子 (第 2次案 ) 賃金

JIE万公務員給与
問題研究会 つ

・
05 地方公務員給与制度

昭和44年度新規採用職員に係る調 公務員 つ 1970? 05 地方公務員の採用状況
郡週肘県の一般 fT収臓の 7JJ仕紹
基準 (言式験採用 ) 公務員 つ 1970? 05 地方公務員の採用状況
昔祭 冨給 オ斗表 の 寺 紋 bll、 号 叔 別 職
昌分 布 壮 況 公務員 つ 1968 05 地方公務員、警察官の給与
2C 地方公務員給与の問題点 公務員 つ つ

・

ｎ
υ 地方公務員の給与告1度

62 21

管者!S追肘 県における管給料表の珠

用状況 公務員 つ 1968 05 2 地方公務員の給与
62 等級別職 員数の構成害1合 公務 員 ? 1968 05 2 地方公務員の給与制度

62 3 23
割S這肘県の字醐 ll別 半均給与金

額調 公務員 つ
・

1968 地方公務員の給与、賃金制度
24 会勧告等の状況 公務員 つ

・
1968 4 lt方公務員、給与常

2C 寸事項 公務員 つ 1968 8 地方公務員、給与制度、給与水準

給与問題研究会議事録 4潮客昌
地方財務協会役
員室 1968 05 地方公務員 給ヽ与制度

27 地方公務員給与の問題点
員笠 公ヽ務

員 ) × X 05 3
警祭冨および教育公務員給与の問題

点

＾
υ 28

教 育 公 務 員 給 不斗衣 CIJ寺 祓 別 号 祓

別職員分布状況
買金 (公務
員 ) × 1968 05 6 ′卜・中・高教育職給料表

62
雪祭 '日'、 呈日護衝 '日'の栗務 困谷の

Lヒ較 公務員 × × 05 7
奮 祭 日 、呈 日 護 日 日の 来 粉 :バ 谷・馴

務時間の比較

63 1 1

昭 不‖26牛 総 宮 庄 栗運 関 表 の 諷 昇
に関する報告 産 業

経済企画庁調査

部統計課 1956 06 338 費用係数表、技術系数表

1 2 昭和28年産業連関表の試算概要 産業
確 済 上 国 lT調食
部統計課 1957 05 46 部門別試算要領

1

照利 28年庄栗運関諷鼻表・破人係
数驀 産業

経済企画庁調査
部 1956 各 表

1 4 昭和32年度の電源開発基本計画 産業
千全

"キ

コEttlT員す回

音F 1957 22 電源開発基本計画案

1 5 電源開発基本計画変更 産業

経済企画庁計画
部 1952 4 電源開発基本変更案

1 昭和30年産業連関分析 産 業 統計研究会 1955 30 産出額の推計とその配分
1 就業者の産業別構成 産業 × X 50 各データ

1 国民所得調査 賃金 金子技官 1946 Э5 50 国民資金総合計画作成要領
2 労働統計論講義要綱 充計一般 × 1946 労働人 口に関する統討
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63 雇用及び失業に関する資料 網常言十―-10
労働省労働統討

調査局 1945 05 150 失業統計、初等統計研究法
63 4 統計実務 一 般 × X ｎ

υ

統計学の発達 一般 Jヒリ|li X ハ
υ 10 古典統計学の三大源泉

6

保不調食なに飛ける最近の進歩の

若千に就いて 鮪計 -10
エドワード・デミ
ング 1946 06 20 簡単な拡張法による想定

7

サンフリングに於ける或る主なる発
達 統計 -10

エトワード・テミ
ング 1946 06 10 簡単な拡張法による推算

8 統計類似調査 統討一般 X X 07 統計調査法、推計
9 List of Lectures メモ × X ハ

υ 私的メモ、ノート

統計概論 締離言十―-10
労lNl省労働統計
調査局 × ハ

） 中央集査と地方分査、統計的法則
甲夭労働統計冨公更講習会日程
及講師名 締計 -10 × × 07 2 日程・担当課 目
12 料の整理 一般 X X ｎ

ｖ

2 13 労働統計論講義要綱 一 般 X × 07 50
14 点凶表の一夕1 充計一般 X 1946 （

υ 20 の変数系列、面積図表の一
労 1動統計調査主任設置規稗案 統 目 般 X × ハ

υ 50 予定

63 3 1 国民総生産の長期推計 産業

経済企画庁経済
研究所 1959 05 44 民間投資、個人

63 4 1

日

“

不‖30年国冨訓食のための法人
資産調査結果について 産業 経済企画庁 1957 ハ

υ

63 4 2
照不‖3U年 国 冨 調食 のたの の沃 人
奮 産調 杏 結 果 檜 計 沓来| 産業 経済企画庁 1957 05 計、出資金又は資本金

4 3 五ヶ年計画改訂関係資料 産業

経済企画庁計画
部 1957 05 200

シューマン・フラン、農林水産部門、マ

クロ。モデル、鉱工業部門、フ%モデル

63 4 4 アジア極東地域の農業開発計画 産業 大川一司 1959 01
現状、農業計画における食糧需要の

4 戦後の家計と物価 産業 宮城県調査課 1959 01

63 4 6 経済計画資料 産業

縫済 企 回 庁討 回

音F 1957 01 268

エ ルキー計国の問題
|、 “オートメーション

63 4 発済成長と産業別賃金 産業 統計研究会 不 明 X

の
＾
υ 4 8 経済計画、諸外国の実例 産業

確済番識 lT討回
第一課 1955 01 442

1 1 昇進登用試験制庸の実際 労使関係 去令協会 1964 0 413
1 2 出向制度の実際 働法令協会 1964 312
1 3 :制度の : 労使関係 働法令協会 1964 Э 450 田

1 4 ホームヘルブ制度の : 働 ) 〈「 1964 320 所
1 職務給、職能給制度の実際 (上 ) 賃金 ,働法令 t 1964 666 東電力

1 6 職務給、職能給制度の実際 (上 ) 賃 労働法令協会 1964 666 東京電力、八幡墓
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Electric company and Local Union

No 1245
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Agreement 海外 X 1956 01 76

Agreement between KAISER SttEEL
CORPORA丁10N AND UNITED STEEK
WORKERS OF AMERICA

4 Agreement 海 外 × 1952

Agreement between Pacitic gas and

Electric company and Local Union
No 1245

5

COLLECttIVE BARGAINING
PROVIS10NS 賃 金 × 1948 01 賃金調整

RESEAttCH ON WAGES 賃金

Lloyd u
Revno:ds 1947 01 41 賃 金

7

Federal Mediation and Gonciliation
Service 海外

Joseph F.

Finnesan 1957 01 =ederal Mediation

8

Federal Mediation and Conciliation
Service 海外

Joseph F.

Finnesan 1958 01 49 Federal Mediation

MEDIAT10N and ARBITRA丁10N 海外

BOARD OF
MEDIAtt10N 不 明 01 20 Federal Mediation

IMPROVING HUMAN RELAT10N 労使関係

industria!

Re!ations

nivision 1956 01 32 労使関係

3

DEALING WITH EMPLOYEES AS
INDiVIDUALS 労使関係

NA HUNAL
ASSOCIATION
OF
MANUFACttURE
RS 1956 01 20 労使関係

65 3

HUMAN RELA丁 10NS and Ettcient
Production 労使関係

NA‖UlヽAL
ASSOCIAT10N
OF
MANUFACTURE
RS 1957 01 労使関係

13

PRICE POLICY and PUBLIC
RESPONSIBILITY 海 外

Walter P.

Reuther 1958 01 108 価格政策

14 Chamber 汁行政 大阪商工会議所 1962 03 大阪市内の経済事情

15 Joint Asreemets 賃金・海外

lheじotton
Spinnels&
Manufacturels

Assoc:atiOn 1954 01 紡績業界の協約各種 (英 )

lndustrv Belienes
産業・企業・

海外

Natronal
Association of
Manufactureis 1959 01 88 Policv. Various Current Problems

1 Joint Consultation
産業・企業・

海外

nst‖tute ol
DerSOnal

Ⅵanagement
nouse 1950 01 49 Joint Consultation
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3 Agreement
労使関係・海
外

International
Brotherhood of
Electrieal 1958 wage, vacation, allowance

Agreements
万概 関係・泄

外 John S. Bueas 1958 278 wage, vacation. allowance

20 Contract
万使関係・潤

外 不 明 1959 う
０ waee. vacation. allowance

State of the Union Messaee
力・1叉膠11糸・涸

外

President
Eisenhower's 1959 45 年頭教書

Handline Work Assienment Chanses
庄 栗・■ 栗・

海外 Solomon Barkin 1947 20 Market research etc.

Problems of public ownershio
圧 果・
=来
・

海 外

E rnest Davis M
P 1952 01 rublic ownershio

3 24 丁he Socialist Party and WAR 海 外

Sociallst Party

Of Grrreat
Britain 不 明 01 100 Socialist VS NAttIONALIS丁

3 25

Trade Unionism, Its Origin's,
Growth. and role in Modern Societv 海 外 Herhert Tracv 1952 01 Socialist Partv's

65 3 Institute of Industrial Relation 海外 Arther M. Ross 1954 01 Wase Policv

1957 CONTRAC丁 労使関係

日 .」 .日 LlN 0

COMAPANY
AND CANNING
PICKLE
WORKERS
UNION LOCAL
325 1957 02

Wages, Hours of Work, Vacations,
Emplovee's retirement svstem

丁RAINING FOR INDUSttRIAL
EMPLOYMENT 雇 用

INSttRIttUttE

PERSONNEL
MANAGEMENT 1946 02

MOOern concept oI trarnrng,
Organization and Administration of
training schemes, Training
fechunisues

SAVING FUND PLAN 財 政

Pacific Gas and
Electric
Comnanv 1959 02 30 INVES丁,GENERAL PROVIS10NS

STAFF MANAGEMENT 労使関係 W.LAWE 1944 02 28

ENGAGEMEN丁 OF SttAFF,RELEASE
AND DISMISSAL OF SttAFF,WAGES
AND INCENTI∨ ES
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3 31

ECONOMIC FORCES in USA in
facts and igures 海 外

DEPARttMEN丁
OF LABOR,
Bureau of Labor

Statistics ln

cooperation wlth

INttERNAT10NA
L

C00PERA丁10N
ADMINISTRAttI
ON 02 188

GEOGRAPHY,POPULAT10N,LABOR
FORCE,INCOME,CONSUMP丁 10N
OUTPUT
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